
 

 

 

 

 

 

 

 

 

松山市人材育成・行政経営改革方針 

第三次実行計画 
（推進期間：令和４年度～令和６年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年４月 



 
 

 
 

１ 松山市人材育成・行政経営改革方針 第二次実行計画の成果と第三次実行計画の考え方

について 

 

＜第二次実行計画の成果＞ 

 

松山市では、平成 28 年３月に「松山市人材育成・行政経営改革方針」を策定し、第一次実行計画

（計画期間:平成 28 年度～平成 30 年度）では 87 の実行項目、第二次実行計画（計画期間:令和

元年度～令和３年度）では 89 の実行項目を掲げ、「ひと」「仕事」「組織」の一体改革に取り組んで

きました。 

 

第二次実行計画の取組概要として、「ひとの改革」では、時代や市民のニーズに対応できる職員の

育成のほか、職員が多様な働き方を選択できるようにするためのフレックスタイム制の導入やテレ

ワークの利用環境の整備、職員の防災力を高めることを目的とした大学連携による防災研修などに

取り組みました。 

 

また、「仕事の改革」では、限られた経営資源の中、一層の「スクラップ アンド ビルド」を徹底

するため、新規事業の創設と併せた事務事業の廃止・縮小に取り組み、令和元年度からの 3 年間で

74 の事業を見直し、約 7.3 億円の財源捻出につなげました。 

 

さらに、「組織の改革」では、上下水道に関する各種窓口をワンストップ化することで市民サービ

スを高めるとともに、管理部門を一体化し、経営の合理化・効率化を図るため、令和 3 年度に上下

水道部門の組織を統合しました。また、それに合わせ、これまで下水道部が行ってきた河川や下水

排水路の整備・維持管理業務を都市整備部に移管し、道路と一体的に管理することで、より効率的

かつ効果的に安全・安心なまちづくりを実現できる組織に再編しました。 

  

第二次実行計画では、⾧期化している新型コロナウイルス感染症による様々な影響を受けました

が、担当課が主体的に取り組み、そのプロセスと成果の検証を定期的に行い、ブラッシュアップす

ることで、計画全体の実効性を確保してきており、第二次実行計画に掲げたものについては、概ね

計画どおりに推進できたと考えています。 

 

 

 



 
 

 
 

※その他の第二次実行計画の主要な成果 

ひとの改革 

◇互いに高め合う職場風土の醸成 

「Good Job Smile Card」は感謝やねぎらいの言葉を書いて、全職員間で渡し合うツールで、職

員のコミュニケーション力の向上と互いにモチベーションを高め合う職場風土の醸成のため、平成

24 年度から導入しています。制度の周知を継続し、さらに様式の見直しやより利用しやすい配布方

法の導入など制度を見直した結果、令和３年度では過去最高 の 9,734 枚が配布され、風通しの良

い職場環境につなげました。 

 

 

仕事の改革 

◇ICT を活用した業務効率化 

 AI（人工知能）及び RPA（業務の自動化）を実用化し、定型的な作業に導入することで、「作業時

間の短縮」と「ミスの少ない正確な処理」を実現しました。 

今後も、単純な事務作業に ICT を積極に活用することで業務効率化を図り、労働力を補うととも

に職員が政策立案業務や直接的な市民サービスの提供など、より付加価値の高い業務にシフトして

いくための取組みを行います。 

◇行政手続の押印を見直し 

 市民の利便性を高め、行政のデジタル化を推し進めるため、申請や届出などの押印を見直しまし

た。その結果、国の法令などに押印の根拠があるものを除き、市が独自で見直すことができる 

1,843 件の行政手続のうち、1,740 件の押印を不要にしました。 

 

 

組織の改革 

◇災害発生時の職員の安否確認体制の確立 

防災情報システムを構築し、災害発生時にシステムからの 一斉通知及び返信を受け付けられる仕

組みを導入することで、これまで１人ずつ電話等で行っていた安否確認の時間が大幅に短縮されま

した。大規模災害発生時、復旧要員となる職員の安否確認を迅速に行い、より早く災害復旧を行い

ます。 

 

 

 



 
 

 
 

＜第三次実行計画の考え方＞ 

 

 第一次・第二次実行計画の成果を土台に DX※に向けた人材育成やデジタル技術を生かした行政サ

ービス改革、業務効率化など、with コロナ、after コロナを踏まえた新たな施策にも取組みながら、

人材育成と行政改革を更に加速します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
※ デジタル・トランスフォーメーションの略。ICT の浸透が人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させること。 

 

 
◇職場還元研修の導入等による 

研修効果の向上 

◇Good Job Smile Card の活用等 
による良好な職場環境の醸成 

◇テレワークの導入等による 
多様な働き方の受け皿づくり 

 

 

 
 
 

◇DX に向けた人材育成の推進 
◇フォロワーシップの推進 

◇インターネットを活用した研修 
 の充実 

 

 

◇事務事業のセルフチェック強化 

◇事務事業の見直しによる業務 
効率化と財源捻出 

◇行政手続の簡素化とオンライン
化を見据えた押印の見直し 

 

 

 
 
 
◇事務のデジタル化の推進 

◇行政手続のオンライン化の推進 

 

 
 
◇上下水道の組織統合による経営 

合理化と市民サービスの向上 

◇災害発生時の職員安否確認体制 
の構築 

 

 

 

 

 
 
◇危機管理体制の強化に向けた 
 業務マニュアル・フローの充実 

『仕事』の改革 『組織』の改革 『ひと』の改革 

多様化する行政ニーズに対応できる「人材の育成」と持続可能で活力ある「行財政運営」を実現し、 

より満足度が高い市民サービスを提供します。 

 

第三次実行計画で特に注力する取組

 第一次・第二次実行計画の主な成果ひ



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 松山市人材育成・行政経営改革方針 第三次実行計画 具体的な取組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜達成度の評価基準＞ 

Ｓ ：目標を達成（目標を超える実績が得られた。） 

Ａ ：目標を概ね達成（達成度の目安７０％～１００％）、 

Ｂ ：目標達成度が半分程度又は最低限の成果が得られた程度（達成度の目安４０％～６９％） 

Ｃ ：ほとんど目標達成できていない、 

未着手：全く着手していない 

－ ：当該年度に実施する予定がない 

 



～目次～

１　『ひと』の改革　～職員の「人材」から「人財」への成長～

方策1-1：信頼の確立

重点取組み 実行項目 通番

①働き方改革に向けた職員の連携・交流機会の提供 1

②職員ハンドブックの充実 2

(2)職員モラルの徹底 ①コンプライアンス、倫理に関する反復研修等の実施 3

方策1-2：スキルアップ

重点取組み 実行項目 通番

(1)職場でのスキルアップ ①計画的な職場内研修(OJT)の促進 4

①ニーズを先取りした職員研修の実施 5

②DXに向けた人材育成の推進 6

③技術職員の技術の伝承 7

④国や他団体への派遣研修・人事交流の促進 8

⑤教育機関と連携したスキルアップの促進 9

①メンタルヘルスケアの充実 10

②所属全体での計画的な育成 11

方策1-3：バックアップ

重点取組み 実行項目 通番

①所属長によるマネジメントの徹底 12

②フォロワーシップの推進 13

③褒め合う意識の醸成 14

①各種相談制度等の充実 15

②メンタルヘルスケアの推進 16

③仕事と生活の両立（ワークライフバランス）支援 17

④多様な働き方の受け皿作り（在宅勤務、テレワーク、サテライトオフィス等） 18

⑤執務スペースのＩＴ化 19

①資格取得の支援 20

②通信教育の充実 21

２　『仕事』の改革　～経営的視点による業務執行・管理の徹底～

方策2-1：業務改善

重点取組み 実行項目 通番

①事務事業の見直しの推進 22

②ペーパーストックの縮減 23

①職員提案制度の充実 24

②包括外部監査結果の共有化 25

③業務改善、意識改革のための情報発信 26

①アウトソーシングの着実な推進 27

②PPP/PFIの推進 28

③アウトソーシングの新たな手法の検討（PFS等） 29

(4)県と市町との連携 ①県と市町との連携の推進 30

(3) 自己啓発の奨励

(1)事務事業、庁内業務の改善

(2)業務改善意識の持続

(3)民間活力の活用の促進

(1)職員の意識改革

(2)全庁、庁外でのスキルアップ

(3)新規採用職員の育成

(1)職場風土の改善

(2)勤務環境の充実



方策2-2：健全な財政運営

重点取組み 実行項目 通番

①「健全な財政運営のためのガイドライン」の堅持 31

②補助金、負担金等の適正化 32

③受益者負担（使用料・手数料）の適正化 33

(2)債権管理の徹底 ①効率的・効果的な債権管理の推進 34

①公共施設のマネジメントの推進 35

②財産（資産）の有効活用 36

①基金の有効活用 37

②ふるさと納税の推進 38

③企業版ふるさと納税の推進 39

④一般競争入札により電気の調達を行う施設の電気料金削減率の維持改善 40

①入札・契約制度の適正運用 41

②公共事業における機能・品質とコストの最適化 42

①経営戦略に基づく公営企業の経営 43

②公営企業に係る受益者負担（使用料・手数料等）の適正化 44

(7)外郭団体の経営健全化 ①外郭団体の経営状況の透明性の確保 45

方策2-3：利便性の向上

重点取組み 実行項目 通番

①マイナンバーカードの普及促進及び利活用の拡大 46

②公共施設の利用拡大、サービス向上 47

①事務のデジタル化 48

②業務システムの標準化・共通化 49

③行政手続のオンライン化の推進 50

方策2-4：協働のまちづくり

重点取組み 実行項目 通番

①まちづくり協議会の支援体制等の充実 51

②審議会等への女性の積極的な登用 52

①自主防災組織の充実・強化 53

②全世代への防災リーダーの育成 54

③民間事業者等との災害協定締結の促進 55

(3)広聴事業の充実 ①タウンミーティングの充実 56

３　『組織』の改革　～自立分権型経営のための組織力向上～

方策3-1：組織管理体制

重点取組み 実行項目 通番

①定員管理の適正化 57

②組織機構の再編 58

(2)業務リスクマネジメントの徹底 ①ヒヤリ・ハット事案の共有 59

①業務継続計画（BCP）の随時の見直し 60

②業務マニュアル・フローの充実 61

③システムのクラウド化の推進 62

(3)危機管理体制の強化

(1)健全財政の堅持

(3)公共財産（資産）の適正管理

(4)新たな財源の確保

(6)持続可能な公営企業の運営

(1)市民サービスの向上

(2)積極的なITの活用

(1)協働意識の醸成、協働の促進

(2)自主防災組織等との協働

(1)執行体制の見直し

(5)公共調達の適正化



方策3-2：市政の透明化

重点取組み 実行項目 通番

①市ホームページの充実 63

②外部ウェブサイトの適正管理 64

(2)説明責任の徹底 ①事務事業シートの公表 65

方策3-3：総合的な人事制度

重点取組み 実行項目 通番

①人事評価の人材育成への活用 66

②管理職の評価能力、指導能力の向上 67

①女性職員のキャリアアップ支援 68

②女性職員の意識的、計画的な配置 69

①ジョブ・ローテーションによる計画的な若手職員の育成 70

②複線型人事管理の検討 71

③昇任試験制度の見直しの検討 72

④職員配置の最適化 73

⑤採用試験制度の見直しの検討 74

⑥障がいのある職員の適正な採用及び配置 75

⑦労務職の適正な採用及び配置 76

方策 　 10

実行項目 76

(1)情報提供・共有の徹底

(2)女性職員の育成と登用

(3)多様な能力、職員配置の最適化

(1)新人事評価制度の構築



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

目標と実績の活動は異なるが、働きやすい環境づくりに取り組むという施策目的に基づき、
プロジェクトチーム提案施策のうち、封入封かん機の導入に向けて、ニーズ調査と実際に機
器を見ながら説明会を実施したため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

働き方改革につながる施策の立案にとどまらず、施策の実現に向けた活動もあわせて行い、職員が働きや
すい環境の整備に取り組むため。（R6年4月）

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
職員同士の交流機会を提供し、テレワークや休暇のハンドブックなどを作成・公開により、働き方改革が推
進でき、働きがいのある職場づくりがすすめられた。

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

目標と実績の活動は異なるが、働きやすい環境づくりに取り組むという施策目的に基づき、
プロジェクトチーム提案施策のうち、テレワークや休暇のハンドブック、庁内の照会事務効率
化に資する手引きの作成・公開を行ったため。

活
動
指
標

目標 職員同士の交流会等の実施 成
果
指
標

目標 働き方改革に資する施策の立案・実現

実績
職員同士の交流会は実施していないが、過去の
プロジェクト提案の実現に向けてニーズ調査や説
明会を行った。

実績 実施効果の高い提案施策を実現に向けて調整

実績
関係課調査を含め過去のプロジェクト提案の実
現に向けた活動を実施

実績 実施効果や実現可能性の高い提案施策を実現

活
動
指
標

目標 職員同士の交流会等の実施 成
果
指
標

目標

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

働き方改革プロジェクトチームを結成し、各チームでの施策形成及び提案を行ったため。

働き方改革に資する施策の立案

目指す姿
職員同士の交流機会を提供し、働き方改革の推進、キャリア形成支援を行うことで働きやすく、働きがいのあ
る職場づくりをすすめる。

取組内容
職員交流会やＰＴでの活動等、部署や職階によらず職員が交流できる機会を提供し、働き方改革を推進し、
より良い人間関係の構築を支援する。

活
動
指
標

目標 職員同士の交流会等の実施 成
果
指
標

目標 働き方改革に資する施策の立案

実績
働き方改革プロジェクトチームを設置し、各チー
ムで施策形成を実施

実績 各チームが働き方改革に資する施策を立案

部局名 総務部 所属名 人事課

現状・課題
部署や職種、職階によらず交流できる機会が少ないため、職場環境やキャリア形成に関する不安を共有した
り、連携して行動する機会が少ない。

方策 1-1：信頼の確立 通番 1

重点取組 (1)職員の意識改革
改革区分 ひとの改革

実行項目 ①働き方改革に向けた職員の連携・交流機会の提供



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ｃ 上記の成果と
なった理由

職員ハンドブックの利活用や在り方を含め再検討したものの、改訂には至らなかったため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

職員ハンドブックの抜本的見直しを行うことに伴い、目標を修正（R5年4月）
R5年度の進捗状況を踏まえて、目標を修正（R6年4月）

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
職員ハンドブックについて、掲載内容や在り方を含めた抜本的な見直し等について検討を行ってきたが、最
終的に完成に至らず、職員が日常的にハンドブックを活用できるような体制を整備できなかった。

達成度 Ｃ 上記の成果と
なった理由

働き方改革プロジェクトチームで業務手引き書の提案を受け、現在の職員ハンドブックの利
活用を含め再検討したものの、改訂には至らなかったため。

活
動
指
標

目標
掲載内容の随時更新
ハンドブックの抜本的見直し
利用促進のための職員への定期的な周知

成
果
指
標

目標 職員のスキルアップのさらなる促進

実績
ハンドブックの掲載内容を再検討したが、改訂に
は至らなかった。

実績
ハンドブックの改訂に至らなかったため、研修等
での周知も見送った。

実績
ハンドブックの掲載内容を再検討したが、改訂に
は至らなかった。

実績
ハンドブックの改訂に至らなかったため、研修等
での周知も見送った。

活
動
指
標

目標
掲載内容の随時更新
ハンドブックの抜本的見直し
利用促進のための職員への定期的な周知

成
果
指
標

目標

達成度 Ｂ 上記の成果と
なった理由

・携行可能なハンドブックの素案を作成したものの、ハンドブックの抜本的な見直しが必要と
判断し、配布しなかったため。
・前年度に引き続き、新規採用職員への配布や研修での活用等、当初の予定どおり、改訂
及び活用する事ができたため。

職員のスキルアップのさらなる促進

目指す姿
一人一人が日常的にハンドブックを活用し、掲載内容をもとに高い意識を持って行動することで周囲の信頼を
確立していく。

取組内容
より便利で手軽に活用できるハンドブックとし、効果的な活用を促すほか、職員のニーズなどを踏まえて随時掲
載内容を見直すとともに周知する。

活
動
指
標

目標
携行可能なハンドブックの作成
掲載内容の更新及び職員への周知 成

果
指
標

目標
ハンドブックの利便性向上
職員のスキルアップの促進

実績
掲載内容を更新し、新採職員研修等で活用し
た。携行可能なポケット版を試作したが、配布に
は至らなかった。

実績
職員への周知や研修での活用により、基本的な
スキルアップに繋がっていると考えられる。

部局名 総務部 所属名 人事課

現状・課題
接遇や業務効率化、ルール・マナーに関する情報を全庁に周知しているが、ニーズを踏まえた内容の見直し
が必要である。

方策 1-1：信頼の確立 通番 2

重点取組 (1)職員の意識改革
改革区分 ひとの改革

実行項目 ②職員ハンドブックの充実



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ｂ 上記の成果と
なった理由

コンプライアンスや倫理に関する研修を継続的に実施し、職員の倫理意識を高めることが
できたものの、職員の不祥事が複数発生したため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
各階層別研修でコンプライアンスに関する研修を実施するなど、定期的かつ反復的に研修を実施すること
で、職員全員の倫理意識の醸成に取り組むことができた。

達成度 Ｓ 上記の成果と
なった理由

コンプライアンスや倫理に関する研修を継続的に実施してきた事で、職員の倫理意識を高
めることができたため。

活
動
指
標

目標
研修の開催　年3回以上
職場への還元及び効果測定の実施 成

果
指
標

目標 研修の効果測定の正答率　80％

実績
研修実施16回
受講後、各職場内で還元研修を実施し、一部
研修については、効果測定を実施した。

実績 研修の効果測定の正答率　99％

実績
研修実施13回
受講後、各職場内で還元研修を実施し、一部
研修については、効果測定を実施した。

実績 研修の効果測定の正答率　89％

活
動
指
標

目標
研修の開催　年3回以上
職場への還元及び効果測定の実施 成

果
指
標

目標

達成度 Ｓ 上記の成果と
なった理由

コンプライアンスや倫理に関する研修を継続的に実施してきた事で、職員の倫理意識を高
めることができたため。

研修の効果測定の正答率　80％

目指す姿
コンプライアンスや倫理に関する研修とその職場への還元を通して、職員全員が常に高い倫理意識を持って
職務を遂行していく。

取組内容
職員として必ず備えておくべきコンプライアンス、倫理に関する研修の定期的な開催、職場への還元を通して
所属全体での倫理意識の向上を促すとともに、受講後の効果測定を通して個々への定着を図る。

活
動
指
標

目標
研修の開催　年3回以上
職場への還元及び効果測定の実施 成

果
指
標

目標 研修の効果測定の正答率　80％

実績
研修実施13回
受講後、各職場内で還元研修を実施し、一部
研修については、効果測定を実施した。

実績 研修の効果測定の正答率　99％

部局名 総務部 所属名 人事課

現状・課題
職員一人一人が常に高い倫理意識を維持するためには、新規採用者への研修が必要であるほか、職員全員
に対して繰り返し意識啓発を行う必要がある。

方策 1-1：信頼の確立 通番 3

重点取組 (2)職員モラルの徹底
改革区分 ひとの改革

実行項目 ①コンプライアンス、倫理に関する反復研修等の実施



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

「フォローアップシート」を活用し、研修内容を活かした業務遂行と職員の成長につなげるこ
とができたため。なお、フォローアップシートは令和6年度末をもって廃止し、令和7年度以
降は階層別研修のワークの中で同様の取組みを実施する。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

研修受講後、所属長によるフォローアップの仕組みを導入する等、職場内研修の実施手法を見直したた
め。（R5年4月）

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
当初の目的とは異なり、研修マニュアルの改訂には至らなかったが、研修の内容に応じて、職場還元研修
やフォローアップシートを活用した振り返りを行い、研修で学んだ内容の定着を図ることで、職員のスキル
アップに寄与することができた。

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

受講者が目標を設定し、本人と所属長で達成度を確認する「フォローアップシート」の仕組
みを導入したことで、研修内容を活かした業務遂行と職員の成長につなげることができたた
め。

活
動
指
標

目標

研修マニュアルの更新
受講後フォローの実施
各所属での職場内研修の実施
職場内研修実施状況の調査　4半期毎

成
果
指
標

目標

フォローアップシートの達成度
研修後の目標が「概ね達成できた」職員の割合
100％
職場内研修実施率　90％

実績

研修計画と統合したため、マニュアルの更新は行わなかった
が、昨年度に引き続き、研修内容を業務に生かす「フォロー
アップシート」の仕組みを利用し、職場でのスキルの定着を
促進した。

実績
フォローアップシートの達成度
研修後の目標が「概ね達成できた」職員の割合
91％

実績
マニュアルの更新は行わなかったが、研修受講後に各自が
目標を設定し、その達成度を期末面談等で所属長もフォ
ローできる「フォローアップシート」の仕組みを作った。

実績
フォローアップシートの達成度
研修後の目標が「概ね達成できた」職員の割合
96％

活
動
指
標

目標

研修マニュアルの更新
受講後フォローの実施
各所属での職場内研修の実施
職場内研修実施状況の調査　4半期毎

成
果
指
標

目標

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

職場内研修の見直しの検討を行い、実施方法については別資料を作成して周知を行った
が、研修マニュアルの更新は次年度に持ち越しとなったため。

フォローアップシートの達成度
研修後の目標が「概ね達成できた」職員の割合
100％
職場内研修実施率　80％

目指す姿 各所属で積極的に職場内研修を行うことで、課員のスキルアップを図り、職場のさらなる活性化につなげる。

取組内容
職場内研修の運用方法を見直し、その内容を踏まえた研修マニュアルに更新するほか、各所属での計画的
な研修の実施を促し、定期的に効果を検証する。

活
動
指
標

目標
研修マニュアルの更新
各所属での職場内研修の実施
職場内研修実施状況の調査　4半期毎

成
果
指
標

目標 職場内研修実施率　70％

実績
マニュアル更新は行わなかったが、職場内研修
の実施方法について、資料を作成・周知し、職
場内研修の実施状況の調査を行った。

実績 職場内研修実施率　100％

部局名 総務部 所属名 人事課

現状・課題
外部機関への派遣や外部講師の研修は充実している一方で、職場内研修の実施率が低いため、研修の運
用方法などを見直し、効果を検証する必要がある。

方策 1-2：スキルアップ 通番 4

重点取組 (1)職場でのスキルアップ
改革区分 ひとの改革

実行項目 ①計画的な職場内研修(OJT)の促進



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

インターネット動画研修の利用延べ人数は目標値に届かなかったが、効果測定を含めた
研修を実施するなど、研修内容や知識の定着を図ることができたため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

研修効果を定着させる手法として、従来の効果測定に加え、所属長によるフォローアップの仕組みを導入
する等、実施手法を見直したため、活動目標を変更。（R5年4月）
インターネット動画研修運用開始に伴い、活動目標を設定。（R5年4月）

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
職員の多様なニーズに対応できるよう、インターネット動画研修の導入に加え、毎年研修計画を見直し、
社会情勢に応じたテーマの対面研修を導入するなど、ニーズを捉えた研修機会を提供することができた。

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

効果測定を含む研修の開催回数が、目標値に届かなかったが、多様な研修の受講機会
を提供し、研修内容や知識の定着を図ることができたため。

活
動
指
標

目標
インターネット動画研修の利用延べ人数6,000人
効果測定を含む研修の開催　年１０４回以上 成

果
指
標

目標
研修内容や知識の定着
研修の効果測定の正答率　80％

実績
インターネット動画研修の利用延べ人数　4,527
人
効果測定を含む研修の開催　4回

実績
選択制研修等で職場還元研修の実施を必須と
し、研修内容や知識の定着を図った。
効果測定の正答率　92％

実績
インターネット動画研修の利用延べ人数　6,050
人
効果測定を含む研修の開催　３回

実績
職場還元研修の実施を必須とし、研修内容や
知識の定着を図った。
効果測定の正答率　92％

活
動
指
標

目標
インターネット動画研修の利用延べ人数6,000人
効果測定を含む研修の開催　年１０４回以上 成

果
指
標

目標

達成度 Ｂ 上記の成果と
なった理由

インターネット研修の運用を開始したが、利用率が伸びなかったため。

研修内容や知識の定着
研修の効果測定の正答率　80％

目指す姿 刻々と変化する社会のニーズに適応し、柔軟に業務を遂行できるよう職員の成長を支援する。

取組内容
多様な研修が受講できるよう新たな手法を取り入れる。また、一部の研修では受講から効果測定までの一連
の流れを管理できるよう運用を見直し、職員のさらなる成長を支援する。

活
動
指
標

目標
インターネット研修の運用開始
効果測定を含む研修の開催　年10回以上 成

果
指
標

目標
研修内容や知識の定着
研修の効果測定の正答率　80％

実績
インターネット研修の運用を開始した。
効果測定を含む研修の開催　年４回

実績
職場還元研修の実施を必須とし、研修内容や
知識の定着を図った。
効果測定の正答率　92％

部局名 総務部 所属名 人事課

現状・課題
毎年度、研修計画を策定し、職員の基礎能力の強化に向けた様々な研修を実施しているが、社会的なニー
ズに対応するためには様々な能力開発を行う必要があり、例年研修メニューを見直している。今後も引き続き
タイムリーな研修を実施する必要がある。

方策 1-2：スキルアップ 通番 5

重点取組 (2)全庁、庁外でのスキルアップ
改革区分 ひとの改革

実行項目 ①ニーズを先取りした職員研修の実施



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

予定どおり研修を実施したほか、自治体の中で先進的にDXに取組んでいる横須賀市の職
員を招聘し、より実務に沿った研修を実施したことで、目標を概ね達成できたため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

令和4年度にDX推進体制の一部拡充を行い、職位・職階等に応じた効果的な研修となるよう、研修方法
を一部見直したため。（Ｒ5年4月）
令和5年度に松山市デジタル人材育成方針を新たに策定し同方針に基づき研修を実施していくこととした
ため、令和6年度の活動指標の目標を変更する。（R6年4月）

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
各種研修を通して、職員ひとりひとりがDXを推進するために必要な知識やスキルを身に付け、主体性を
持ってDX推進に参画できる職員の育成につながった。

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

松山市デジタル人材育成方針を新たに策定し同方針に基づき研修を実施していくこととし
たため、当初予定していたDX推進リーダーに対する研修は実施しなかったが、新たに、採
用２年目の職員を対象にDXに係る研修等を実施することで目標を概ね達成できたため。

活
動
指
標

目標

・管理職対象のDX研修　年3回
・執行リーダー級職員対象のDX研修　年2回
・DXリーダー、DXスターター研修（通年）
・動画研修（自己啓発支援）（通年）
・DX推進リーダーに対する研修　年４回
・高度デジタル人材による全職員向けDX動画・
オンライン研修　年2回
・先進的・高度な知見を有するIT事業者による
研修　年1回
DX基礎研修の実施　年1回
全職員向けDX動画視聴研修　年2回
分野別のデジタル技術やBPR等講習　年4回

成
果
指
標

目標
体系的なデジタル人材の育成方針等に基づく
研修の実施により、職員のスキルアップにつなげ
る。

実績

・管理職対象のDX研修　年4回
・執行リーダー級職員対象のDX研修　年2回
・DXリーダー、DXスターター研修（通年）
・動画研修（自己啓発支援）（通年）
・生成AI研修　年1回

実績
研修実施を通して、職員のスキルアップにつな
がったと考えられる。

実績

・DX推進リーダーに対する研修　年0回
・高度デジタル人材による全職員向けDX動画・
オンライン研修　年3回
・先進的・高度な知見を有するIT事業者による
研修　年1回
・動画研修（自己啓発支援）（通年）
・採用２年目研修　年１回

実績
研修実施を通して、職員のスキルアップにつな
がったと考えられる。

活
動
指
標

目標

・DX推進リーダーに対する研修　年4回
・高度デジタル人材による全職員向けDX動画・
オンライン研修　年2回
・先進的・高度な知見を有するIT事業者による
研修　年1回
DX基礎研修の実施　年1回
全職員向けDX動画視聴研修　年2回
分野別のデジタル技術やBPR等講習　年4回

成
果
指
標

目標

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

今年度から、全庁のDX推進体制を一部拡充し、新たに庁内でDXをけん引する役割の「Ｄ
Ｘ推進リーダー」を設置し、よりターゲットを的確にした研修を実施した結果、従来より効果
的に職員のスキルアップが図られたため。

体系的なデジタル人材の育成方針等に基づく
研修の実施により、職員のスキルアップにつなげ
る。

目指す姿
職員自らが、DXの取組みを通じてどのように業務を変えていくのかという観点から、主体性を持ってDX推進に
参画する。

取組内容
DXに関する研修を実施し、デジタルリテラシーの向上や進展するデジタル技術等を学ぶことで、業務の変革
意識を高める。また、DX推進専門部会や各分野の担当者会等のメンバーを対象に、DX推進をけん引するた
めに必要なデジタル技術やBPR等の知識、能力が得られる講習会を実施する。

活
動
指
標

目標
DX基礎研修の実施　年1回
全職員向けDX動画視聴研修　年2回
分野別のデジタル技術やBPR等講習　年4回 成

果
指
標

目標 職員のスキルアップにつなげる。

実績

DX推進研修　年１回
全職員向けDX動画・オンライン研修　年2回
分野別のデジタル技術やBPR等講習　年4回
DX推進リーダーに対する研修　年1回

実績
研修実施を通して、職員のスキルアップにつな
がったと考えられる。

部局名 総務部、総合政策部 所属名 人事課、デジタル戦略課

現状・課題
自治体DXの推進には、多くの業務に関係する取組みが必要であるため、全庁横断的な推進体制に加え、職
員一人ひとりが所属や職位に応じて身につけるべきデジタル技術等の知識、能力、経験等を設定した体系的
な人材育成方針を持たなければならない。

方策 1-2：スキルアップ 通番 6

重点取組 (2)全庁、庁外でのスキルアップ
改革区分 ひとの改革

実行項目 ②DXに向けた人材育成の推進



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

技術継承研修等の実際の業務に近い研修を実施した結果、実践的な知識の習得及び理
解度の向上に繋げることができたため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
実務に即した研修となるように一部入替を行いながら、研修メニューを充実させたことにより、受講者の高
い理解度が得られたことから、技術職員の設計・施工管理技術力向上の土台を構築できた。

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

幅広い知識が得られるように、研修メニューの入替を行うとともに、設計から工事完成まで
の流れを意識した研修を実施したことで受講者の理解度及び実務能力向上に繋げること
ができたため。

活
動
指
標

目標
研修メニューの数：10個
内、前年度から研修メニューの入替：１個 成

果
指
標

目標 研修受講者の理解度：70％

実績
研修メニューの数：12個
内、前年度から研修メニューの入替：2個

実績 研修受講者の理解度：92％

実績
研修メニューの数：12個
内、前年度から研修メニューの入替：１個

実績 研修受講者の理解度：91％

活
動
指
標

目標
研修メニューの数：10個
内、前年度から研修メニューの入替：１個 成

果
指
標

目標

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

目標以上の研修メニューを提供することができ、研修受講者の理解度も高く、技術力・現
場対応力の向上が図られたため。

研修受講者の理解度：70％

目指す姿 施工管理技術の向上を目指すため、ＯＪＴの効果を向上させる土台整備を目指す。

取組内容
Ｓｈｏｗ・Ｔｅｌｌ・Ｄｏ・ＣｈｅｃｋのＯＪＴサイクルを効果的に回すため、技術職員人材育成プラン推進委員会を開催
し、技術職員の研修メニューを企画する。

活
動
指
標

目標 研修メニューの数：10個 成
果
指
標

目標 研修受講者の理解度：70％

実績 研修メニューの数：12個 実績 研修受講者の理解度：88％

部局名 総務部 所属名 技術管理課、人事課

現状・課題
調査測量設計の外注化や設計積算の高度化・複雑化が進み、現場や技術的対応の比重より、工事費の積
算や関係事務の比重が増えている。経験豊富な職員の大量退職時代と合わせ、技術力や経験・現場対応力
の維持・継承が懸念される。

方策 1-2：スキルアップ 通番 7

重点取組 (2)全庁、庁外でのスキルアップ
改革区分 ひとの改革

実行項目 ③技術職員の技術の伝承



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

市の重要施策等を所管する複数団体に職員を派遣し、派遣後は職員を関連する部署に
配属することで、組織力の向上に繋がったと考えられるため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
デジタル庁やこども家庭庁に新たに職員を派遣するなど、市の重要施策等を所管する複数団体に職員を
派遣し、派遣後は職員を関連する部署に配属することで、組織力の向上に繋がったと考える。

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

市の重要施策等を所管する複数団体に職員を派遣し、派遣後は職員を関連する部署に
配属することで、組織力の向上に繋がったと考えられるため。

活
動
指
標

目標
国や他機関などへの実務研修生の派遣
関連部署への職員配置
派遣先の見直し

成
果
指
標

目標
高度な専門知識や技術の習得
派遣先との人的ネットワークの確立

実績
実務研修生を派遣し、研修終了後に関連部署
に配置した。R7年度に割愛派遣で総務省を追
加。

実績
専門知識や技術を習得して帰庁し、派遣先との
繋がりを市の業務に生かした。

実績
実務研修生を派遣し、研修終了後に関連部署
に配置した。R6年度の派遣先に経済産業省等
を追加。

実績
専門知識や技術を習得して帰庁し、派遣先との
繋がりを市の業務に生かした。

活
動
指
標

目標
国や他機関などへの実務研修生の派遣
関連部署への職員配置
派遣先の見直し

成
果
指
標

目標

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

市の重要施策等を所管する複数団体に職員を派遣し、派遣後は職員を関連する部署に
配属することで、組織力の向上に繋がったと考えられるため。

高度な専門知識や技術の習得
派遣先との人的ネットワークの確立

目指す姿
市が抱える行政課題や重要施策、社会的背景などを踏まえ、国や他機関からの情報を市の政策に生かすこ
とができる職員を育成するとともに、人事交流を通して多くの組織との連携を強化する。

取組内容
引き続き省庁等での実務研修、県等との人事交流を通して、職員に先進的で高度な専門知識や技術を習得
させ、人的ネットワークを形成するほか、派遣先の見直しを行う。

活
動
指
標

目標
国や他機関などへの実務研修生の派遣
関連部署への職員配置
派遣先の見直し

成
果
指
標

目標
高度な専門知識や技術の習得
派遣先との人的ネットワークの確立

実績
実務研修生を派遣し、研修終了後に関連部署に配置
した。R5年度の派遣先にデジタル庁、こども家庭庁等
を追加。

実績
専門知識や技術を習得して帰庁し、派遣先との
繋がりを市の業務に生かした。

部局名 総務部 所属名 人事課

現状・課題
先進的で高度な専門知識や技術の習得、人的ネットワークの形成など、自主的かつ総合的に行政を進めるこ
とができる人材を育成するため、中央省庁等へ実務研修生として職員を派遣している。市の政策、課題や社
会の変化に適応した派遣先を発掘するなど、例年見直しを行う必要がある。

方策 1-2：スキルアップ 通番 8

重点取組 (2)全庁、庁外でのスキルアップ
改革区分 ひとの改革

実行項目 ④国や他団体への派遣研修・人事交流の促進



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

前年度に実施した「防災士フォローアップ研修」を継続し、派遣した職員を中心に市の関連
部署とも連携しながら実施することができたため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
派遣した職員を中心に新たな事業を実施し、市民の防災意識の向上と知識習得につながった。
また、派遣後は職員を関連する部署に配属することで、組織力の向上に繋がったと考えられる。

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

「実行力のある防災士の育成」という市が抱える課題に対し、解決に向けて派遣した職員を
中心に新規事業「防災士フォローアップ研修」を立ち上げ、実施することができたため。

活
動
指
標

目標
教育機関への職員派遣者数　3名
関連部署への職員配置
派遣先との連携事業の実施

成
果
指
標

目標
専門知識や技術の習得
派遣先との人的ネットワークの確立

実績
愛媛大学へ職員を２名派遣
派遣職員と連携し、継続して事業を実施した。

実績
派遣先で、専門知識を習得し、帰任後は派遣先
の人的ネットワークを業務に生かした。

実績
愛媛大学へ職員を２名派遣
派遣職員と連携し、新規事業の立ち上げ等を
行った。

実績
派遣先で、専門知識を習得し、帰任後は派遣先
の人的ネットワークを業務に生かした。

活
動
指
標

目標
教育機関への職員派遣者数　3名
関連部署への職員配置
派遣先との連携事業の実施

成
果
指
標

目標

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

市の重要施策等に関連する教育機関に職員を派遣し、派遣後は職員を関連する部署に
配属することで、組織力の向上に繋がったと考えられるため。また、防災研修を実施し、職
員の防災意識の向上と知識習得につながったため。

専門知識や技術の習得
派遣先との人的ネットワークの確立

目指す姿
市が抱える行政課題や重要施策、社会的背景などを踏まえ、教育機関からの情報を市の政策に生かすこと
ができる職員を育成するとともに、人事交流を通して大学等との連携を強化する。

取組内容
引き続き教育機関での実務研修、人事交流を通して、職員に専門知識や技術を習得させ、人的ネットワーク
を形成するほか、帰任後は最適な部署へ職員を配置し、組織力の向上につなげる。

活
動
指
標

目標
教育機関への職員派遣者数　3名
関連部署への職員配置
派遣先との連携事業の実施

成
果
指
標

目標
専門知識や技術の習得
派遣先との人的ネットワークの確立

実績
愛媛大学へ職員を２名派遣
派遣職員と連携し、防災研修を実施した。

実績
派遣先で、専門知識を習得し、帰任後は派遣先
の人的ネットワークを業務に生かした。

部局名 総務部 所属名 人事課

現状・課題
市政推進に必要なスキルの習得、人的ネットワークの形成に向けて、愛媛大学や全国市町村研修財団（市町
村アカデミー）へ職員を派遣しており、派遣の成果を今後の市政に反映する必要がある。

方策 1-2：スキルアップ 通番 9

重点取組 (2)全庁、庁外でのスキルアップ
改革区分 ひとの改革

実行項目 ⑤教育機関と連携したスキルアップの促進



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

4月の研修時には、こころの健康を保つためのセルフケアの重要性について周知。
また、対象者全員に保健師面談を実施し、生活習慣改善目標やメンタルヘルス等セルフ
ケアを周知し、理解を促した。さらに、メンタルヘルスチェックを3回実施し、適宜産業医・
保健師面談等を行い、メンタルヘルス不調の未然防止に繋がったと思われるため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等 ２回目の研修内容が変更となったため、活動指標と成果指標の目標をそれぞれ変更した。（R５年４月）

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
入庁後、ストレスが高くなりメンタル不調を起こしやすい時期に、セルフケアの周知や保健師による全員へ
の早期面談、年3回のメンタルヘルスチェックを行うことで、メンタルヘルス不調を未然に防止し、安心して
いきいきと働ける職場環境に繋がっていると思われる。

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

4月の研修時には、こころの健康を保つためのセルフケアの重要性について周知。
また、対象者全員に保健師面談を実施し、生活習慣改善目標やメンタルヘルス等セルフ
ケアを周知し、理解を促した。さらに、メンタルヘルスチェックを3回実施し、適宜産業医・
保健師面談等を行い、メンタルヘルス不調の未然防止に繋がったと思われるため。

活
動
指
標

目標
研修実施　１ 2回
セルフケアのリーフレットによる周知１回
相談支援の充実

成
果
指
標

目標
保健師による面談後のセルフケア理解度１００％
2回の研修受講後、セルフケアの理解度90％

実績
研修実施1回,セルフケアリーフレットによる周知1
回、メンタルヘルスチェック　3回
全員に対し保健師による面談を実施

実績 保健師による面談後のセルフケア理解度100％

実績
研修実施1回,セルフケアリーフレットによる周知1
回、メンタルヘルスチェック　3回
全員に対し保健師による面談を実施

実績 保健師による面談後のセルフケア理解度100％

活
動
指
標

目標
研修実施　１ 2回
セルフケアのリーフレットによる周知１回
相談支援の充実

成
果
指
標

目標

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

4月の研修時には、こころの健康を保つためのセルフケアの重要性について周知。
保健師面談を全員に実施し、課題に対して担当部署と連携し研修会開催等を実施。
また、3回メンタルヘルスチェックを実施し、適宜産業医・保健師面談等行いメンタルヘル
ス不調の未然防止に繋がったと思われるため。

保健師による面談後のセルフケア理解度１００％
2回の研修受講後、セルフケアの理解度90％

目指す姿 新規採用職員が、こころの健康を保ち、安心していきいきと働くことができる。

取組内容
新規採用職員対象の研修でセルフケア能力を向上させ、相談窓口を周知する。また、保健師等による健康
相談でストレス状況を把握し、メンタルヘルス不調を未然に防止するためのケアを行う。

活
動
指
標

目標
研修実施　２回
相談支援の充実 成

果
指
標

目標 2回の研修受講後、セルフケアの理解度90％

実績
研修実施　２回
メンタルヘルスチェック　3回
全員に対し保健師による面談を実施

実績
今年度は研修方法を変更し、セルフケア理解度を測
定していないが、メンタルヘルスチェックや面談でセル
フケアの方法を個別に周知

部局名 総務部 所属名 人事課、職員厚生課

現状・課題
新規採用職員のなかには、採用初年度でストレスが高い職員もいる。メンタルヘルス不調を未然に防止する
ための支援と不調への早期対応の取組みを充実する必要がある。

方策 1-2：スキルアップ 通番 10

重点取組 (3)新規採用職員の育成
改革区分 ひとの改革

実行項目 ①メンタルヘルスケアの充実



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

所属長、執行リーダー、インストラクターが連携して、段階的に新規採用職員の育成状況が
把握できる体制を構築し、成果指標も概ね達成できたため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
所属長、執行リーダー、インストラクターが連携して、段階的に新規採用職員の育成状況が把握できる体
制を構築し、成果指標も概ね達成できた。また、育成書を見直したことで、今後、職員が目指すべき姿を
明確に示すことができるようになった。

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

所属長、執行リーダー、インストラクターが連携して、段階的に新規採用職員の育成状況が
把握できる体制を構築し、成果指標も概ね達成できたため。

活
動
指
標

目標
育成書の分析及び育成者への周知啓発
4半期毎 成

果
指
標

目標
育成書の目標達成度
B以上の職員の割合100％
※達成度Ｂ：概ね達成できている

実績
４半期毎の周知啓発、育成状況に懸念がある職員や
所属のフォローを行った。また、より効果的に実施する
ため育成書の見直しを行った。

実績 B以上の職員の割合 約99％

実績
４半期毎に育成者へ周知啓発を行うとともに、育
成書を確認し、育成状況に懸念がある職員や所
属のフォローを行った。

実績 B以上の職員の割合 約97％

活
動
指
標

目標
育成書の分析及び育成者への周知啓発
4半期毎 成

果
指
標

目標

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

所属長、執行リーダー、インストラクターが連携して、段階的に新規採用職員の育成状況が
把握できる体制を構築し、成果指標も概ね達成できたため。

育成書の目標達成度
B以上の職員の割合100％
※達成度Ｂ：概ね達成できている

目指す姿
所属が一体となって計画的に新規採用職員を指導・育成し、組織の一員としていち早く力を発揮できる体制を
確立する。

取組内容
インストラクターに限らず所属長や執行リーダーといった育成する側が段階的に育成状況を把握できる体制と
し、細やかな目標管理ができるよう定期的に周知や啓発を行う。

活
動
指
標

目標
育成書の分析及び育成者への周知啓発
4半期毎 成

果
指
標

目標
育成書の目標達成度
B以上の職員の割合100％
※達成度Ｂ：概ね達成できている

実績
育成書を確認し、育成状況に懸念がある職員や
所属のフォローを行った。

実績 B以上の職員の割合 約９８％

部局名 総務部 所属名 人事課

現状・課題
新規採用職員の指導や育成のため、インストラクター制度を運用している。新人の育成は所属長、執行リー
ダー、インストラクターが連携して行う必要があり、育成する側の意識改革及び指導・育成体制の強化が必要
である。

方策 1-2：スキルアップ 通番 11

重点取組 (3)新規採用職員の育成
改革区分 ひとの改革

実行項目 ②所属全体での計画的な育成



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

人事・労務管理研修を実施するとともに、人事評価マニュアルによる期首面談及び期末面
談の実施時期について、人事課から通知（年２回）することで周知のうえ面談を実施してい
るため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
年間を通した複数回の面談で職員の日常的な勤務態度や健康状態などを把握し、相談しやすい環境づく
りやモチベーション向上につながる声掛けを行うことで、風通しの良い職場環境が構築できていると考える。

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

人事・労務管理研修を実施するとともに、人事評価マニュアルによる期首面談及び期末面
談の実施時期について、人事課から通知（年２回）することで周知のうえ面談を実施してい
るため。

活
動
指
標

目標
課長面談の徹底（年４回）、
定期的な情報提供 成

果
指
標

目標 風通しの良い職場の実現

実績
課長面談の実施（年４回）
人事・労務管理研修等を通じた情報提供

実績
期首面談及び期末面談を実施し、風通しの良い
職場の実現に努めた。

実績
課長面談の実施（年４回）
人事・労務管理研修等を通じた情報提供

実績
期首面談及び期末面談を実施し、風通しの良い
職場の実現に努めた。

活
動
指
標

目標
課長面談の徹底（年４回）、
定期的な情報提供 成

果
指
標

目標

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

人事・労務管理研修を実施するとともに、人事評価マニュアルによる期首面談及び期末面
談の実施時期について、人事課から通知（年２回）することで周知のうえ面談を実施してい
るため。

風通しの良い職場の実現

目指す姿 風通しが良く職員が相互に成長できる環境を目指す。

取組内容
年間を通した複数回の面談で職員の日常的な勤務態度や健康状態などを把握し、相談しやすい環境づくりや
意欲を引き出す声掛けなどに積極的に取り組む。

活
動
指
標

目標
課長面談の徹底（年４回）、
定期的な情報提供 成

果
指
標

目標 風通しの良い職場の実現

実績
課長面談の実施（年４回）
人事・労務管理研修等を通じた情報提供

実績
期首面談及び期末面談を実施し、風通しの良い
職場の実現に努めた。

部局名 総務部 所属名 人事課

現状・課題
各所属の業務の多忙化、社会全体の職場の人間関係の変化により、所属長による課員のマネジメントが難しく
なっている。

方策 1-3：バックアップ 通番 12

重点取組 (1)職場風土の改善
改革区分 ひとの改革

実行項目 ①所属長によるマネジメントの徹底



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

フォロワーシップに対する認知度や実践者の割合が増加しているため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

フォロワーシップ体制の構築に向け、研修内容や周知方法の見直しに合わせて、指標及び目標を変更し
たもの。（R５年４月）
R5年度の達成状況を踏まえ、目標を修正（R6年4月）

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
フォロワーシップに関する認知度や実践者は増加傾向にあり、一定の組織力の向上に寄与できた。
引き続き、適切にフォロワーシップに関する情報発信を行うことで、より働きやすい職場風土づくりに努め
る。

達成度 Ｂ 上記の成果と
なった理由

認知度は高まったが、実践者の割合や情報発信の回数が目標に到達せず、引き続き周
知して実践者を増やし、組織力を高める必要があるため。

活
動
指
標

目標
フォロワーシップに関する研修の開催　年23回
フォロワーシップに関する情報発信　年2回 成

果
指
標

目標
研修の効果測定の正答率　80％
フォロワーシップの認知度　40% 50%
フォロワーシップ実践者の割合　40％

実績
フォロワーシップに関する研修の開催　年2回
フォロワーシップに関する情報発信　年0回

実績
フォロワーシップの認知度　　47％
フォロワーシップ実践者の割合　　95％

実績
フォロワーシップに関する研修の実施　年2回
フォロワーシップに関する情報発信　年0回

実績
フォロワーシップの認知度　53%
フォロワーシップ実践者の割合　28％

活
動
指
標

目標
フォロワーシップに関する研修の開催　年23回
フォロワーシップに関する情報発信　年2回 成

果
指
標

目標

達成度 Ｃ 上記の成果と
なった理由

研修や情報発信の回数が目標値に届かず、目標とする認知度の獲得に至らなかったた
め。

研修の効果測定の正答率　80％
フォロワーシップの認知度　30%　40%
フォロワーシップ実践者の割合　30％

目指す姿
各職場で、リーダーを支える部下職員がフォロワーシップを発揮することで、職場の活性化や風土の改善につ
なげる。

取組内容
フォロワーシップの考え方を全庁に浸透させ、実践できるフォロワーを育成するため、フォロワーシップに関する
研修を実施するほか、ぎょうかく通信等を活用して情報を発信する。

活
動
指
標

目標
フォロワーシップに関する研修の開催　年3回
フォロワーシップに関する情報発信　年2回 成

果
指
標

目標
研修の効果測定の正答率　80％
フォロワーシップの認知度　30%

実績
フォロワーシップに関する研修の実施　年１回
フォロワーシップに関する情報発信　年１回

実績
フォロワーシップの認知度　5%
研修の効果測定を実施できなかったため、正答
率が測れなかった。

部局名 総務部 所属名 人事課

現状・課題
これまでに管理職、中間管理職へのリーダーシップやマネジメントに関する意識啓発を実施してきたが、リー
ダーシップを生かして組織力を高めるためには、部下職員がフォロワーとして支援する体制が必要である。

方策 1-3：バックアップ 通番 13

重点取組 (1)職場風土の改善
改革区分 ひとの改革

実行項目 ②フォロワーシップの推進



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ｓ 上記の成果と
なった理由

時期等を考慮して効果的な周知を行った結果、目標を達成することができた。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

成果指標基準値 9,734枚

基準年度または基準年月日 令和3年度

３ヵ年総括
褒め合う意識は計画策定以前よりも格段に浸透しており、職員が高いモチベーションで業務に取り組める
風通しの良い職場が形成されてきた。

達成度 Ｓ 上記の成果と
なった理由

時期等を考慮して効果的な周知を行った結果、目標を達成することができた。

活
動
指
標

目標
"Good Job Smile Card"制度周知回数
12回 成

果
指
標

目標
"Good Job Smile Card"配付枚数
年間10,000枚以上

実績
年15回実施（毎月の集計数の掲示及び推進月
間の周知）

実績 年間10,869枚

実績
年15回実施（毎月の集計数の掲示及び推進月
間の周知）

実績 年間11,754枚

活
動
指
標

目標
"Good Job Smile Card"制度周知回数
12回 成

果
指
標

目標

達成度 Ｓ 上記の成果と
なった理由

時期等を考慮して効果的な周知を行った結果、目標を達成することができた。

"Good Job Smile Card"配付枚数
年間10,000枚以上

目指す姿 "Good Job Smile Card"の利用を通して、風通しの良い職場づくりを目指す。

取組内容 "Good Job Smile Card"の利用啓発を行う。

活
動
指
標

目標
"Good Job Smile Card"制度周知回数
12回 成

果
指
標

目標
"Good Job Smile Card"配付枚数
年間10,000枚以上

実績
年15回実施（毎月の集計数の掲示及び推進月
間の周知）

実績 年間10,639枚

部局名 総務部 所属名 人事課

現状・課題
　職員全体の意欲を引き出し、コミュニーション及びモチベーションの向上を図るため、"Good Job Smile
Card"制度を導入している。風通しの良い職場づくりを推し進めるため、より多くの職員に配布を促進することが
必要である。

方策 1-3：バックアップ 通番 14

重点取組 (1)職場風土の改善
改革区分 ひとの改革

実行項目 ③褒め合う意識の醸成



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

継続的に各種相談体制等の周知啓発に取り組んだ結果、職員自らが早期に相談し、健康
の保持増進に繋がったと思われるため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
各種相談窓口を毎月、継続的に周知することで、職員自らが自分に合った相談窓口に早期に相談するこ
とができ、心身の健康の保持増進に繋がっていると思われる。

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

継続的に各種相談体制等の周知啓発に取り組んだ結果、職員自らが早期に相談し、健康
の保持増進に繋がったと思われるため。

活
動
指
標

目標 安全衛生だより・各種相談窓口を毎月発信する 成
果
指
標

目標 職員の心身の健康の保持増進

実績
安全衛生だより・庁内メールによるセクハラ等各
種相談、産業医・産業カウンセラー相談等の周
知啓発を毎月実施

実績
各種相談窓口等周知啓発を定期的に行うことで
職員の意識が高まり健康の保持増進に繋がっ
た。

実績
安全衛生だより・庁内メールによるセクハラ等各
種相談、産業医・産業カウンセラー相談等の周
知啓発を毎月実施

実績
各種相談窓口等周知啓発を定期的に行うことで
職員の意識が高まり健康の保持増進に繋がっ
た。

活
動
指
標

目標 安全衛生だより・各種相談窓口を毎月発信する 成
果
指
標

目標

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

継続的に各種相談体制等の周知啓発に取り組んだ結果、職員自らが早期に相談し、健康
の保持増進に繋がったと思われるため。

職員の心身の健康の保持増進

目指す姿
職員が相談制度を利用して適切な支援を得ることで、業務を円滑に遂行し、心身の健康を保持することがで
きる。

取組内容 各種相談制度の利用について、定期的に庁内メール等で周知啓発する。

活
動
指
標

目標 安全衛生だより・各種相談窓口を毎月発信する 成
果
指
標

目標 職員の心身の健康の保持増進

実績
安全衛生だより・庁内メールによるセクハラ等各
種相談、産業医・産業カウンセラー相談等の周
知啓発を毎月実施

実績
各種相談窓口等周知啓発を定期的に行うことで
職員の意識が高まり健康の保持増進に繋がっ
た。

部局名 総務部 所属名 職員厚生課

現状・課題
仕事や家庭など様々な場面で職員が一人で悩むと、業務効率が低下し、心身の健康が阻害されるおそれが
ある。各種相談制度等を浸透させ、職場ストレスや生活習慣による心身の不調を予防する必要がある。

方策 1-3：バックアップ 通番 15

重点取組 (2)勤務環境の充実
改革区分 ひとの改革

実行項目 ①各種相談制度等の充実



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

全国の傾向と同様、長期病休者が増えている若手職員とその職員を支える職員を対象
に、ストレスの対処法やコミュニケーションスキル、セルフケアの研修を行い、理解度が
100％得られたことでセルフケア能力の向上に繋がったと思われる。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
ストレスチェック結果や長期病休者の傾向等から職場のメンタルヘルス研修の対象やテーマを選定して
おり、参加者の理解度も高くセルフケア能力の向上や職場環境の改善にもつながっていると思われる。

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

ストレスチェックで健康リスクが全国平均を上回る50歳以上の女性職員を対象に、女性特
有の症状や更年期障害、メンタルヘルスの予防や対処法の研修を行い、理解度が100％
得られたことでセルフケア能力の向上に繋がったと思われる。

活
動
指
標

目標
職場のメンタルヘルス研修実施　１回
ストレスチェックの効果的な実施 成

果
指
標

目標
研修内容の理解度 90％
ストレスチェック集団分析結果の還元による職
場の環境改善

実績
職場のメンタルヘルス研修実施　１回
（対象：20～30歳代の若手職員等）
ストレスチェックの実施（受検率97.8％）

実績

研修内容の理解度 100％（アンケートから）
ストレスチェック集団分析結果を所属に還元し環境改善へ
の情報提供を実施。ストレス問題が生じやすい職場かどうか
の指標(健康リスク)は全国平均を100とした場合、本市は
91（低い方が良好な環境）

実績
職場のメンタルヘルス研修実施　１回
（対象：50歳代女性職員）
ストレスチェックの実施（受検率97.6％）

実績

研修内容の理解度 100％（アンケートから）
ストレスチェック集団分析結果を所属に還元し環境改善へ
の情報提供を実施。ストレス問題が生じやすい職場かどうか
の指標(健康リスク)は全国平均を100とした場合、本市は
88（低い方が良好な環境）

活
動
指
標

目標
職場のメンタルヘルス研修実施　１回
ストレスチェックの効果的な実施

成
果
指
標

目標

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

執行リーダーを対象にした職場のメンタルヘルス研修により、職員の健康等変化に気付き
やすい立場である執行リーダーが今後の不調者対応について理解が９９．９％得られたこ
とで職場環境の改善に繋がったと思われる。

研修内容の理解度 90％
ストレスチェック集団分析結果の還元による職
場の環境改善

目指す姿 職員がこころの健康を保ち、いきいきと働くことができる職場を目指す。

取組内容
職場のメンタルヘルス研修やストレスチェック等を効果的に実施し、セルフケア能力の向上と職場環境の改
善を進める。

活
動
指
標

目標
職場のメンタルヘルス研修実施　１回
ストレスチェックの効果的な実施

成
果
指
標

目標
研修内容の理解度 90％
ストレスチェック集団分析結果の還元による職
場の環境改善

実績
職場のメンタルヘルス研修実施　１回
（対象：所属長が推薦する執行リーダー）
ストレスチェックの実施（受検率98％）

実績

研修内容の理解度 99.9％（アンケートから）
ストレスチェック集団分析結果を所属に還元し環境改善へ
の情報提供を実施。ストレス問題が生じやすい職場かどうか
の指標(健康リスク)は全国平均を100とした場合、本市は
90（低い方が良好な環境）

部局名 総務部 所属名 職員厚生課

現状・課題
全国の地方公務員の長期病休者の原因はメンタル疾患が増加傾向にある。職員が健康でいきいきと働くこと
ができるよう支援し、心の健康確保を図る必要がある。

方策 1-3：バックアップ 通番 16

重点取組 (2)勤務環境の充実
改革区分 ひとの改革

実行項目 ②メンタルヘルスケアの推進



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ｂ 上記の成果と
なった理由

いずれも目標は達成できていないが、男性の育児休業取得率は説明会のコンテンツの見
直しや様々な周知啓発で取得促進に取り組んだことで昨年度より上昇したことに加え、年間
360時間を超えて時間外勤務を行う職員の割合は業務効率化等で前年度と比べ縮減でき
たため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

特定事業主行動計画の改定にともなう見直し（R5年7月）

成果指標基準値
28.1%（年間360時間を超えて時間

外勤務を行う職員の割合）

基準年度または基準年月日 令和3年度

３ヵ年総括
目標には及ばなかったが、男性職員の育児休業取得率は年々増加、年間360時間を超えて時間外勤務
を行う職員の割合は年々減少しており、全ての職員が働きやすく働きがいのある職場づくりが推進できた。

達成度 Ｂ 上記の成果と
なった理由

いずれも目標は達成できていないが、男性の育児休業取得率は様々な周知啓発で取得
促進に取り組んだことで昨年度より大幅に上昇したことに加え、年間360時間を超えて時間
外勤務を行う職員の割合は業務効率化等で前年度と比べ縮減できたため。

活
動
指
標

目標
計画に基づく説明会開催、各種制度の周知啓
発などを行う。

成
果
指
標

目標
・男性職員の育児休業取得率…100％
・年間360時間を超えて時間外勤務を行う職員
の割合…10％以下

実績

・説明会を新規採用職員研修の一環とし、参加希望
者のほか新規採用職員全員を対象に開催した
・消防局職員を講師とした「乳幼児の事故予防と応急
手当」のコンテンツを追加し、説明会の内容の充実を
図った

実績
・男性職員の育児休業取得率…95.8％
・年間360時間を超えて時間外勤務を行う職員
の割合…11.4%

実績

・説明会を新規採用職員研修の一環とし、参加希望
者のほか新規採用職員全員を対象に開催した
・保健師や栄養士、保育・幼稚園課の職員を講師とし
たコンテンツを追加し、説明会の内容の充実を図った

実績
・男性職員の育児休業取得率…85.5％
・年間360時間を超えて時間外勤務を行う職員
の割合…14.4%

活
動
指
標

目標
計画に基づく説明会開催、各種制度の周知啓
発などを行う。

成
果
指
標

目標

達成度 Ｂ 上記の成果と
なった理由

より柔軟な育児休業取得を可能とする制度改正について、幅広く周知を行った結果、男性
の育児休業取得率は目標を達成。また、全庁的な新型コロナへの対応が続いていたことな
どから、年間360時間を超えて時間外勤務を行う職員の割合は目標を達成できなかった
が、働き方改革推進月間中の業務効率化等で、前年度と比べ時間外勤務も縮減できたた
め。

・男性職員の育児休業取得率…60 100％以上
・年間360時間を超えて時間外勤務を行う職員
の割合…10％以下

目指す姿 性別や世代を問わず、全ての職員が働きやすく働きがいのある職場づくりを目指す。

取組内容
「松山市特定事業主行動計画（R3～R7）」に基づき、勤務環境の改善など「仕事と生活の両立支援（ワークラ
イフバランスの推進）」を積極的に推進する。

活
動
指
標

目標
計画に基づく説明会開催、各種制度の周知啓
発などを行う。 成

果
指
標

目標
・男性職員の育児休業取得率…30％以上
・年間360時間を超えて時間外勤務を行う職員
の割合…10％以下

実績
・育休取得対象となる職員だけでなく、所属長や
リーダー等も参加できる説明会の開催
・働き方改革推進月間を通じた啓発

実績
・男性職員の育児休業取得率…46.4％
・年間360時間を超えて時間外勤務を行う職員
の割合…15.2%

部局名 総務部 所属名 人事課

現状・課題
平成１７年度以降、次世代育成支援対策推進法に基づき「特定事業主行動計画」を策定し職員の出産・育
児を支援してきており、地方創生（人口減少対策）の観点からも、より多角的に職員のワークライフバランスの推
進をはかる必要がある。

方策 1-3：バックアップ 通番 17

重点取組 (2)勤務環境の充実
改革区分 ひとの改革

実行項目 ③仕事と生活の両立（ワークライフバランス）支援



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ｂ 上記の成果と
なった理由

働き方改革推進月間での周知等もあり、1か月あたり1回以上テレワークを行う職員の割合
は増えたが、目標を達成できなかったため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

成果指標基準値 2,903人

基準年度または基準年月日 令和3年度

３ヵ年総括
目標には及ばなかったが、「テレワークガイドブック」の作成・周知等により、年に1回以上テレワークを実施
した職員が令和6年度実績で7割を超えるなど、一定テレワークの浸透や実施環境の整備が進んでおり、
柔軟な働き方が推進できた。

達成度 Ｂ 上記の成果と
なった理由

ガイドブックによる制度の周知等により、テレワークの延べ利用者数は前年度と比べて増え
たが、1か月あたり1回以上テレワークを行う職員は少なく、目標を達成できなかったため。

活
動
指
標

目標
・利用状況調査の実施
・制度の見直し、周知啓発 成

果
指
標

目標
1か月あたり1回以上テレワークを行う職員の割
合25％以上、年度内テレワーク利用者数（延
べ）10,000人以上

実績
・毎月利用状況を調査し利用率を把握
・働き方改革推進月間でテレワークを各所属必
須の取組みとして実施

実績
１か月あたり１回以上テレワークを行う職員の割
合…4.5％
年度内テレワーク利用者数（延べ）…6,064人

実績

・毎月利用状況を調査し利用率を把握するとともに、
制度等を分かりやすくまとめた「テレワークガイドブック」
を作成し、全庁へ周知した。また、働き方改革推進月
間でテレワークを各所属必須の取組みとして実施し
た。

実績
１か月あたり１回以上テレワークを行う職員の割
合…3.7％
年度内テレワーク利用者数（延べ）…7,057人

活
動
指
標

目標
・利用状況調査の実施
・制度の見直し、周知啓発

成
果
指
標

目標

達成度 Ｂ 上記の成果と
なった理由

新たな研修制度導入による環境整備等で、1回はテレワークを実施する職員が増え、年度
内のテレワーク利用者延人数の目標は達成できたが、複数回実施する職員は少なく、1か
月あたり1回以上テレワークを行う職員の割合は目標を達成できなかったため。

1か月あたり1回以上テレワークを行う職員の割
合20％以上、年度内テレワーク利用者数（延
べ）7,500人以上

目指す姿
ライフスタイルに合わせた多様かつ柔軟な働き方の実現とともに、業務効率化及び非常時の業務継続性の確
保を目指す。

取組内容
誰もが利用しやすいようなハンドブックの作成や定期的な利用調査を実施し、テレワーク等の推進を行う。ま
た、サテライトオフィス設置について、必要な調査を行い、設置の是非について検討を進める。

活
動
指
標

目標
・利用状況調査の実施
・制度の見直し、周知啓発 成

果
指
標

目標
1か月あたり1回以上テレワークを行う職員の割
合15％以上、年度内テレワーク利用者数（延
べ）5,000人以上

実績
・テレワークで行える新たな研修制度を導入
・働き方改革推進月間でテレワークを各所属必
須の取組みとして実施

実績
１か月あたり１回以上テレワークを行う職員の割
合…4.2％
年度内テレワーク利用者数（延べ）…6,458人

部局名 総務部 所属名 人事課

現状・課題
平成30年7月に在宅勤務、モバイルワーク、サテライトオフィス （以下「テレワーク等」という。） の試行運用、
令和2年9月に本格導入を行ったが、利用者は全体の2割程度であった。テレワーク等が可能な業務の洗い
出し等、業務の切り分けの未実施や端末等ハード面の環境整備・向上が課題としてある。

方策 1-3：バックアップ 通番 18

重点取組 (2)勤務環境の充実
改革区分 ひとの改革

実行項目 ④多様な働き方の受け皿作り（在宅勤務、テレワーク、サテライトオフィス等）



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

方策 1-3：バックアップ 通番 19

重点取組 (2)勤務環境の充実
改革区分 ひとの改革

実行項目 ⑤執務スペースのＩＴ化

部局名 総合政策部 所属名 システム管理課

現状・課題
庁内の会議等で、有線でのネットワーク環境が執務室を効率的に運用する際の支障となっている。また、紙資
料が頻繁に利用されており、会議準備等にかかる職員の負担が発生している。

目指す姿
庁内執務室の無線化を行い、オフィス空間のスマート化を図る。また、ペーパーレス化やＷｅｂ会議活用のた
めの環境整備等を行い、職員の事務効率化と柔軟な働き方の推進につなげる。

取組内容
・無線機能を標準装備した端末機の導入及び庁内執務室の無線化
・ペーパーレス会議システムの導入とペーパーレス化を対象とする会議の拡大
・Ｗｅｂ会議の円滑な運用

活
動
指
標

目標
・本館3フロアを無線化
・ペーパーレス会議システムを導入
・Ｗｅｂ会議利用可能日数年間350日以上

成
果
指
標

目標
・本館3フロアの無線化率100％
・ペーパーレス化する対象会議の拡大
・Ｗｅｂ会議の利用回数2,000回／年

実績
・本館3フロアを無線化
・ペーパーレス会議システムを導入
・Ｗｅｂ会議利用可能日数年間365日

実績
・本館3フロアの無線化率100％
・ペーパーレス化する対象会議を検討した
・Ｗｅｂ会議の利用回数2,064回／年

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

当初の目標をおおむね達成できたが、成果指標のペーパーレス化する対象会議の拡大に
ついては、検討にとどまったため。

・本館、別館、合同庁舎の無線化率100％
・ペーパーレス化する対象会議の拡大
・Ｗｅｂ会議の利用回数2,000回／年

実績
・執務室の無線化拡大
・ペーパーレス会議システム対象会議拡大
・Ｗｅｂ会議利用可能日数年間365日

実績
・本館、別館、合同庁舎の無線化率100％
・庁議等でペーパーレス会議システムを利用
・Ｗｅｂ会議の利用回数1,661回／年

活
動
指
標

目標
・執務室の無線化拡大
・ペーパーレス会議システム対象会議拡大
・Ｗｅｂ会議利用可能日数年間350日以上

成
果
指
標

目標

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

新型コロナウィルス感染症の５類移行に伴う外出自粛制限の解除が、Web会議実施の減
少の契機となった。これにより、成果指標の一部であるWeb会議利用回数は、目標の8割
程度となったが他の指標については概ね達成できたため。

活
動
指
標

目標
・ペーパーレス会議システム対象会議拡大
・Ｗｅｂ会議利用可能日数年間350日以上 成

果
指
標

目標
・ペーパーレス化する対象会議の拡大
・Ｗｅｂ会議の利用回数2,000回／年

実績
・ペーパーレス会議システムの継続利用
・MicrosoftTeamsによるWeb会議利用開始
・Ｗｅｂ会議利用可能日数年間365日

実績

・庁議等でペーパーレス会議システムを利用
・Ｗｅｂ会議の利用回数1,994回／年
※情報系端末でのMicrosoftTeamsによるWeb会議を利用
回数を除く

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

ペーパレス会議の対象会議は前年度から横ばいであった。一方で、Web会議の利用回数
は、当初の目標を概ね達成できたほか、職員の情報系端末でMicrosoftTeamsによるWeb
会議を利用することが可能となり、会議回数が増加したため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
庁内執務室の無線化や、ペーパーレス化、Ｗｅｂ会議活用のための環境整備等を行い、職員の事務効率
化と柔軟な働き方の推進に努め、概ね目標を達成することができた。



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

業務上必要な資格を整理し、制度の周知に努めた結果、制度の利用者数の目標を達成
できたため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

成果指標基準値 2人

基準年度または基準年月日 令和３年度

３ヵ年総括 業務遂行に必要な資格の取得を支援することで、事業運営及び組織力の強化につなげることができた。

達成度 Ｃ 上記の成果と
なった理由

制度の周知には努めたが、利用者数の目標を達成できなかったため。
今後は周知時期の検討など、制度の利用を促すより効果的な呼びかけを行う。

活
動
指
標

目標
業務上必要な資格の整理・見直し
制度の周知回数　2回 成

果
指
標

目標 制度の利用者数　4人

実績
資格取得助成制度の改善に向け、本制度の経
緯や課題を整理した。
制度の周知回数　2回

実績 制度の利用者数　4人

実績
資格取得助成制度の改善に向け、本制度の経
緯や課題を整理した。
制度の周知回数　2回

実績 制度の利用者数　1人

活
動
指
標

目標
業務上必要な資格の整理・見直し
制度の周知回数　2回 成

果
指
標

目標

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

制度の周知に努めた結果、制度の利用者数としては、目標を達成したため。

制度の利用者数　4人

目指す姿 業務遂行に必要な資格の取得を側面支援することで、円滑な事業運営及び組織力の強化につなげる。

取組内容
組織体制の見直しに伴い各部署で必要な資格を整理するとともに、随時支援対象資格の見直しを行い、制度
の活用促進及び周知を行う。

活
動
指
標

目標
業務上必要な資格の整理・見直し
制度の周知回数　2回 成

果
指
標

目標 制度の利用者数　4人

実績
業務上必要な資格の整理と見直しを実施した。
制度の周知回数　２回

実績 制度の利用者数　4人

部局名 総務部 所属名 人事課

現状・課題
実務経験から得られる知識に加え、専門的知識を有する職員を育成するため、国家資格等の取得を支援し
ている。制度開始から年数が経過し、制度利用者数が横ばいとなっているため、全庁的に支援対象資格を整
理し、積極的な制度の利用を促す必要がある。

方策 1-3：バックアップ 通番 20

重点取組 (3)自己啓発の奨励
改革区分 ひとの改革

実行項目 ①資格取得の支援



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ｃ 上記の成果と
なった理由

制度の周知回数は目標を達成できたが、インターネット動画研修の導入等、様々な自己啓
発の手段を確保したことにより本制度が活用されなかったため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

「インターネット動画研修」の運用を開始し、自主学習の機会を確保したことに伴い、通信教育の支援を縮
小するため、目標を見直す。（R5年4月）

成果指標基準値 6人

基準年度または基準年月日 令和３年度

３ヵ年総括
インターネット動画研修の導入に加え、社会的にも様々なツールが普及したことで、本事業のニーズが低下し、利用者
数が減少したと想定される。そのため、今後は、自発的な学習支援の在り方を検討し、職員のニーズにあわせた自己
啓発支援を行うことで、職員の意欲の向上やスキルアップを支援していいく。

達成度 Ｃ 上記の成果と
なった理由

制度の周知回数は目標を達成できたが、インターネット動画研修の導入等、様々な自己啓
発の手段を確保したことにより本制度が活用されなかったため。

活
動
指
標

目標
支援対象メニューの充実
制度の周知回数　2回 成

果
指
標

目標 制度の利用者数　10人　6人

実績 制度の周知回数　2回 実績 制度の利用者数　1人

実績 制度の周知回数　2回 実績 制度の利用者数　０人

活
動
指
標

目標
支援対象メニューの充実
制度の周知回数　2回 成

果
指
標

目標

達成度 Ｂ 上記の成果と
なった理由

制度の利用予定者は目標値を上回っていたものの、年度内に受講終了しなかったケース
があり、利用者の実績は目標値を下回ったため。

制度の利用者数　10人　６人

目指す姿
職員の自主的かつ積極的な自己啓発を側面支援することで、職員のスキルアップ及び組織力の強化につな
げる。

取組内容
通信教育のメニューは社会的なニーズを踏まえて年々更新されるため、毎年、支援対象メニューを整理・見
直しし、制度の活用促進及び周知を行う。

活
動
指
標

目標
支援対象メニューの充実
制度の周知回数　2回 成

果
指
標

目標 制度の利用者数　10人

実績 制度の周知回数　２回 実績 制度の利用者数　９人

部局名 総務部 所属名 人事課

現状・課題
自己啓発に取り組み、視野の拡大を目指す職員の意欲に応えるため、通信教育講座やeラーニングの受講支
援を行っている。制度開始から年数が経過し、制度利用者数が横ばいとなっているため、支援対象メニューを
見直し、積極的な制度の利用を促す必要がある。

方策 1-3：バックアップ 通番 21

重点取組 (3)自己啓発の奨励
改革区分 ひとの改革

実行項目 ②通信教育の充実



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

副市長をトップとしたプロジェクトチームによるヒアリングを実施し、廃止・縮小に向けた詳細
検討を行うなど、提案部局と綿密な調整を行った結果、審議決定時点では、全庁目標捻
出額を達成することができた。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
調査時期や審議方法など毎年度工夫を凝らしながら調査を継続してきたことで、スクラップ・アンド・ビルド
を意識づけることができたと考えている。今後も限られた経営資源を有効活用するため、効果的な事業実
施ができるよう、事業評価や事業の見直しに取り組んでいく。

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

調査時期を大幅に前倒し、新規事業の審議前に事業見直しを実施したことで、スクラップ・
アンド・ビルドを意識付けできたほか、全庁目標捻出額を設定して取り組んだ結果、目標捻
出額を超える捻出ができたため。

活
動
指
標

目標 新たな仕組みの検証・見直し 成
果
指
標

目標 事務事業の見直しにつなげる。

実績
副市長をトップとしたプロジェクトチームを発足し、
ヒアリングを実施。廃止・縮小に向けた詳細検討
を行った。

実績
R7年度予算ベースで、32事業を見直し、約
224,143千円の財源を捻出

実績
調査時期を大幅に前倒して実施し、新規事業の
立案と切り分けて見直しを促したほか、全庁目標
捻出額を設定

実績
R6年度予算ベースで、34事業を見直し、約
662,520千円の財源を捻出

活
動
指
標

目標 新たな仕組みの検証・見直し 成
果
指
標

目標

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

「廃止・縮小等検討結果シート」を導入し、事業のスクラップ・アンド・ビルドを意識付けすると
ともに、複数年での段階的な廃止・縮小の検討も行った結果、事業の見直し及び財源捻出
につながったため。

事務事業の見直しにつなげる。

目指す姿 事業所管課自身が事業を適切に評価・見直しを行うことで、事業の選択と集中を推進する。

取組内容
事務事業評価に活用できる手法や知識を提供するとともに、より見直しの提案を行いやすい「事務事業の廃
止・縮小等」の仕組みの構築を行う。

活
動
指
標

目標
事務事業の廃止・縮小等の仕組みの検証
新たな仕組みの導入 成

果
指
標

目標 事務事業の見直しにつなげる。

実績
全庁で事務の見直しを促すため、廃止・縮小等
検討結果シートを導入し、審議を実施

実績
R5年度予算ベースで、29事業を見直し、約
82,000千円の財源を捻出

部局名 総務部 所属名 人事課

現状・課題
事務事業シートの作成をとおしたセルフチェックや客観的な視点（議会・監査等）に基づく指摘・意見・提案を
事業の見直しにつなげるため、事務事業の廃止・縮小等の仕組みを構築しているが、更に積極的な仕組みの
見直しを進める必要がある。

方策 2-1：業務改善 通番 22

重点取組 (1)事務事業、庁内業務の改善
改革区分 仕事の改革

実行項目 ①事務事業の見直しの推進



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

自己点検チェックシートの実施や副部長級等職員による実地検査、文書法制課職員によ
る支援、文書廃棄取組期間前での職員研修を昨年に引き続き実施したことによって、各課
の所属長及び課員の文書整理に対する意識向上によって昨年度と比べ、削減率は向上し
た。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

活動指標の項目の内、「課等重点実地検査」の活動指標について、令和5年度から、文書削減率の低い
課等に対する文書法制課職員による助言指導を行う項目に変更する。（R5年4月）

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
公文書のライフサイクル管理に対する職員の意識を向上させ、執務室内や書庫で保管される不要文書等
の削減を徹底し、執務スペースの確保による職場環境の改善を目指すため、研修や調査を実施し文書削
減率を向上させることができた。

達成度 Ｓ 上記の成果と
なった理由

昨年度同様、自己点検チェックシートの実施や副部長級等職員による実地検査、文書法
制課職員による支援に加え、R5年度から新たに文書廃棄取組期間前での職員研修を実
施したことによって、各課の所属長及び課員の文書整理に対する意識向上が図られたた
め。

活
動
指
標

目標

・自己点検チェックシートの実施（全庁）
・副部長級公文書管理検査実施（全庁）
・課等重点実地検査（25課等/年）文書削減率
の低い課等に対しての助言指導（関係課） 成

果
指
標

目標
削減対象課等(70課等)の文書削減率45％（R3年度
比）

実績

・文書取扱主任研修の実施
・自己点検チェックシートの実施（全庁）
・副部長級公文書管理検査実施（全庁）
・文書削減率の低い課等に対しての助言指導
（関係課）

実績
削減対象課等(70課等)の文書削減率38％（R3
年度比）

実績

・文書取扱主任研修の実施
・自己点検チェックシートの実施（全庁）
・副部長級公文書管理検査実施（全庁）
・文書削減率の低い課等に対しての助言指導
（関係課）

実績
削減対象課等(70課等)の文書削減率36 ％
（R3年度比）

活
動
指
標

目標

・自己点検チェックシートの実施（全庁）
・副部長級公文書管理検査実施（全庁）
・課等重点実地検査（25課等/年）文書削減率
の低い課等に対しての助言指導（関係課） 成

果
指
標

目標

達成度 Ｓ 上記の成果と
なった理由

自己点検チェックシートの実施や副部長級等職員による実地検査、文書法制課職員によ
る支援を行ったことによって、各課の所属長及び課員の文書整理に対する意識向上が図
られたため。

削減対象課等(70課等)の文書削減率30％（R3年度
比）

目指す姿
公文書のライフサイクル管理に対する職員の意識を向上させ、執務室内や書庫で保管される不要文書等の
削減を徹底し、執務スペースの確保による職場環境の改善を目指す。

取組内容

【ペーパーストック縮減策】
・職員研修の実施
・自己点検チェックシートの実施（全庁）
・副部長級公文書管理検査実施（全対象課等）
・重複文書や保存年限切れ文書など不要な公文書の削減作業と課等重点実地検査（重点検査対象：本館・
別館・第3別館・第4別館・公営企業局）

活
動
指
標

目標
・自己点検チェックシートの実施（全庁）
・副部長級公文書管理検査実施（全庁）
・課等重点実地検査（20課等/年）

成
果
指
標

目標
削減対象課等(70課等)の文書削減率１5％（R3
年度比）

実績
・自己点検チェックシートの実施（全庁）
・副部長級公文書管理検査実施（全庁）
・課等重点実地検査（５課/年）

実績
削減対象課等(70課等)の文書削減率30 ％
（R3年度比）

部局名 総務部 所属名 文書法制課

現状・課題
松山市が保有している文書について，執務室内や書庫で保存するスペースは限られており，また永年保存文
書は年々蓄積されていくため，いずれはスペースが不足する事態が生じることとなり，適正な文書管理が求め
られる。

方策 2-1：業務改善 通番 23

重点取組 (1)事務事業、庁内業務の改善
改革区分 仕事の改革

実行項目 ②ペーパーストックの縮減



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

目標件数には達しなかったが、スケジュールを前倒ししたことで、検討時間が確保でき、提
案の早期実現につながった。提案が実現することで提案意欲が向上し、業務改善意識が
高まっていると考えられるため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

令和4年度の実績を踏まえ、目標を修正（R5年4月）

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括

令和４年度の実績を踏まえ、目標を上方修正したものの、令和５年度以降提案数が伸び悩んだが、100
件以上の提案数は維持でき、業務改善意識の向上に寄与していると考えている。また、優秀な提案につい
ては積極的に実現に向けた働きかけを行い、実際に提案が具体化することで、提案する意義を実感しても
らえる状況を作り出している。

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

目標件数には達しなかったが、応募の間口を広げる制度の見直しや提案状況の公表など
の周知を行い、職員の業務改善意識の向上の契機とすることができたため。

活
動
指
標

目標
令和４年度の実施状況を見て設定
・令和５年度職員提案制度の検証
・制度の見直し

成
果
指
標

目標 職員提案数　100件　150件

実績
・令和5年度の制度をベースに、表彰区分の見
直しやスケジュールの前倒しするなど制度の見
直しを行った。

実績
職員提案数　108件
（対昨年度比　－18件）

実績
・令和4年度の制度をベースに、民間企業と連
携に繋がる取組みの募集や他薦での応募も一
部可能にするなど制度を見直した。

実績
職員提案数　126件
（対昨年度比　－49件）

活
動
指
標

目標
令和４年度の実施状況を見て設定
・令和４年度職員提案制度の検証
・制度の見直し

成
果
指
標

目標

達成度 Ｓ 上記の成果と
なった理由

外郭団体からも提案を募集できるように制度を見直したほか、継続した周知を行い、目標
件数を大きく上回る提案数となったため。

職員提案数　100件　150件

目指す姿 職員一人一人が業務改善意識を持ち、アイデアを提案できる職場風土を目指す。

取組内容 令和３年度に大幅に見直した職員提案制度を検証し、より職員が参加しやすい制度となるよう見直しを行う。

活
動
指
標

目標
・令和３年度職員提案制度の検証
・制度の見直し 成

果
指
標

目標 職員提案数　100件

実績
・令和3年度の制度をベースに、募集対象に外
郭団体を加えるなど制度を見直した。

実績
職員提案数　175件
（対前年度比　＋15件）

部局名 総務部 所属名 人事課

現状・課題
平成21年度から「職員提案制度」を実施しているが、令和３年度から表彰提案の選考に職員による投票を導
入するなど、大幅な制度の見直しを行った。引き続き職員が興味を持って参加したいと思える制度づくりに取り
組む必要がある。

方策 2-1：業務改善 通番 24

重点取組 (2)業務改善意識の持続
改革区分 仕事の改革

実行項目 ①職員提案制度の充実



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

監査テーマが公営企業局の事業が対象だったため、公営企業局の各部署の職員を対象
に報告会を実施し、企業局内の業務改善を促し、指摘・意見事項への適正な対応に取り
組んだため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
外部監査人による庁内報告会を3年間開催したことに加え、フォローアップシートを使って指摘・意見事項
を全庁的に周知することで、業務改善の意識向上に繋がったと考えられる。また、必要に応じて、各所管
課で全庁に対して周知啓発を行い、事務の適正化にもつながった。

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

庁内報告会の開催に加え、フォローアップシートを使った状況確認を行い、過年度の指摘
事項等の対応状況の確認を実施することで、各所属の業務改善を促し、指摘・意見事項
への適正な対応に取り組んだため。

活
動
指
標

目標 外部監査人による報告会の開催　1回 成
果
指
標

目標
外部監査で受けた指摘・意見事項を周知し、各
所属の業務改善意識をより一層向上させる。

実績 外部監査人による庁内報告会をR6.6月に開催 実績
令和5年度の監査テーマが特定分野にかかる監査内
容であったため、他部署での活用が難しく、フォロー
アップシートを活用した周知は行えなかった。

実績 外部監査人による庁内報告会をR5.6月に開催 実績
庁内報告会の開催後にフォローアップシートを
使った調査で周知状況の確認を行い、各部局に
対して業務改善の意識向上に繋げた。

活
動
指
標

目標 外部監査人による報告会の開催　1回 成
果
指
標

目標

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

庁内報告会の開催に加え、フォローアップシートを導入し、報告会後の部局内での周知及
び業務改善を促し、指摘・意見事項への適正な対応に取り組んだため。

外部監査で受けた指摘・意見事項を周知し、各
所属の業務改善意識をより一層向上させる。

目指す姿 監査人から受けた「指摘」「意見」の内容を全庁的に共有し、それぞれの業務の改善に繋げる。

取組内容
毎年実施する外部監査の結果を全庁的に共有化し、各所属の業務改善につなげるため、外部監査人による
報告会を開催する。

活
動
指
標

目標 外部監査人による報告会の開催　1回 成
果
指
標

目標
外部監査で受けた指摘・意見事項を周知し、各
所属の業務改善意識をより一層向上させる。

実績 外部監査人による庁内報告会をR4.6月に開催 実績
関係部局向けのフォローアップシートを導入し、
各所属の業務改善意識の向上に繋げた。

部局名 総務部 所属名 人事課

現状・課題
職員の事業改善意識を継続させるためには、自らの所属のみならず、他部局等の状況や取組みにも常にアン
テナを張り、情報収集する必要があるが、現実問題として、日常業務に追われる状況では情報の入手が困難
な場合がある。

方策 2-1：業務改善 通番 25

重点取組 (2)業務改善意識の持続
改革区分 仕事の改革

実行項目 ②包括外部監査結果の共有化



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ｂ 上記の成果と
なった理由

ぎょうかく通信の発信回数は目標に及ばなかったが、職員提案で業務効率化につながった
事例を公表するなど、定期的な情報提供を行った。職員提案の提案数も概ね横ばいを維
持するなど、職員の業務改善意識は一定定着しつつあると考えられるため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

情報を集約し、より効果的な情報発信を行うため、発信回数の目標を変更した。（R５年９月）

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
ぎょうかく通信だけでなく、職員提案で提案のあった提案を公表するなど、定期的に業務改善に関する情
報提供を行い、職員提案数も毎年１００件以上の提案があるなど、職員の業務改善意識の向上につな
がったと考えている。

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

ぎょうかく通信の発信回数は目標を達成し、職員提案の提案数も概ね横ばいを維持するな
ど、職員の業務改善意識は一定定着しつつあると考えられるため。

活
動
指
標

目標
ぎょうかく通信を通して、情報を発信する。
（年２   ４   回） 成

果
指
標

目標
業務改善の素地となる、職員の意識・知識を底
上げする。

実績 ぎょうかく通信の発信回数　年１回 実績
ぎょうかく通信など継続的な情報発信で、職員
の業務改善意識は定着していると考えられる。

実績 ぎょうかく通信の発信回数　年２回 実績
ぎょうかく通信など継続的な情報発信で、職員
の業務改善意識は定着していると考えられる。

活
動
指
標

目標
ぎょうかく通信を通して、情報を発信する。
（年２   ４   回） 成

果
指
標

目標

達成度 Ｂ 上記の成果と
なった理由

ぎょうかく通信の発信回数は目標に及ばなかったが、職員提案の提案数が増加傾向にある
など、職員の業務改善意識は一定定着しつつあると考えられるため。

業務改善の素地となる、職員の意識・知識を底
上げする。

目指す姿 業務を行う中で、常に改善意識を持ち、見直しを進めていく。

取組内容 業務改善の参考や気づきとなる思考法・ツールを庁内に向けて発信する。

活
動
指
標

目標
ぎょうかく通信を通して、情報を発信する。
（年４回） 成

果
指
標

目標
業務改善の素地となる、職員の意識・知識を底
上げする。

実績 ぎょうかく通信の発信回数　年２回 実績
ぎょうかく通信など継続的な情報発信で、職員
の業務改善意識は定着していると考えられる。

部局名 総務部 所属名 人事課

現状・課題
限られた資源の中で、複雑化、多様化、高度化する行政ニーズへ対応していくためには、常に業務改善意識
を持ち、効果・効率を高めていく必要があるが、日常業務に追われる状況では改善に向けた見直しの検討を行
うことが困難な場合がある。

方策 2-1：業務改善 通番 26

重点取組 (2)業務改善意識の持続
改革区分 仕事の改革

実行項目 ③業務改善、意識改革のための情報発信



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

令和6年度からの新規導入はないものの、国民健康保険の債権管理及び納付窓口を集
約することに伴い、令和７年度以降、窓口業務の一部をアウトソーシングすることを決定し
たため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等 令和5年度の実績を踏まえ、目標を修正（R6年4月）

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
アウトソーシングの導入は、これまで適宜、拡大してきたことで成熟期に入っているが、窓口業務のアウト
ソーシングなど新たな分野への検討も一定進んだ。

達成度 Ｃ 上記の成果と
なった理由

技能労務職が従事する業務について、アウトソーシングの進捗状況の内部調査を実施した
結果、実施可能な事業者が見つからないなどの課題があり、具体的な導入スケジュール
を策定する見通しが立たなかったため。

活
動
指
標

目標
令和５年度の成果に基づき設定
導入可能な事業を選定し、実施可能な業務か
ら、アウトソーシング導入スケジュールを検討

成
果
指
標

目標
令和５年度の成果に基づき設定
早期導入が可能な業務について、アウトソーシン
グ導入スケジュールを策定

実績
窓口業務及び施設管理のアウトソーシングに向
け、所管課を中心に検討実施

実績
令和7年度以降の新たな取組として、市税等の
納付窓口のアウトソーシングを決定

実績
技能労務職が従事する業務について、アウト
ソーシングの進捗状況の内部調査を実施

実績
進捗状況についての内部調査を行ったものの、
具体的な導入スケジュールの策定までには至ら
なかった。

活
動
指
標

目標
検討結果を基に対応方針を決定する。
アウトソーシング導入スケジュールの検討 成

果
指
標

目標

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

技能労務職が従事する業務について、直営体制の維持やアウトソーシングの導入など、各
業務の方向性を整理し、具体的な検討を進めるための準備ができたため。

コスト削減、サービス水準の維持・向上を進め
る。
アウトソーシング導入スケジュールの策定

目指す姿 市民サービスの向上と行政コストの削減のため、民間活力を活用する。

取組内容
コスト削減、サービス水準の維持・向上を前提に、指定管理者制度や民間委託の導入について、具体的な検
討を進めていく。

活
動
指
標

目標
アウトソーシングの可否について調査・検討を行
う。 成

果
指
標

目標
コスト削減、サービス水準の維持・向上を進め
る。

実績
技能労務職が従事する業務について、直営体
制維持の必要性及びアウトソーシングの可否等
に関する内部調査を実施

実績
サービス水準の維持・向上を前提に、技能労務
職が従事する業務の今後の方向性を整理した。

部局名 総務部 所属名 人事課

現状・課題
限られた経営資源のなか、市民サービスの向上と行政コストの削減のため、平成30年8月に「松山市アウト
ソーシングの推進等に関する基本方針」を策定し、国からアウトソーシング可能と通知されている業務、他市で
の実績が積み重なっている業務等について検討を進めていくこととした。

方策 2-1：業務改善 通番 27

重点取組 (3)民間活力の活用の促進
改革区分 仕事の改革

実行項目 ①アウトソーシングの着実な推進



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

優先的検討の案件が2件あり、検討の結果、1件は従来型手法による実施、１件は
PPP/PFI手法による実施となり、事業に応じた最適な事業手法による実施につながったた
め。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
対象事業3件のPPP/PFI優先的検討を行った結果、うち2件でPPP/PFI手法を導入することとなり、民間活
力を活用することで、コストの削減や市民サービスの向上等につなげることができた。

達成度 － 上記の成果と
なった理由

PPP/PFI手法の優先的検討対象となる事業（事業費１０億円以上の公共施設等の整備）
がなかったため。

活
動
指
標

目標
対象事業について、PPP/PFI優先的検討を行
う。 成

果
指
標

目標
可能なものについて、PPP/PFI手法の導入につ
なげる。

実績
（仮称）久谷学校給食共同調理場整備事業及
び新庁舎整備事業について、優先的検討を
行った。

実績

優先的検討の結果、（仮称）久谷学校給食共同
調理場整備事業は従来型手法による実施、新
庁舎整備事業はPPP/PFI手法による実施とする
こととした。

実績
PPP/PFI優先的検討の対象となる事業がなかっ
た。

実績
PPP/PFI優先的検討の対象となる事業がなかっ
た。

活
動
指
標

目標
対象事業について、PPP/PFI優先的検討を行
う。 成

果
指
標

目標

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

優先的検討の案件が1件あり、検討の結果、PPP/PFI手法により実施することとしたため。

可能なものについて、PPP/PFI手法の導入につ
なげる。

目指す姿
　PPP/PFI手法の導入により、コスト削減やサービス向上に加え、民間の新たな事業機会の創出による経済活
性化等のメリットが期待できるため、可能なものはPPP/PFI手法を導入し民間活力の活用を促進する。

取組内容
　平成29年3月策定の「松山市PPP/PFI手法の導入等の取組み方針」に基づき、事業費10億円以上の公共
施設等の整備等について、自ら公共施設等の整備等を行う従来型手法に優先して、多様なPPP/PFI手法を
導入することが適切かどうか検討する。

活
動
指
標

目標
対象事業について、PPP/PFI優先的検討を行
う。 成

果
指
標

目標
可能なものについて、PPP/PFI手法の導入につ
なげる。

実績
松山市斎場再整備事業について、優先的検討
を行った。

実績
松山市斎場再整備事業について、優先的検討
の結果、PPP/PFI手法により実施することとした。

部局名 理財部 所属名 管財課

現状・課題
　公共施設等の整備に当たり、民間の新たな事業機会の創出や民間投資の喚起を図り、効率的かつ効果的
に社会資本を整備するとともに、市民に低廉かつ良好なサービスを提供するために、PPP/PFIの活用を検討
することが求められている。

方策 2-1：業務改善 通番 28

重点取組 (3)民間活力の活用の促進
改革区分 仕事の改革

実行項目 ②PPP/PFIの推進



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ｂ 上記の成果と
なった理由

Ｒ８年度からＰＦＳを新たに導入する方向で検討していたが、導入には至らなかった。今後
の導入に向けては、日本政策投資銀行を講師に招き、庁内研修を実施したことで、ＰＦＳの
認識を高めることができた。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
協定に基づき、PFSの導入可能性及び案件組成を行い、PFSによる民間委託を1件導入し、成果に基づく
支払いと事業効果の向上につなげることができた。それ以外の案件については、Ｒ６年度末時点では導入
見込はないが、費用対効果の高い、行政課題の解決方法について引き続き検討していく。

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

協定に基づき、PFSの導入可能性及び案件組成を行い、PFSによる民間委託を1件導入す
る方向で決定したため。

活
動
指
標

目標 PFS導入事業の検討
成
果
指
標

目標 PFS導入事業を実施する。

実績
・日本政策投資銀行を講師に招き、研修を実施
・導入可能な事業についてアンケート調査を実
施

実績 新規の案件組成はできなかった。

実績
・日本政策投資銀行との連携協定を活用し、案
件組成に向けた検討を実施

実績
・PFSを導入し、委託実施（R6.9月まで）
・R8年度導入に向けた案件を組成

活
動
指
標

目標 PFS導入事業の検討 成
果
指
標

目標

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

協定に基づき、PFSの導入可能性及び案件組成を行い、PFSによる民間委託を1件導入
し、成果に基づく支払いと事業効果の向上につながったため。

PFS導入事業を実施する。

目指す姿 行政課題の解決に向けた官民連携の方式として、PFSを導入する。

取組内容 PFS導入に向けた職員の知識の習得及び導入事業の検討を行う。

活
動
指
標

目標
・PFSに関する研修の実施
・PFS導入分野の検討 成

果
指
標

目標 PFSに関する知識の浸透を図る。

実績
・県主催の研修を周知し、複数課が参加
・日本政策投資銀行等と連携協定を締結し、
PFS導入可能性の検討を実施

実績
・研修参加で関係課の知識が定着
・PFSによる民間委託を1件導入

部局名 総務部 所属名 人事課

現状・課題
行政課題の解決に対応した成果指標を設定し、成果指標値の改善状況に連動して委託料等を支払う、官民
連携の手法（成果連動型民間委託契約方式：PFS）の検討が全国的に進んでいる。

方策 2-1：業務改善 通番 29

重点取組 (3)民間活力の活用の促進
改革区分 仕事の改革

実行項目 ③アウトソーシングの新たな手法の検討（PFS等）



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

本市から積極的に提案をした結果、「こどもの意見表明・反映の推進」及び「16ミリフィルム
等に記録された貴重な映像のデジタル化」がプラン掲載され、新たな連携の創出につな
がったため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
令和5年度からの第4ステージでは、重点連携項目「地域経済の活性化」「ウィズコロナ・アフターコロナへの
対応」「デジタル技術の活用」を新たに掲げ、前ステージに引き続き、時流を捉えた連携施策の提案によっ
て、「チーム愛媛」での課題解決・実現を推し進めることができた。

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

本市から積極的に提案をした結果、「県・市町の各種行政計画の情報共有」がプラン掲載
され、新たな連携の創出につながったため。

活
動
指
標

目標 新たな連携項目の提案 成
果
指
標

目標
新年度版愛媛県・市町連携推進プランへの掲
載

実績 本市から2項目を提案した。 実績 本市提案の2項目ともプラン掲載された。

実績 本市から6項目を提案した。 実績 本市の提案のうち、1項目プラン掲載された。

活
動
指
標

目標 新たな連携項目の提案 成
果
指
標

目標

達成度 Ｂ 上記の成果と
なった理由

本市提案のうち、「県内全域に向けたSDGsの情報発信」については、令和４年度から実施
する重点連携項目のひとつ「チーム愛媛でのSDGsの推進」を受け設立されたWG内で個別
に取組を進めていく方針とされたため。

新年度版愛媛県・市町連携推進プランへの掲
載

目指す姿 県・市町連携を拡大・深化させることで「チーム愛媛」の総合力を高め、課題の解決・実現を目指す。

取組内容
令和２年度からを第3ステージとして、新たな重点連携項目「人口減少対策」「創造的復興を含む防災・減災
対策」「観光振興・国際交流の推進」「効率的行政事務の確立」を設定し、県・市町から提案する新たな連携
施策の創出・実行により課題の解決・実現を図る。

活
動
指
標

目標 新たな連携項目の提案 成
果
指
標

目標
新年度版愛媛県・市町連携推進プランへの掲
載

実績 本市から2項目を提案した。 実績
本市の提案はプランへの掲載には至らなかっ
た。

部局名 総合政策部 所属名 企画戦略課

現状・課題
平成24年度から「県・市町連携推進本部」を設置し、広域行政を担う県と住民に身近な20市町が連携して、
二重行政の解消や共通課題に取り組んでいる。

方策 2-1：業務改善 通番 30

重点取組 (4)県と市町との連携
改革区分 仕事の改革

実行項目 ①県と市町との連携の推進



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

事務事業の見直しや、財政的に有利な市債の発行、計画的な基金の活用などに取り組ん
だ結果、ガイドラインに定める全ての指標の数値基準を遵守できたため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

５年毎に内容を見直す「健全な財政運営へのガイドライン」は、直近では令和６年４月に改定しており、今
後も定期的に見直すため、改定時点を特定するような表記を削除した。

成果指標基準値 ガイドラインの数値目標

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
事務事業の見直しや、財政的に有利な市債の発行、計画的な基金の活用などに取り組んだ結果、ガイド
ラインに定める全ての指標の数値基準を遵守できた。

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

事務事業の見直しや、財政的に有利な市債の発行、計画的な基金の活用などに取り組ん
だ結果、ガイドラインに定める全ての指標の数値基準を遵守できたため。

活
動
指
標

目標
統一的な基準による財務書類を作成し、類似団
体との比較などを行うことで、市全体の財務状況
を把握する。

成
果
指
標

目標 ガイドラインに定める数値基準をクリア

実績
財務書類や普通会計決算で類似団体との比較
を行うなど、様々な視点で財政分析を行い、市
全体の財務状況を把握した。

実績
全ての数値基準を達成し、健全財政を堅持し
た。

実績
財務書類や普通会計決算で類似団体との比較
を行うなど、様々な視点で財政分析を行い、市
全体の財務状況を把握した。

実績
全ての数値基準を達成し、健全財政を堅持し
た。

活
動
指
標

目標
統一的な基準による財務書類を作成し、類似団
体との比較などを行うことで、市全体の財務状況
を把握する。

成
果
指
標

目標

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

事務事業の見直しや、財政的に有利な市債の発行、計画的な基金の活用などに取り組ん
だ結果、ガイドラインに定める全ての指標の数値基準を遵守できたため。

ガイドラインに定める数値基準をクリア

目指す姿
「健全な財政運営へのガイドライン（H31年3月改定）」に定める財政指標の数値基準を達成し、健全財政を堅
持する。

取組内容 ガイドラインに定める財政の健全性確保に向けた事項に取り組む。

活
動
指
標

目標
統一的な基準による財務書類を作成し、類似団
体との比較などを行うことで、市全体の財務状況
を把握する。

成
果
指
標

目標 ガイドラインに定める数値基準をクリア

実績
財務書類や普通会計決算で類似団体との比較
を行うなど、様々な視点で財政分析を行い、市
全体の財務状況を把握した。

実績
全ての数値基準を達成し、健全財政を堅持し
た。

部局名 理財部 所属名 財政課

現状・課題
平成31年3月に改定した「健全な財政運営へのガイドライン」に基づき、これまで決算ベースで財政指標の数
値基準をクリアしている。厳しい財政状況が続く中、今後もガイドラインを遵守し、健全財政を堅持する必要が
ある。

方策 2-2：健全な財政運営 通番 31

重点取組 (1)健全財政の堅持
改革区分 仕事の改革

実行項目 ①「健全な財政運営のためのガイドライン」の堅持



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

ガイドラインに基づき、随時補助金・負担金の見直しを行い、適正化を図ったため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括 ガイドラインに基づき、随時補助金・負担金の見直しを行い、適正化を図ることができた。

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

ガイドラインに基づき、随時補助金・負担金の見直しを行い、適正化を図ったため。

活
動
指
標

目標
予算編成時にガイドラインを周知するとともに、補
助金の検証・見直しを進め、「選択と集中」・「優
先順位の最適化」を推進する。

成
果
指
標

目標 補助金・負担金等の適正化を図る。

実績
当初予算の要求方針に、補助金ガイドラインに
基づく対応を明記し、全庁で補助金の検証・見
直しを進めた。

実績
ガイドラインに基づき、予算要求過程を含め、随
時補助金・負担金の見直しを行い、令和7年度
当初予算で13件の事業費を縮小した。

実績
当初予算の要求方針に、補助金ガイドラインに
基づく対応を明記し、全庁で補助金の検証・見
直しを進めた。

実績
ガイドラインに基づき、予算要求過程を含め、随
時補助金・負担金の見直しを行い、令和6年度
当初予算で12件の事業費を縮小した。

活
動
指
標

目標
予算編成時にガイドラインを周知するとともに、補
助金の検証・見直しを進め、「選択と集中」・「優
先順位の最適化」を推進する。

成
果
指
標

目標

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

ガイドラインに基づき、随時補助金・負担金の見直しを行い、適正化を図ったため。

補助金・負担金等の適正化を図る。

目指す姿
全ての補助金、負担金等で、所期の目的を達したものや社会経済情勢の変化等により事業効果が薄れたも
のなどについては、廃止・縮小等を行う。

取組内容
すべての補助金、負担金等について、各課による継続的な検証・見直しが行われるよう、「補助金等適正化ガ
イドライン」を周知するとともに、取組内容を確認する。

活
動
指
標

目標
予算編成時にガイドラインを周知するとともに、補
助金の検証・見直しを進め、「選択と集中」・「優
先順位の最適化」を推進する。

成
果
指
標

目標 補助金・負担金等の適正化を図る。

実績
当初予算の要求方針に、補助金ガイドラインに
基づく対応を明記し、全庁で補助金の検証・見
直しを進めた。

実績
ガイドラインに基づき、予算要求過程を含め、随
時補助金・負担金の見直しを行い、令和5年度
当初予算で8件の事業費を縮小した。

部局名 理財部 所属名 財政課

現状・課題
健全財政を堅持するため、業務の「選択と集中」により補助金、負担金等の適正化を図っているが、今後なお
一層厳しい財政運営が見込まれることから、引き続き適正化に努めていく必要がある。

方策 2-2：健全な財政運営 通番 32

重点取組 (1)健全財政の堅持
改革区分 仕事の改革

実行項目 ②補助金、負担金等の適正化



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

物価高騰の影響等を踏まえ、受益者負担の適正化に向けた改定等に取り組んだ結果、適
切な料額を設定することができたため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

新型コロナウイルス感染症が５類感染症に移行し、改定の検討ができる状況になったため、令和６年度の
目標を修正（R６年３月）

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
物価高騰の影響等を踏まえ、受益者負担の適正化に向けた改定等に取り組んだ結果、適切な料額を設
定することができた。

達成度 Ｂ 上記の成果と
なった理由

各使用料・手数料のサービス原価を分析・整理し、改定に向けての検討が進んだため。

活
動
指
標

目標
検討結果を踏まえて改めて設定
手数料条例等の改正案を作成し、料額改定手
続を進める。

成
果
指
標

目標
検討結果を踏まえて改めて設定
適正な受益者負担の確保

実績 手数料条例等を改正し、料額改定を行った。 実績
使用料・手数料の見直しを行い、受益者負担の
適正化を図った。

実績
改定に向けた全庁調査を行い、各使用料・手数
料のサービス原価を分析・整理した上で、改定を
検討した。

実績
手数料条例等の改正案の作成や、市民への周
知期間の確保のため、改定の実施は令和6年度
以降とした。

活
動
指
標

目標
 新型コロナウイルス感染症や物価高騰の影響を
考慮しながら、分析に基づき、改定を検討する。 成

果
指
標

目標

達成度 － 上記の成果と
なった理由

新型コロナウイルス感染症による施設利用者の減少や、物価高騰によるコスト増加の影響
がある中で使用料・手数料のサービス原価を分析したとしても、適切なコスト把握や料額設
定が難しいことから、分析を見送ったため。

適正な受益者負担の確保

目指す姿
各使用料・手数料のサービス原価を定期的に分析・整理し、受益者負担のあり方も踏まえた上で、適切な料
額を設定する。

取組内容 各使用料・手数料のサービス原価を定期的に分析・整理し、料額の改定を検討する。

活
動
指
標

目標
新型コロナウイルス感染症の影響を考慮しなが
ら、改定に向け、必要な分析を行う。 成

果
指
標

目標 適正な受益者負担の確保

実績
新型コロナウイルス感染症の影響に加え、世界
的な物価高騰の先行きの見通しが立たず、見送
ることとした。

実績 見送りのため、未実施

部局名 理財部 所属名 財政課

現状・課題
各使用料・手数料は、公の施設の使用や役務の提供に対する反対給付として徴収されるという性質を有する
ので、個々のサービス原価を定期的に分析・整理し、使用料・手数料額に反映させる必要がある。

方策 2-2：健全な財政運営 通番 33

重点取組 (1)健全財政の堅持
改革区分 仕事の改革

実行項目 ③受益者負担（使用料・手数料）の適正化



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

第４次活動目標の策定は、組織体制の整備状況を考慮し延期としたが、一体徴収は捜索
や動産の差押など積極的な滞納整理を実施した結果、目標の徴収率を達成することがで
き、公平な市民負担の確保につながったため

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等 事業担当部局が変更にともない、部局名等を変更（Ｒ7年4月）

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
徴収困難な案件であっても、効果的かつ効率的な滞納整理を行うとともに、積極的な滞納処分を実施す
ることですべての年度で目標を上回る徴収率を達成し、本市の財源確保に貢献した。

達成度 Ｓ 上記の成果と
なった理由

今年度から新たに国民健康保険料の現年徴収を開始し、捜索や動産の差押など積極的
な滞納整理を実施した結果、一体徴収の目標の徴収率を達成することができ、公平な市
民負担の確保につながったため。

活
動
指
標

目標
・松山市債権管理に関する基本方針（第３次活
動目標）に基づく、強制徴収公債権一体徴収の
実施と第４次活動目標の策定。

成
果
指
標

目標 ・一体徴収債権額に対する徴収率50％

実績
・強制徴収公債権のうち、各課の徴収困難案件
の一部について徴収事務を移管し、一体徴収を
実施。第４次活動目標の策定は延期。

実績 ・一体徴収債権額に対する徴収率55.2％

達成度 Ｓ 上記の成果と
なった理由

今年度から新たに生活保護費戻入、道路橋梁維持使用料を対象債権に追加し、不動産
の差押や動産の公売、捜索など積極的な滞納整理を実施した結果、一体徴収の目標の
徴収率を達成することができ、公平な市民負担の確保につながったため。

活
動
指
標

目標
・松山市債権管理に関する基本方針（第３次活
動目標）に基づく、強制徴収公債権一体徴収の
実施。

成
果
指
標

目標
・一体徴収債権額に対する徴収率50％
・一体徴収対象債権の拡充（国民健康保険料
の現年徴収）

実績
・強制徴収公債権のうち、各課の徴収困難案件
の一部について徴収事務を移管し、一体徴収を
実施。

実績
・一体徴収債権額に対する徴収率63.4％
・一体徴収対象債権の拡充（国民健康保険料
の現年徴収）

目指す姿 法令等に基づく債権管理の適正化と公平な市民負担の確保を目指す。

取組内容
松山市債権管理に関する基本方針（第3次活動目標）に基づき、強制徴収公債権のうち、所管課で徴収困
難な案件の一部を納税課債権管理担当に徴収事務を移管し、市税など他の強制徴収公債権の滞納も含め
効率的・効果的な一体徴収を実施する。

活
動
指
標

目標
・松山市債権管理に関する基本方針（第３次活
動目標）に基づく、強制徴収公債権一体徴収の
実施。

成
果
指
標

目標
・一体徴収債権額に対する徴収率50％
・一体徴収対象債権の拡充（生活保護費戻入、
道路橋梁維持使用料）

実績
・強制徴収公債権のうち、各課の徴収困難案件
の一部について徴収事務を移管し、一体徴収を
実施。

実績
・一体徴収債権額に対する徴収率:64.5％
・一体徴収対象債権の拡充（生活保護費戻入、
道路橋梁維持使用料）

部局名 理財部 所属名 納税課納付推進課

現状・課題
　急速な高齢化の進展や新型コロナウイルス感染症に関する対策や影響などにより歳出が大幅に増加し、市
税及び地方税等の基幹的な歳入の増加が見込めないといった厳しい財政状況の中、自主財源の確保のた
め、より効果的・効率的な債権管理・回収を推進し、未収債権の縮減に取り組まなければならない。

方策 2-2：健全な財政運営 通番 34

重点取組 (2)債権管理の徹底
改革区分 仕事の改革

実行項目 ①効率的・効果的な債権管理の推進



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

施設マネジメントを推進するための取組みができたため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
　「個別施設計画」等に基づき、施設の改修・更新等の優先度を考慮した予算配分を行うことで、施設保
有量の最適化や長寿命化の推進等に資する事業を優先的に実施し、公共施設マネジメントを推進でき
た。

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

施設マネジメントを推進するための取組みができたため。

活
動
指
標

目標
「個別施設計画」等に基づき、施設の改修・更
新等の優先順位付けを行う。

成
果
指
標

目標
施設の改修・更新等の事業化により、施設保有
量の最適化や長寿命化等を図る。

実績
「個別施設計画」等に基づき、施設の改修・更
新等の優先順位付けを行った。

実績

（仮称）久谷学校給食共同調理場整備事業や
小中学校の長寿命化事業など施設マネジメント
を推進する事業への優先的予算配分を行っ
た。

実績
「個別施設計画」等に基づき、施設の改修・更
新等の優先順位付けを行った。

実績
市営住宅の集約建替事業や小中学校の長寿
命化事業など施設マネジメントを推進する事業
への優先的予算配分を行った。

活
動
指
標

目標
「個別施設計画」等に基づき、施設の改修・更
新等の優先順位付けを行う。 成

果
指
標

目標

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

施設マネジメントを推進するための取組みができたため。

施設の改修・更新等の事業化により、施設保有
量の最適化や長寿命化等を図る。

目指す姿
　公共施設の「質・量・コスト」の見直しを図り、安全で安心な公共施設を提供することを基本理念に、「施設保
有量の最適化」、「計画的な保全による長寿命化の推進」、「市民ニーズに対応した資産活用」を図り、公共
施設マネジメントを推進する。

取組内容
　「個別施設計画」等に基づき、施設保有量の最適化や長寿命化の推進等を考慮したうえで、施設の改修・
更新等の優先順位付けを行い、事業化につなげる。

活
動
指
標

目標
「個別施設計画」等に基づき、施設の改修・更
新等の優先順位付けを行う。 成

果
指
標

目標
施設の改修・更新等の事業化により、施設保有
量の最適化や長寿命化等を図る。

実績
「個別施設計画」等に基づき、施設の改修・更
新等の優先順位付けを行った。

実績
中島こども園の移転整備事業や小中学校の長
寿命化事業など施設マネジメントを推進する事
業への優先的予算配分を行った。

部局名 理財部 所属名 管財課

現状・課題
　厳しい財政状況の中、公共施設マネジメントを推進するため、平成29年2月に施設の維持管理・更新等の
中期的な取組みの方向性を示す「松山市公共施設等総合管理計画」及び「松山市公共施設再編成計画」
を策定し、令和3年3月には施設用途別の具体的な対応方針を示す「個別施設計画」を策定した。

方策 2-2：健全な財政運営 通番 35

重点取組 (3)公共財産（資産）の適正管理
改革区分 仕事の改革

実行項目 ①公共施設のマネジメントの推進



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

活動指標、成果指標ともに目標は達成しているが、売却物件を増やせるよう活用方法につ
いては更なる検討が必要であるため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

成果指標基準値 未利用財産の売却：2件

基準年度または基準年月日 令和3年度

３ヵ年総括
インターネットによる官公庁オークションを活用したほか、県内の宅地建物取引業者と連携するなど積極
的な未利用財産の売却処分に努めた。また、未利用財産の一時貸付についても市ホームページで公募
し、財産の有効活用に努めた。

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

活動指標、成果指標ともに目標は達成しているが、売却物件を増やせるよう活用方法につ
いては更なる検討が必要であるため。

活
動
指
標

目標
適切に未利用財産を把握し、売却や貸付けによ
る活用方法の検討を行う。 成

果
指
標

目標 売却・貸付け　４件

実績
未利用財産の現地確認を行い、売却や貸付可
能な財産の把握につとめた。売却できていない
物件は一時貸付を募集した。

実績 売却　３件・貸付け　８件

実績
未利用財産の現地確認を行い、売却や貸付可
能な財産の把握につとめた。売却できていない
物件は一時貸付を募集した。

実績 売却　0件・貸付け　７件

活
動
指
標

目標
適切に未利用財産を把握し、売却や貸付けによ
る活用方法の検討を行う。 成

果
指
標

目標

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

活動指標、成果指標ともに目標は達成しているが、活用方法については更なる検討が必
要であるため。

売却・貸付け　４件

目指す姿
　公有財産の有効活用に取り組む中で、維持管理経費節減や市民サービスの財源確保のため、未利用財産
の売却や貸付けを図る。

取組内容
　未利用財産を「資産」と捉え、公募による売却や貸付けに積極的に取り組むほか、先進的事例のうち導入可
能なものを研究し、更なる資産の活用を図る。

活
動
指
標

目標
売却可能な未利用財産の把握、長期間売却で
きていない物件について貸付を含めた活用方法
の検討を行う。

成
果
指
標

目標 売却・貸付け　４件

実績
全庁に未利用財産の有無を照会し、売却可能
な財産の把握に努めた。また、売却できていな
い物件は、一時貸付を募集している。

実績 売却　１件・貸付け　４件

部局名 理財部 所属名 管財課

現状・課題

　市が所有する公有財産には、将来の利活用計画が定められないまま所有・管理している未利用地があり、
これらの未利用地の環境保全など適正な維持管理に経費を要している。
　また、市の財政状況が一層厳しさを増す中、これらの公有財産を「資産」として捉え、効率や成果を重視した
行政運営やコスト意識を持ち、財源確保の視点から積極的な活用が必要になる。

方策 2-2：健全な財政運営 通番 36

重点取組 (3)公共財産（資産）の適正管理
改革区分 仕事の改革

実行項目 ②財産（資産）の有効活用



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ｓ 上記の成果と
なった理由

市場金利の上昇局面をチャンスととらえ、目標値以上の債券を購入し、基金の効率的な
運用による財源確保につなげることができたため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

当初の第三次実行計画提出後に、令和５年度の積立基金の件数が確定されたため、現状・課題の基金
の件数を修正する。（R5年６月）

成果指標基準値 132億円

基準年度または基準年月日 令和4年3月31日

３ヵ年総括 基金等に関する運用計画に基づき、目標値以上の債券を新規購入し、効率的な基金運用に努めた。

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

目標値を達成し、基金の効率的な運用による財源確保につなげることができたため。

活
動
指
標

目標
「基金等に関する運用計画」に基づき、20億円
分の10年債券（地方債・政府保証債・財投機関
債等）を新規購入する。

成
果
指
標

目標
積立基金の債券残高の割合167億円
（令和6年度中に満期償還となる債券額を考慮
のうえ算出）

実績
「基金等に関する運用計画」に基づき、約７４億
円分の債券（国債・政府保証債・財投機関債）
を新規購入した。

実績 積立基金の債券残高２２０億円

実績
「基金等に関する運用計画」に基づき、20億円
分の10年債券（地方債・財投機関債）を新規購
入した。

実績 積立基金の債券残高153億円

活
動
指
標

目標
「基金等に関する運用計画」に基づき、20億円
分の10年債券（地方債・政府保証債・財投機関
債等）を新規購入する。

成
果
指
標

目標

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

目標値を達成し、基金の効率的な運用による財源確保につなげることができたため。

積立基金の債券残高153億円
（令和5年度中に満期償還となる債券額を考慮
のうえ算出）

目指す姿 市場の動向を注視し、効率的な運用を図り、新たな財源確保につなげる。

取組内容
令和元年度より、積み立てられた現金の管理を、基金ごとに管理する個別管理方式から、すべての基金残高
を一括して管理・運用する一括管理方式に変更した。これにより取崩等にも対応しつつ柔軟な運用が可能と
なり、毎年度効率的に大口かつ一定の金利を望める長期間（10年）の債券を購入することができている。

活
動
指
標

目標
「基金等に関する運用計画」に基づき、20億円
分の10年債券（地方債・政府保証債・財投機関
債等）を新規購入する。

成
果
指
標

目標
積立基金の債券残高147億円
（令和4年度中に満期償還となる債券額を考慮
のうえ算出）

実績
「基金等に関する運用計画」に基づき、20億円
分の10年債券（地方債・財投機関債）を新規購
入した。

実績 積立基金の債券残高147億円

部局名 理財部 所属名 管財課

現状・課題
1920の積立基金に属する現金を預金及び債券にて運用しているが、継続されている日銀の金融緩和政策
等により、市場金利も低迷し続けている。預金ではわずかな金利しか望めないため、債券の購入を継続し、基
金残高に占める債券の割合を増やすことで、効率的に運用益を確保することが必要である。

方策 2-2：健全な財政運営 通番 37

重点取組 (4)新たな財源の確保
改革区分 仕事の改革

実行項目 ①基金の有効活用



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ｓ 上記の成果と
なった理由

新たな返礼品提供事業者及び返礼品の登録を強力に推進し、また、さらに多くの人の目
に触れるようふるさと納税受付サイトを追加した結果、活動指標・成果指標ともに目標を
達成できたため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

事業担当部局が変更にともない、部局名等を変更（Ｒ5年4月）
寄附実績は対外的に公表しているガバメントクラウドファンディングを含めた金額に統一することと改めた
ため、令和4年度の寄附金額を修正（R6年4月）
令和5年度の実績を元に、令和6年度の目標を修正（R6年4月）

成果指標基準値 6.6億円

基準年度または基準年月日 令和3年度

３ヵ年総括
魅力的な返礼品の拡充や申込受付サイトの追加、また外部委託による事務の効率化に取り組んだ結
果、計画策定当初の目標を大きく上回る実績となるなど、本市の応援者を増やし、寄附額の増大による
財源確保と地元産品の販路拡大による地域活性化を図る目的に対して大きく前進した。

達成度 Ｓ 上記の成果と
なった理由

認知度が高く効果的なふるさと納税受付サイトの増加や、営業力を生かした返礼品提供
事業者との連携等に取り組んだ結果、活動指標・成果指標ともに目標を達成できたため。

活
動
指
標

目標
新規返礼品　＋200品目
　　　　　　　　 ＋300品目 成

果
指
標

目標
寄附金額　12億円（前年比120％）
　　　　　　　23億円（前年比123％）

実績 新規返礼品　＋620品目 実績
寄附金額　24億6,437万8,048円
                         (前年比131％)

実績 新規返礼品　＋778品目 実績
寄附金額　18億6,991万1,142円
                         (前年比192％)

活
動
指
標

目標 新規返礼品　＋200品目 成
果
指
標

目標

達成度 Ｓ 上記の成果と
なった理由

返礼品開発の強化、寄附受付ページの改善及び広告の有効活用に取り組んだ結果、活
動指標及び成果指標ともに目標を達成できたため。

寄附金額　10億円(前年比125％)

目指す姿
　ふるさと納税をきっかけに本市の応援者を増やし、寄附額の増大による財源確保と地元産品の販路拡大を
図ることで、地域活性化を実現する。

取組内容
　魅力的な返礼品の拡充とともに複数の申込受付サイトを利用することで、新たな寄附者の獲得とリピーター
の確保を図る。加えて、寄附額の増加による事務負担を軽減させるため、外務委託による事務の効率化に
取り組む。

活
動
指
標

目標 新規返礼品　＋200品目
成
果
指
標

目標 寄附金額　8億円（前年比125％）

実績 新規返礼品　＋439品目 実績

寄附金額　9億5,053万7,700円
                　（前年比145％）
　　　　　　　9億7,250万2,848円
　　　　　　　　　　（前年比147％）

部局名 理財部　産業経済部 所属名 納税課　地域経済課　ふるさと納税･経営支援課

現状・課題
　制度が広く周知されたことにより全国的に寄附件数・金額ともに増加傾向にある中で、本市の寄附額も年々
増加している。総務省が定める指定基準（地場産品の採用や寄附金額の３割以内など）を順守した上で、寄
附額のさらなる向上と事務の効率化をすすめる必要がある。

方策 2-2：健全な財政運営 通番 38

重点取組 (4)新たな財源の確保
改革区分 仕事の改革

実行項目 ②ふるさと納税の推進



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ｓ 上記の成果と
なった理由

寄附受付事業一覧の掲載事業の追加や、民間のマッチング支援事業の活用に加え、複
業人材からの助言をもとに企業の興味関心を引く資料を作成し、より効果的な働きかけを
行った事で、目標を達成し、関係人口の拡大に繋がったと考えられるため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

成果指標基準値 10社

基準年度または基準年月日 令和3年度

３ヵ年総括
市外企業に対する働きかけの結果、寄附の獲得に繋がったことに加え、寄附をきっかけとした新たな連携
が実現するなど、関係人口の拡大に寄与した。

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

寄附受付事業一覧の掲載事業の追加や、新たにマッチング支援事業者と契約し、より多く
の市外企業に働きかけを行ったことで、概ね目標値を達成し、関係人口の拡大につながっ
たと考えられるため。

活
動
指
標

目標 寄附受付事業一覧に掲載した事業：20事業 成
果
指
標

目標 寄附企業数：1５社

実績 26事業 実績 ２１社

実績 19事業 実績 11社

活
動
指
標

目標 寄附受付事業一覧に掲載した事業：17事業 成
果
指
標

目標

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

寄附受付事業一覧の掲載事業を追加したり、関係課や地域の金融機関等と連携して、企
業に働きかけを行った結果、活動指標及び成果指標とも目標値を達成し、関係人口の拡
大につながったと考えられるため。

寄附企業数：1２社

目指す姿
企業が寄附したくなるような事業を展開することで、本市の地方創生に企業の参画を促し、民間の資金やノウ
ハウを活用した効果的な取組や本市と都市部の企業をつなぐ関係人口の拡大につなげる。

取組内容
寄附受付事業一覧を作成し、市のホームページ等に掲載するほか、関係課や地域の金融機関等と連携し
て、市外の企業に働きかけを行うなど、様々な寄附ニーズに応えられるよう本市の地方創生の取組を広くPR
する。また、感謝状等の贈呈や広報誌への掲載を通して寄附者のPRを行い、寄附メリットの創出を図る。

活
動
指
標

目標 寄附受付事業一覧に掲載した事業：15事業 成
果
指
標

目標 寄附企業：10社

実績 15事業 実績 10社

部局名 総合政策部 所属名 企画戦略課

現状・課題
令和2年度から制度が大きく改善されたことにより、全国的に寄附件数・金額ともに増加傾向にあるが、制度を
活用する自治体も増加していることから、寄附の選択肢は広がっている。今後は、一層の活用促進に向け、企
業への働きかけの強化、寄附メリットの創出が求められる。

方策 2-2：健全な財政運営 通番 39

重点取組 (4)新たな財源の確保
改革区分 仕事の改革

実行項目 ③企業版ふるさと納税の推進



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

従来電力会社と比較して、基本料金単価を安く抑える契約を締結できたため。
なお、施設数の減少は施設の取り壊しによるもの。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

令和5年度入札が不調となり、令和5年度の電気調達分から令和４年度契約先の日立造船と随意契約
（自動更新）を締結したため。（R6年4月）
燃料費高騰や容量市場の導入により、従来電力会社と新電力との価格差が縮まり、数値目標の設定が
困難であるため。（R6年4月）

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括

国際情勢の悪化や燃料価格の高騰等外的要因により、安定的な電気の調達が困難な状況で、実行項目を3カ年に
渡って継続することはできなかったが、令和4年度及び令和6年度は、従来電力会社よりも安価で電気の調達を実現
できた。一方で、令和5年度は、容量拠出金による電気料金の増加となった。これからもコスト縮減に向けて市場の動
向を注視し、安価で安定的な電気の調達を図る。

達成度 － 上記の成果と
なった理由

新電力の基本料金は従来電力会社よりも安く抑えられているため、当初試算では、従来電
力会社よりも1.5％電気料金削減見込みであった。しかし、令和6年度より、急遽、電力広
域的運営推進機関の定款に基づき、すべての小売電気事業者、一般送配電事業者、配
電事業者に対して、容量拠出金の請求が始まり、容量拠出金の上乗せの差により従来電
力会社より電気料金が増加したため。

活
動
指
標

目標

スケールメリットや入札時期をよく考慮し、安定
的な電気料金の削減が見込める入札を実施す
る。国際情勢および燃料価格等の市場価格の
動向を注視し、電気料金の削減に向けて検討
するとともに、電気の安定供給が見込める契約
を実施する。

成
果
指
標

目標

従来電力会社と契約した場合の電気料金と比
較し、３０％以上電気料金削減
従来電力会社と契約した場合の電気料金と比
較し、安価で安定的な電気を調達する。

実績
昨年度契約した新電力と契約を締結し、５８施
設を対象に電気の安定供給を実現した。

実績
従来電力会社と契約した場合と試算比較して、
約1.2％電気料金（13,000千円程度）削減見込
み。

実績

国際情勢の悪化や燃料費高騰が依然としてあ
り、入札をしても応札業者が見込めないことか
ら、昨年度契約した新電力と契約を締結した。こ
れにより５９施設を対象に電気の安定供給を実
現した。

実績
従来電力会社と契約した場合と試算比較して約
5.4％電気料金増加見込み。

活
動
指
標

目標
スケールメリットや入札時期をよく考慮し、安定
的な電気料金の削減が見込める入札を実施す
る。

成
果
指
標

目標

達成度 Ｓ 上記の成果と
なった理由

入札により安定的な電気の供給が見込める事業者から、目標を上回る削減率で電気を調
達することができたため。

従来電力会社と契約した場合の電気料金と比
較し、３０％以上電気料金削減

目指す姿 質の高い入札の実施により、コスト縮減につなげていく。

取組内容
より多くの小売電気事業者が応札し、競争原理が働くよう早期に入札を実施する。また、スケールメリットの観
点から入札に適した施設の選定を行い、可能な限り多くの施設を入札対象とすることで、安定的な電気料金
の削減が見込める入札を実施する。

活
動
指
標

目標
スケールメリットや入札時期をよく考慮し、安定
的な電気料金の削減が見込める入札を実施す
る。

成
果
指
標

目標
従来電力会社と契約した場合の電気料金と比
較し、３０％以上電気料金削減

実績 市有施設60施設を対象として入札を実施した。 実績
従来電力会社と契約した場合の電気料金と比
較し、落札金額ベースで30.6％電気料金削減

部局名 理財部 所属名 管財課

現状・課題
市長部局の施設については、平成２９年度から一般競争入札により新電力会社から電気を調達しており、電
力自由化に伴う市場の動向を見極めながら、より電気料金の削減が見込める入札を実施する必要がある。

方策 2-2：健全な財政運営 通番 40

重点取組 (4)新たな財源の確保
改革区分 仕事の改革

実行項目 ④一般競争入札により電気の調達を行う施設の電気料金削減率の維持改善



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

社会情勢や国、県からの方針・他市の動向等を踏まえて、入札契約事務に関する制度改
善を行えたため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
国や県、他市の状況を参考にするとともに社会情勢や事業者ニーズを踏まえた入札・契約制度の改善を
行い、入札参加者の利便性の向上や工事の円滑な履行や品質の確保等につなげることができた。

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

社会情勢や国、県からの方針・他市の動向等を踏まえて、入札契約事務に関する制度改
善を行えたため。

活
動
指
標

目標 入札・契約制度の適正運用及び制度改善 成
果
指
標

目標 公共調達の適正かつ円滑な履行と品質の確保

実績
契約保証の電子証書による提出方法の拡大、
変動型調査基準価格対象案件の拡大などの制
度改善を実施

実績 公共調達の適正かつ円滑な履行と品質の確保

実績
競争入札関係書類の一部オンライン申請の拡
大、法定福利費を明示した内訳書の提出など
の制度改善を実施

実績 公共調達の適正かつ円滑な履行と品質の確保

活
動
指
標

目標 入札・契約制度の適正運用及び制度改善 成
果
指
標

目標

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

社会情勢や国、県からの方針・他市の動向等を踏まえて、入札契約事務に関する制度改
善を行えたため。

公共調達の適正かつ円滑な履行と品質の確保

目指す姿
　建設工事、委託契約、物品購入に係る入札・契約制度について適正な運用を図ることで、入札参加者の
受注機会の拡大や利便性の向上など、工事等の適正かつ円滑な履行及び品質の確保につなげていく。

取組内容
　入札・契約制度の適正運用を図るとともに、社会情勢や国、県からの方針等も踏まえ、見直しや改善につい
て検討を行う。

活
動
指
標

目標 入札・契約制度の適正運用及び制度改善 成
果
指
標

目標 公共調達の適正かつ円滑な履行と品質の確保

実績
建設工事に係る委託業務の一抜け方式採用基
準の設定、一般競争入札参加資格要件の民間
施工実績拡大など制度改善を実施

実績 公共調達の適正かつ円滑な履行と品質の確保

部局名 総務部 所属名 契約課

現状・課題
　入札・契約制度の透明性・競争性・公正性の確保を目的に、継続して制度の整備・運用に取り組んでいる
が、適正運用のためには、社会情勢や国・県からの方針等も参考に、その都度、制度の見直しや改善を行う
必要がある。

方策 2-2：健全な財政運営 通番 41

重点取組 (5)公共調達の適正化
改革区分 仕事の改革

実行項目 ①入札・契約制度の適正運用



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 － 上記の成果と
なった理由

令和6年度は設計VE審査に適した設計委託業務がなかったため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
設計VE審査の対象件数が少なく実施件数は伸びなかったが、設計VE審査を実施した工事については、
原設計案からコストを縮減した上で、周辺環境に配慮した工法を採用するなど、機能の向上を図ることがで
きた。

達成度 Ｂ 上記の成果と
なった理由

令和５年度はVE審査に適した設計委託業務がなかったことから、前年度から繰越した「第
二和泉団地新築その他工事総合設計委託」の１件を実施した。

活
動
指
標

目標 設計VE審査の実施 3件 成
果
指
標

目標 経済性、品質、機能の確保

実績 設計VE審査の実施 0件 実績 実施無

実績 設計VE審査の実施 1件 実績
実施した１件について、外構工事を含めた発注
にして、コスト縮減及び工期短縮案を採用

活
動
指
標

目標 設計VE審査の実施 3件 成
果
指
標

目標

達成度 Ｂ 上記の成果と
なった理由

予定していた設計業務委託３件のうち、「第二和泉団地新築その他工事総合設計委託」
は、令和５年度への繰越しとなったため継続審査。「松山駅前竹原線測量設計業務委託」
については、現状で未確定要素が多いことからVE審査が中止となり、「子規記念博物館改
修工事設計業務委託」1件の実施となった。

経済性、品質、機能の確保

目指す姿 経済性を考慮しつつ、工事目的物の品質・機能の向上を図る。

取組内容 基本設計や詳細設計の初期の段階で、構造物や施設の機能等を審査する「設計VE審査」を実施する。

活
動
指
標

目標 設計VE審査の実施 3件 成
果
指
標

目標 経済性、品質、機能の確保

実績 設計VE審査の実施 1件 実績
実施した１件について、工事中の騒音の発生が
少ない工法及びコスト縮減案を採用。

部局名 総務部 所属名 技術管理課

現状・課題
公共事業に関して、これまでのコスト縮減を重視した取組みだけでは、品質低下の恐れがあるため、経済性を
重視しつつも、品質、機能を確保する必要がある。

方策 2-2：健全な財政運営 通番 42

重点取組 (5)公共調達の適正化
改革区分 仕事の改革

実行項目 ②公共事業における機能・品質とコストの最適化



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

電気料金等物価高騰の影響はあったが、健全財政に努めた。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括 　活動指標に基づき各事業の経営状況を検証し、健全な財政運営に努めることができた。

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

電気料金等物価高騰の影響はあったが、健全財政に努めた。

活
動
指
標

目標
目標年度の「経常収支比率」を達成できるよう、
進捗管理を行う。 成

果
指
標

目標
令和10年度(上)110％以上
令和7年度(簡)108％以上・(工)120％以上
令和8年度(下)115％以上

実績
目標年度の「経常収支比率」を達成できるよう、
進捗管理を行った。

実績
令和6年度(上)132.84％
(簡)106.83％・(工)156.86％
(下)109.93％

実績
目標年度の「経常収支比率」を達成できるよう、
進捗管理を行った。

実績
令和5年度(上)128.05％
(簡)107.90％・(工)154.56％
(下)111.28％

活
動
指
標

目標
目標年度の「経常収支比率」を達成できるよう、
進捗管理を行う。 成

果
指
標

目標

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

電気料金等物価高騰の影響はあったが、健全財政に努めた。

令和5年度(上)115％以上
令和7年度(簡)108％以上・(工)120％以上
令和8年度(下)115％以上

目指す姿
　経営戦略に基づき経営基盤強化と財政マネジメントの向上を図り、持続可能な公営企業経営を行うととも
に、水道施設等の耐震化などを計画的に進める。

取組内容 　活動指標に基づき各事業の経営状況を検証し、健全な財政運営に努める。

活
動
指
標

目標
目標年度の「経常収支比率」を達成できるよう、
進捗管理を行う。 成

果
指
標

目標
令和5年度(上)115％以上
令和7年度(簡)108％以上・(工)120％以上
令和8年度(下)115％以上

実績
目標年度の「経常収支比率」を達成できるよう、
進捗管理を行った。

実績
令和4年度(上)117.74％
(簡)107.48％・(工)146.34％
(下)110.00％

部局名 公営企業局管理部上下水道部 所属名 企画総務課、経営管理課

現状・課題
　水道及び下水道等は、市民生活や経済活動に欠かせない重要なものであることから、健全財政を維持した
うえで、水道施設等を耐震化するとともに、適切に維持・更新することで、次世代に健全な状態で引き継ぐ必
要がある。

方策 2-2：健全な財政運営 通番 43

重点取組 (6)持続可能な公営企業の運営
改革区分 仕事の改革

実行項目 ①経営戦略に基づく公営企業の経営



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

水道料金、下水道使用料等の原価を分析・整理した結果、適正な受益者負担の確保が
確認できたため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等 令和5年4月施行の水道料金改定を行ったため、令和5・6年度の目標を変更する。(令和5年6月)

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
原価計算に基づく水道料金の料金改定を行うとともに、個々の原価を定期的に分析・整理し、適正な受益
者負担を確保できた。

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

水道料金、下水道使用料等の原価を分析・整理した結果、適正な受益者負担の確保が
確認できたため。

活
動
指
標

目標
検討結果を踏まえて改めて設定
公営企業の健全経営に向けた原価分析 成

果
指
標

目標 適正な受益者負担の確保

実績
公営企業の健全経営に向けた原価分析を行っ
た。

実績 適正な受益者負担の確保

実績
公営企業の健全経営に向けた原価分析を行っ
た。

実績 適正な受益者負担の確保

活
動
指
標

目標
 社会情勢等の影響を考慮しながら、分析に基づき、
改訂を検討する。
公営企業の健全経営に向けた原価分析

成
果
指
標

目標

達成度 Ｓ 上記の成果と
なった理由

水道料金について、原価計算に基づき、令和5年4月1日施行の料金改定を行った。

適正な受益者負担の確保

目指す姿
　使用料・手数料の原価を定期的に分析・整理し、受益者負担のあり方も踏まえた上で、適切に料金設定を
行う。

取組内容 　個々の原価を定期的に分析・整理し、使用料・手数料額に反映できるよう検討する。

活
動
指
標

目標
社会情勢等の影響を考慮しながら、改定に向け
必要な分析を行う。 成

果
指
標

目標 適正な受益者負担の確保

実績
社会情勢等の影響等も踏まえ、総合的に検討
を行った。

実績 適正な受益者負担の確保

部局名 公営企業局管理部上下水道部 所属名 経営管理課

現状・課題
　使用料・手数料は、公の施設の使用や役務の提供に対する反対給付として徴収されるという性質を有する
ため、個々の原価を定期的に分析・整理し、使用料・手数料額に反映させる必要がある。

方策 2-2：健全な財政運営 通番 44

重点取組 (6)持続可能な公営企業の運営
改革区分 仕事の改革

実行項目 ②公営企業に係る受益者負担（使用料・手数料等）の適正化



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

経営や事業活動に課題を抱える団体について、所管課を通じて助言や支援を実施するこ
とができたため。また、令和７年度に経営環境等のヒアリングを全団体で行う旨、アクション
プランに位置づけし、健全経営に向けた取組強化に着手したため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

成果指標基準値 －

基準年度または基準年月日 －

３ヵ年総括 外郭団体の健全経営は維持できており、指定管理者制度や委託事業を安定して受託できた。

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

経営や事業活動に課題を抱える団体について、所管課を通じて助言や支援を実施するこ
とができたため。

活
動
指
標

目標
・ヒアリングを通じた経営・活動状況の把握
・課題解決に向けた助言や支援の実施 成

果
指
標

目標
・外郭団体の健全経営の維持
・事業活動の活性化

実績
一部の団体について、経営・活動状況を把握
し、課題解決に向けた助言や支援を行った。

実績
・外郭団体の健全経営の維持
・事業活動の活性化

実績
一部の団体について、経営・活動状況を把握
し、課題解決に向けた助言や支援を行った。

実績
・外郭団体の健全経営の維持
・事業活動の活性化

活
動
指
標

目標
・ヒアリングを通じた経営・活動状況の把握
・課題解決に向けた助言や支援の実施 成

果
指
標

目標

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

経営や事業活動に課題を抱える団体について、所管課を通じて助言や支援を実施するこ
とができたため。

・外郭団体の健全経営の維持
・事業活動の活性化

目指す姿 外郭団体の自主・自立的かつ健全な団体経営を確保し、質の高い市民サービスの提供を維持・継続する。

取組内容 外郭団体の経営状況等を把握し、事業活動の活性化に向けた助言や支援を行う。

活
動
指
標

目標
・ヒアリングを通じた経営・活動状況の把握
・課題解決に向けた助言や支援の実施 成

果
指
標

目標
・外郭団体の健全経営の維持
・事業活動の活性化

実績
一部の団体について、経営・活動状況を把握
し、課題解決に向けた助言や支援を行った。

実績
・外郭団体の健全経営の維持
・事業活動の活性化

部局名 総務部 所属名 人事課

現状・課題
外郭団体は市から独立した団体だが、市は出資や補助金の交付等による財政的な関与を行っている。団体
の経営状況は、市の財政や公的サービスの提供に少なからず影響することから、団体の自立性を尊重しつ
つ、経営状況の健全性を維持する必要がある。

方策 2-2：健全な財政運営 通番 45

重点取組 (7)外郭団体の経営健全化
改革区分 仕事の改革

実行項目 ①外郭団体の経営状況の透明性の確保



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

令和6年12月の健康保険証廃止に不安を感じた多くの市民のカード申請を支援するため、
顔写真無料撮影サービスを提供した。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等 松山市情報化推進アクションプランのカード交付率の目標達成に基づき、成果指標を廃止（R6.5月）

成果指標基準値 43.5%

基準年度または基準年月日 令和4年3月31日

３ヵ年総括
マイナポイントや健康保険証廃止によってカード保有率は約8割となった。しかしその実態は、メリットがあるのでカードを
保有するというよりも、保険証が無くなるのでカードを保有している状態である。今後はカードを使ったオンライン手続の
対象拡充など、市民の利便性向上と行政事務効率化に資する施策が必要である。

達成度 Ｓ 上記の成果と
なった理由

国のマイナポイント第2弾実施期間延長や健康保険証廃止決定がカード需要を強く刺激し
たこと、また、休日の商業施設等での申請サポートや外出困難者等への出張申請サポート
を実施したことが市民のカード申請やカード受取の促進につながったため。

活
動
指
標

目標 顔写真無料撮影サービスの通年実施 成
果
指
標

目標 カード交付率８０％

実績
サービスの通年実施ができた。（土日や祝日、
年末年始は除く）

実績

実績
外出困難者の自宅訪問などを含めサービスの
通年実施ができた。（土日や年末年始は除く）

実績 カード交付率８０％

活
動
指
標

目標 顔写真無料撮影サービスの通年実施 成
果
指
標

目標

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

チラシの全戸配布や新聞広告などを使ったマイナポイント第2弾の積極的な広報、また愛
媛県行政書士会などと連携して申請サポート事業を実施して、土日祝日も利用できるカー
ド交付センターを維持した結果、概ね目標値を達成し、カードの普及促進につながったた
め。

カード交付率８０％

目指す姿
多くの市民にカードを持つメリットやカードの安全性が浸透し、希望する市民が円滑にカードの申請・受取ができ
るほか、住所変更など必要な手続が行える状態を目指す。

取組内容
カードを持つメリットや安全性が浸透するようPRに努める。顔写真無料撮影サービスなど申請をサポートする。
特に令和4年度は土日や祝日にカードが受け取れるよう、期間限定で開設している交付センターを維持し、受
け取りやすい環境を整える。

活
動
指
標

目標 顔写真無料撮影サービスの通年実施 成
果
指
標

目標 カード交付率７５％

実績
土日や祝日を含めサービスの通年実施ができ
た。（年末年始は除く）

実績 カード交付率７２．１％

部局名 市民部 所属名 市民課

現状・課題
カードの交付開始から6年が経過し、5,000円分のマイナポイント付与などの方策により、交付率は４０％を超え
たが、カードを持つメリットやカードの安全性が未だ市民に浸透していない。

方策 2-3：利便性の向上 通番 46-1

重点取組 (1)市民サービスの向上
改革区分 仕事の改革

実行項目 ①マイナンバーカードの普及促進及び利活用の拡大



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ｓ 上記の成果と
なった理由

行政手続のオンライン化を積極的に推進し、目標を超える実績を得られたため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
ぴったりサービスによるオンライン申請は、令和6年度末時点で合計78手続となり、令和3年度末の17手
続から61手続増加した。行政手続のオンライン化を積極的に推進した結果、目標を超える成果を達成で
きた。

達成度 Ｓ 上記の成果と
なった理由

行政手続のオンライン化を積極的に推進し、目標を超える実績を得られたため。

活
動
指
標

目標
オンライン申請メニューを増やす。
その他マイナンバーカードの利活用についての
施策を実施する。

成
果
指
標

目標
マイナンバーカードを利活用できるシーンを増や
し、マイナンバーカードの利便性を高める。

実績
オンライン申請メニューを19手続き増やした。
システム調達の際、マイナンバーカードの利活
用に向けた協議を実施した。

実績
ぴったりサービスによるオンライン申請を19手続
き開始した。

実績
オンライン申請メニューを17手続き増やした。
システム調達の際、マイナンバーカードの利活
用に向けた協議を実施した。

実績
ぴったりサービスによるオンライン申請を17手続
き開始した。

活
動
指
標

目標
オンライン申請メニューを増やす。
その他マイナンバーカードの利活用についての
施策を実施する。

成
果
指
標

目標

達成度 Ｓ 上記の成果と
なった理由

行政手続のオンライン化を積極的に推進し、目標を超える実績を得られたため。

マイナンバーカードを利活用できるシーンを増や
し、マイナンバーカードの利便性を高める。

目指す姿
さまざまな行政手続のオンライン化を推進し、マイナンバーカードを基盤とした利便性の高いデジタル社会の
実現を目指す。

取組内容 ぴったりサービスを利用したオンライン申請の拡充を推進する。

活
動
指
標

目標
ぴったりサービスを活用し、優先的にオンライン
化すべき27の行政手続を、オンライン化する。

成
果
指
標

目標
現在未実施の子育て・介護関係の１2手続きに
ついて、オンライン申請を開始する。

実績
優先的にオンライン化すべき27の行政手続に
ついて、令和4年度末までに、すべてオンライン
化した。

実績
令和3年度末時点で未実施の子育て・介護関
係の１2手続きを含む42手続きでぴったりサービ
スによるオンライン申請を開始した。

部局名 総合政策部 所属名 システム管理課

現状・課題
本市の情報化推進アクションプランでは、令和4年度末でマイナンバーカードの交付率75%を目指しているが、
令和4年2月1日時点でのマイナンバーカード交付率は約４2.2％である。マイナンバーカード普及につなげるた
めにも、マイナンバーカードがより利便性の高いものとなるよう利活用を推進していく必要がある。

方策 2-3：利便性の向上 通番 46-2

重点取組 (1)市民サービスの向上
改革区分 仕事の改革

実行項目 ①マイナンバーカードの普及促進及び利活用の拡大



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

各施設でモニタリングを行い、課題認識や解決に向けた取組みの検討を促し、サービス水
準の維持向上に取り組んだため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
毎年度、各施設でモニタリングを行い、課題認識や解決に向けた取組みの検討を促し、サービス水準の維
持・向上につながっている。今後も適切な管理運営を行い、利用の拡大につながるよう定期的なモニタリン
グの実施を行う。

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

各施設でモニタリングを行い、課題認識や解決に向けた取組みの検討を促し、サービス水
準の維持向上に取り組んだため。

活
動
指
標

目標 モニタリングの実施 成
果
指
標

目標
質の高いサービスの提供
指定管理者制度の適正運用

実績 R5年度のモニタリング結果をR6.10月に公開 実績
質の高いサービスの提供
指定管理者制度の適正運用

実績 R4年度のモニタリング結果をR5.10月に公開 実績
質の高いサービスの提供
指定管理者制度の適正運用

活
動
指
標

目標 モニタリングの実施 成
果
指
標

目標

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

各施設でモニタリングを行い、課題認識や解決に向けた取組みの検討を促し、サービス水
準の維持向上に取り組んだため。

質の高いサービスの提供
指定管理者制度の適正運用

目指す姿 指定管理者を適切に管理することで高いサービス水準を維持し、利用の拡大を目指す。

取組内容
事業報告書等の確認や現地調査、必要に応じた指示・助言を通して指定管理者の管理運営をチェック・評価
する。
※これら一連の仕組みを「モニタリング」という。

活
動
指
標

目標 モニタリングの実施 成
果
指
標

目標
質の高いサービスの提供
指定管理者制度の適正運用

実績 R3年度のモニタリング結果をR4.11月に公開 実績
質の高いサービスの提供
指定管理者制度の適正運用

部局名 総務部 所属名 人事課

現状・課題
市民の利用する公共施設の多くに指定管理者制度が導入されているが、この制度は複数年にわたって施設
の管理を委ねる制度であるため、指定管理者による管理運営が適切で良質なサービスの提供が行われてい
るかをチェック・評価する必要がある。

方策 2-3：利便性の向上 通番 47

重点取組 (1)市民サービスの向上
改革区分 仕事の改革

実行項目 ②公共施設の利用拡大、サービス向上



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

導入支援の相談件数は減少したが、研修等により、庁内でデジタル技術は浸透してきてお
り、十分な成果を得ることはできている。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
この３年間でAI-OCR12件とRPA34件の業務導入に至り、それに伴って、職員がより付加価値の高い業務
に着手することができ、業務効率化につながった。今後も引き続き、デジタル技術の活用を浸透させてい
くために研修等により周知を努めていく。

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

導入支援の相談件数は減少したが、昨年度と同等の業務導入に至り、十分な成果を得る
ことができたため。

活
動
指
標

目標
・各課等へのAI-OCR、RPA等の導入支援
・新たなデジタル技術やシステム等の導入検討
・デジタル化に伴う業務プロセス見直しの支援

成
果
指
標

目標
新たなデジタル技術やシステムの導入、既存の
ツール等の利用の拡充により業務プロセスを見
直す。

実績
・各課等へのAI-OCR、RPA等の導入支援を新
たに15件実施

実績
・AI-OCRで5件、RPAで7件の業務導入に至り、
それに伴って業務プロセスの見直しも達成した。

実績
・各課等へのAI・OCR、RPA等の導入支援を新
たに25件実施

実績
・AI-OCRで3件、RPAで13件の業務導入に至
り、それに伴って業務プロセスの見直しも達成し
た。

活
動
指
標

目標
・各課等へのAI-OCR、RPA等の導入支援
・新たなデジタル技術やシステム等の導入検討
・デジタル化に伴う業務プロセス見直しの支援

成
果
指
標

目標

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

AI-OCRとRPAについて、それぞれ年度当初比で導入業務を1.5倍程度に伸ばすことがで
き、十分な成果を得ることができたため。

新たなデジタル技術やシステムの導入、既存の
ツール等の利用の拡充により業務プロセスを見
直す。

目指す姿
デジタル技術（AI・RPAなど）を活用し市民の利便性を向上させるとともに、業務効率化を図り、人的資源を行
政サービスの更なる向上に繋げるため事務のデジタル化を目指す。

取組内容
・導入済みのAI会議録システムやAI‐OCR、RPAを庁内横展開を図るなど利用の拡充を図る。
・本市のDXに有効な新たなデジタル技術やシステム・機器などを積極的に導入する。
・デジタル化にあわせ業務プロセスを見直す。

活
動
指
標

目標
・各課等へのAI-OCR、RPA等の導入支援
・新たなデジタル技術やシステム等の導入検討
・デジタル化に伴う業務プロセス見直しの支援

成
果
指
標

目標
新たなデジタル技術やシステムの導入、既存の
ツール等の利用の拡充により業務プロセスを見
直す。

実績
・各課等へのAI-OCR、RPA等の導入支援を新
たに37件実施

実績
・AI-OCRで4件、RPAで14件の業務導入に至
り、それに伴って業務プロセスの見直しも達成し
た。

部局名 総合政策部 所属名 システム管理課、デジタル戦略課

現状・課題
新型コロナウイルス感染症の影響による「新たな生活スタイル」へ対応するためDXを推進する必要があること
から、本市の情報施策の方向性を示した松山市情報化推進指針2019（令和3年9月改訂）に基づき事務の
デジタル化を進める。

方策 2-3：利便性の向上 通番 48

重点取組 (2)積極的なITの活用
改革区分 仕事の改革

実行項目 ①事務のデジタル化



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
計画に基づき標準準拠システム移行に取り組んだ結果、ベンダーの人材不足により令和6年度末時点
で、移行済み業務と移行中の業務ともに3業務減となったものの、概ね目標値を達成することができた。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

計画に基づき標準準拠システム移行に取り組んだ結果、ベンダーの人材不足により移行
済み業務と移行中の業務ともに3業務減となったものの、概ね目標値を達成することができ
たため。

成果指標基準値 ー

実績 移行予定のシステムについて作業を進めた。 実績
移行済み業務（累計）：2業務/20業務
移行中の業務：9業務

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

計画どおり標準準拠システム移行に取り組んだ結果、ベンダーの人材不足により1業務減
となったものの、概ね目標値を達成することができた。

活
動
指
標

目標
再構築や機器更新、ﾊﾞｰｼﾞｮﾝｱｯﾌﾟ等の時期に
合わせて、標準準拠システムに移行する。 成

果
指
標

目標
移行済み業務（累計）：5業務/20業務
移行中の業務：12業務

実績 移行予定のシステムについて作業を進めた。 実績
移行済み業務（累計）：2業務/20業務
移行中の業務：5業務

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

適正なスケジュール管理により、目標を達成することができたため。

活
動
指
標

目標
再構築や機器更新、ﾊﾞｰｼﾞｮﾝｱｯﾌﾟ等の時期に
合わせて、標準準拠システムに移行する。 成

果
指
標

目標
移行済み業務（累計）：2業務/20業務
移行中の業務：6業務

実績
再構築に合わせて、標準準拠システムに移行し
た。

実績 移行済み業務（累計）：2業務/20業務

目指す姿
国が示す自治体DX推進計画に基づき、基幹業務システム（20業務）を令和7年度末までに、デジタル庁が調
達するガバメントクラウドを活用し、国が策定する標準仕様書に準拠したシステム（以下、「標準準拠システム」
とする。）に移行する。

取組内容
再構築や機器更新、バージョンアップ等により、基幹業務システム（20業務）を、標準準拠システムに移行す
る。

活
動
指
標

目標
再構築や機器更新、ﾊﾞｰｼﾞｮﾝｱｯﾌﾟ等の時期に
合わせて、標準準拠システムに移行する。 成

果
指
標

目標 移行済み業務（累計）：2業務/20業務

部局名 総合政策部 所属名 システム管理課

現状・課題
業務システムは、各自治体が業務機能やデータ項目、帳票レイアウトなど、独自に発展させてきた。その結
果、法改正や制度改正による改修時、各自治体が個別に対応せざるを得ず、負担は大きい。また、国・地方
を通じたデジタル化を進める観点からも、各自治体の業務システムの標準化・共通化が望まれている。

方策 2-3：利便性の向上 通番 49

重点取組 (2)積極的なＩＴの活用
改革区分 仕事の改革

実行項目 ②業務システムの標準化・共通化



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ｓ 上記の成果と
なった理由

行政手続のオンライン化を積極的に推進し、目標を超える実績を得られたため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

成果指標基準値 129手続

基準年度または基準年月日 令和4年3月31日

３ヵ年総括
行政手続のオンライン化を積極的に推進し、３年間を通して目標を超える実績を得ることができ、市民の
利便性向上や行政運営の簡素化・効率化を図ることができた。

達成度 Ｓ 上記の成果と
なった理由

行政手続のオンライン化を積極的に推進し、目標を超える実績を得られたため。

活
動
指
標

目標
行政手続のオンライン化に係るDX推進専門部
会の開催回数　2回 成

果
指
標

目標 オンライン化済手続数：689手続

実績
行政手続のオンライン化に係るDX推進専門部
会の開催回数　2回

実績 オンライン化済手続数：1,160手続

実績
行政手続のオンライン化に係るDX推進専門部
会の開催回数　3回

実績 オンライン化済手続数：768手続

活
動
指
標

目標
行政手続のオンライン化に係るDX推進専門部
会の開催回数　2回 成

果
指
標

目標

達成度 Ｓ 上記の成果と
なった理由

行政手続のオンライン化を積極的に推進し、目標を超える実績を得られたため。

オンライン化済手続数：489手続

目指す姿
紙や対面で行っている現行の手続を単にオンラインに置き換えるのではなく、書面規制・押印・対面規制の見
直し、本人確認や手数料納付のオンライン化、添付書類の省略などを含めBPR（業務改革）の取組を徹底す
る。

取組内容
市民の利便性向上や行政運営の簡素化・効率化、新型コロナウイルス感染症拡大防止等の観点から行政手
続のオンライン化の取組を加速する。

活
動
指
標

目標
行政手続のオンライン化に係るDX推進専門部
会の開催回数　2回 成

果
指
標

目標 オンライン化済手続数：289手続

実績
行政手続のオンライン化に係るDX推進専門部
会の開催回数　4回

実績 オンライン化済手続数：466手続

部局名 総合政策部 所属名 デジタル戦略課

現状・課題
行政手続の多くが書面や対面を前提としており、市民は手続のために開庁時間に合わせて市役所に出向く必
要があったり、職員も、申請内容の入力等に時間を要している。また、コロナ禍にあっては、外出や対面の機会
の低減も求められている。

方策 2-3：利便性の向上 通番 50

重点取組 (2)積極的なITの活用
改革区分 仕事の改革

実行項目 ③行政手続のオンライン化の推進



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ｓ 上記の成果と
なった理由

市および協議会それぞれで情報発信強化、連携強化に取り組んだ。また、令和6年4月に
新たに浮穴地区まちづくり協議会が設立したことで、地域におけるまちづくりの発展につな
がった。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

「現状・課題」について、協議会の設立地区数を最新の情報に更新した。（３３地区は、令和6年５月1日現
在の数値）

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
令和６年４月、２年振りにまちづくり協議会が設立された。また、コロナ禍の影響がなくなるにつれ再開した
まちづくり協議会活動を、市の媒体を活用して年を追うごとに積極的に発信できたほか、ＳＮＳの活用など
各協議会へのデジタル化支援を通じ、協議会自体の積極的な情報発信のサポートをすることができた。

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

コロナ禍以前に復活しつつある協議会の活動を支援、情報発信に取り組んだほか、新たに
１地区で協議会準備会が設立され、地域におけるまちづくりの発展につながった。

活
動
指
標

目標
まちづくり協議会の現状や必要な支援を把握す
るため、役員会や活動などに参加する。

成
果
指
標

目標
イベントや講座でまちづくり協議会の紹介をする
ことで、認知度の向上を図る。

実績
各地区担当職員が積極的に取り組んだほか、コ
ロナ禍で中断していた事務局連絡会を再開し、
協議会間の連携強化につなげた。

実績
フェイスブックの投稿増や、協議会のデジタル化
支援を通じ、情報発信の強化につなげた。

実績
新型コロナ感染症の制約がなくなり、協議会の活動も
以前の状況に復活しつつあり、役員会やイベントへの
参加を通じ、サポートをすることができた。

実績
地域力パワーアップ大会やSNS、まちづくり通信
を通して、各まちづくり協議会の取り組みや地域
の宝を発信した。

活
動
指
標

目標
まちづくり協議会の現状や必要な支援を把握す
るため、役員会や活動などに参加する。 成

果
指
標

目標

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

コロナウイルスの関係でまちづくり協議会の活動が制約されていたが、様々な制約下の中で
開催されたイベントや取り組みを通じて、情報発信に努めた。

イベントや講座でまちづくり協議会の紹介をする
ことで、認知度の向上を図る。

目指す姿 より多くの方に、まちづくり協議会の活動への参加を促し、活動の活性化を目指す。

取組内容 まちづくり協議会の活動を市民に向けて広く発信し、まちづくり協議会について知ってもらう。

活
動
指
標

目標
まちづくり協議会の現状や必要な支援を把握す
るため、役員会や活動などに参加する。 成

果
指
標

目標
イベントや講座でまちづくり協議会の紹介をする
ことで、認知度の向上を図る。

実績
新型コロナウイルスの関係で役員会やイベントの開催
は限定的だったが、開催される場合は参加し、各まち
づくり協議会とコミュニケーションを図った。

実績
地域力パワーアップ大会やSNS、まちづくり通信
を通して、各まちづくり協議会の取り組みや地域
の宝を発信した。

部局名 坂の上の雲まちづくり部 所属名 まちづくり推進課

現状・課題
本市では、住民自治組織である「まちづくり協議会」の普及拡大を推進した結果、33  31（令和5年4月末時点
32）地区でのまちづくり協議会が設置された。今後は、まちづくり協議会の理念や活動を住民により浸透させ、
まちづくりに積極的な参加を促す必要がある。

方策 2-4：協働のまちづくり 通番 51

重点取組 (1)協働意識の醸成、協働の促進
改革区分 仕事の改革

実行項目 ①まちづくり協議会の支援体制等の充実



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ｓ 上記の成果と
なった理由

各審議会担当者が、委嘱替えの際にも女性登用を促進することで、前年度と同等の登用
率を維持した。（女性登用率：全国自治体で４位　出展「令和６年度市区町村女性参画状
況見える化マップ」）

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

・ダイバーシティ推進が課の事務分掌に含まれたため、「男女の」の記載を削除（R6.4）
・女性登用率には行政委員会を含まないことを確認したため、R4成果指標の実績を修正（R6.4）

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括

各課の協力を得ながら、女性登用率40％以上の目標を維持できており、市の施策・方針決定過程への女性の参画に
繋がっている。
今後は、実際の会議等で男女が公平に意見を述べられる環境が実現されているかなど新たな視点での検討が必要に
なってくる。

達成度 Ｓ 上記の成果と
なった理由

各審議会等担当者が、引き続き女性登用を推進し、前年度に続いて過去最高の登用率
を達成した。

活
動
指
標

目標 各課等への意識啓発の実施　年１回以上 成
果
指
標

目標 女性登用率　40％の維持・向上

実績
庁内ワーキンググループ研修　１回
審議会委員委嘱の合議の際にも、登用率向上
に向けた働きかけを行った 。

実績 女性登用率　46.5%

実績
庁内ワーキンググループ研修　１回
審議会委員委嘱の合議の際にも、登用率向上
に向けた働きかけを行った 。

実績 女性登用率　46.5%

活
動
指
標

目標 各課等への意識啓発の実施　年１回以上 成
果
指
標

目標

達成度 Ｓ 上記の成果と
なった理由

各審議会等担当者が、積極的に女性登用を推進し、過去最高の登用率を達成した。

女性登用率　40％の維持・向上

目指す姿
審議会等へ積極的な女性登用の促進に努めることで、女性の参画機会を拡大し、男女の多様な意見が反映
される社会を目指す。

取組内容
審議会等の所管課に対して、市民生活課人権・共生社会推進課で作成している女性人財リストの活用を呼び
かけるなど、女性登用についての意識啓発を行う。また、女性登用率が低い審議会等の所管課には、他の審
議会等の好事例を共有するなどして、達成に向けた取組の支援を行う。

活
動
指
標

目標 各課等への意識啓発の実施　年１回以上 成
果
指
標

目標 女性登用率　40％の維持・向上

実績
庁内ワーキンググループ研修　１回
審議会委員委嘱の合議の際にも、登用率につい
ての説明や周知を行った。

実績 女性登用率　44.1　46.1%

部局名 市民部 所属名 市民生活課人権・共生社会推進課ほか

現状・課題

女性の参画機会を、あらゆる分野での政策等の方針決定過程に拡大していくため、「松山市審議会等の女性
登用計画」に基づき女性登用率向上に取り組んでいる。松山市の審議会等の女性登用率は平均値で43％
（R3.4.1時点)となり、目標の40％を達成しているが、女性登用率が低い審議会等もあるため、引き続き、女性
の登用を積極的に行っていく必要がある。

方策 2-4：協働のまちづくり 通番 52

重点取組 (1)協働意識の醸成、協働の促進
改革区分 仕事の改革

実行項目 ②審議会等への女性の積極的な登用



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

広く呼びかけ、目標値を達成する参加があったことに加え、参加者のアンケート結果も好評
であったため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

成果指標基準値 500人

基準年度または基準年月日 令和3年度

３ヵ年総括
自主防災組織ネットワーク会議の各種研修会を通じて、組織相互の連携を図ることができた。あわせて、
防災学習により、過去の災害での教訓や大規模災害時の自主防災組織の活動などを周知することができ
た。

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

広く呼びかけ、目標値を達成する参加があったことに加え、参加者のアンケート結果も好評
であったため。

活
動
指
標

目標 研修会の開催　年5回 成
果
指
標

目標 研修会への参加人数　延べ1,000人

実績
研修会の開催　年6回
（分科会4、防災ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ、防災研修会、）

実績 研修会への参加人数　延べ1,066人

実績
研修会の開催　年7回
（分科会4、防災ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ、防災研修会、女性
防災士研修会）

実績 研修会への参加人数　延べ1,022人

活
動
指
標

目標 研修会の開催　年5回 成
果
指
標

目標

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

ﾊﾟﾜｰｱｯﾌﾟ大会及び防災ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑについては、広く参加を呼び掛けたが、コロナ禍の影響
もあり、参加人数が目標値に届かなかったため。

研修会への参加人数　延べ1,000人

目指す姿 組織連携の支援と防災学習機会の提供により、地域防災力の強化を図る。

取組内容 自主防災組織をはじめ様々な組織を対象に、最新の防災知識が学べる防災研修を充実させる。

活
動
指
標

目標 研修会の開催　年5回 成
果
指
標

目標 研修会への参加人数　延べ1,000人

実績
研修会の開催　年7回
（ﾊﾟﾜｰｱｯﾌﾟ大会、分科会4、防災ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ、女
性防災士研修会）

実績 研修会への参加人数　延べ917人

部局名 総合政策部防災危機管理部 所属名 防災・危機管理課市民防災安全課

現状・課題
・近年大規模災害が多発しており、多様な組織が連携した災害対応が必要となっている。
・新型コロナウイルスの感染予防など、地域防災に必要な知識や技術は日々変化している。

方策 2-4：協働のまちづくり 通番 53

重点取組 (2)自主防災組織等との協働
改革区分 仕事の改革

実行項目 ①自主防災組織の充実・強化



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

方策 2-4：協働のまちづくり 通番 54

重点取組 (2)自主防災組織等との協働
改革区分 仕事の改革

実行項目 ②全世代への防災リーダーの育成

部局名 総合政策部防災危機管理部 所属名 防災・危機管理課市民防災安全課

現状・課題
市民一人ひとりの防災意識を醸成するために、世代や職域ごとに、防災活動をけん引するリーダーが必要であ
る。

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

コロナウイルスの影響で、目標は達成することは出来なかったが、様々な領域での防災教
育を推進することができたため。

ジュニア防災リーダークラブ200人、
防災リーダークラブ100人、防災エデュケーター
の登録者数　1,500人

目指す姿
産官学民が連携し、全ての世代や職域に防災リーダーを育成する。
防災リーダーを中心に、すべての市民に防災教育を実践して災害に強いまちを目指す。

取組内容
各世代や職域の防災リーダーとなる「ジュニア防災リーダークラブ」「防災リーダークラブ」「防災エデュケー
ター」の登録者数を増やし、それぞれの領域での防災教育を推進する。

活
動
指
標

目標
ジュニア防災リーダークラブ、防災リーダークラ
ブ、防災エデュケーターへの登録呼びかけ　年6
回

成
果
指
標

目標
ジュニア防災リーダークラブ、防災リーダークラ
ブ、防災エデュケーターの登録者数　5001,400
人

実績
防災士養成講座での呼びかけ5回（市4,県1）
年度初めの各学校での周知1回

実績
ジュニア防災リーダークラブ196人
防災リーダークラブ100人
防災エデュケーター81人

実績
防災士養成講座での呼びかけ11回（市4,県7）
年度初めの各学校での周知1回

実績
ジュニア防災リーダークラブ178人、
防災リーダークラブ64人

活
動
指
標

目標
ジュニア防災リーダークラブ、防災リーダークラ
ブ、防災エデュケーターへの登録呼びかけ　年6
回

成
果
指
標

目標

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

目標は達成することは出来なかったが、「防災士フォローアッププログラム」を本格始動する
とともに、新たに企業向けの研修にも取り組み、様々な領域での防災教育を推進することが
できたため。

目標
ジュニア防災リーダークラブ200人、
防災リーダークラブ100人、防災エデュケーター
の登録者数　1,600人

実績
防災士養成講座での呼びかけ11回（市4,県7）
環境防災学1回
年度初めの各学校での周知1回

実績
ジュニア防災リーダークラブ194人、
防災リーダークラブ40人

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

目標は達成することは出来なかったが、新たに「災害時のトイレ対策」や「ペット防災」など、
様々な防災分野の詳細な事項を学ぶ「防災士フォローアッププログラム」に取り組み、様々
な領域での防災教育を推進することができたため。

活
動
指
標

目標
ジュニア防災リーダークラブ、防災リーダークラ
ブ、防災エデュケーターへの登録呼びかけ　年6
回

成
果
指
標

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

・ジュニア防災リーダークラブの算定方法の見直しに伴いR４年度成果目標を修正（R5年3月）
・R5年度から防災エデュケーターを廃止したため、目標を修正（R5年４月）

成果指標基準値 1,300人

基準年度または基準年月日 令和4年3月31日

３ヵ年総括
新たに「災害時のトイレ対策」や「ペット防災」など、様々な防災分野の詳細な事項を学ぶ「防災士フォロー
アッププログラム」を本格始動させるとともに、企業向けの研修会を開催することができ、多くの世代・職域
の防災リーダーの育成につながった。



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

方策 2-4：協働のまちづくり 通番 55

重点取組 (2)自主防災組織等との協働
改革区分 仕事の改革

実行項目 ③民間事業者等との災害協定締結の促進

部局名 所属名

現状・課題
大規模災害発生時等に市民生活の早期安定を図るためには、行政だけでなく民間事業者等とともに「オール
松山市」の体制で救助や復旧活動、被災者支援に対応することが必要である。

総合政策部防災危機管理部 防災・危機管理課危機管理課

達成度 Ｂ 上記の成果と
なった理由

提供いただく物資等は費用負担が発生することもあり、契約の公平や平等性が保てるよう
配慮した結果、新規災害協定締結数は目標に対し６０％に留まったため。

新規災害協定締結数　５件活
動
指
標

目標
新たな災害協定締結に向けて協議を行った団
体数　１０団体 成

果
指
標

目標

実績
新たな災害協定締結に向けて協議を行った団
体数　１０団体

実績 新規災害協定締結数　0件

目指す姿
大規模災害発生時等に、民間事業者と連携して物資・飲料水の提供、避難所、交通・輸送などの応援体制
を強化する。

取組内容 民間事業者等との災害協定締結の充実を図る。

活
動
指
標

目標
新たな災害協定締結に向けて協議を行った団
体数　１０団体 成

果
指
標

目標 新規災害協定締結数　５件

実績
新たな災害協定締結に向けて協議を行った団
体数　５団体

実績 新規災害協定締結数　３件

Ｃ

達成度 Ｂ 上記の成果と
なった理由

新たな災害協定締結に向け多くの民間事業者との協議を行うことはできたが、災害協定の
締結に至った団体数が目標の６０％に留まったため。

新規災害協定締結数　５件

実績
新たな災害協定締結に向けて協議を行った団
体数　17団体

実績 新規災害協定締結数　３件

達成度
上記の成果と
なった理由

新たな災害協定締結に向けて様々な業種の企業と協議を行っているが、詳細な締結内容
の検討の必要があり、当年度中に締結まで至らなかったため。

活
動
指
標

目標
新たな災害協定締結に向けて協議を行った団
体数　１０団体 成

果
指
標

目標

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

成果指標基準値 166

基準年度または基準年月日 令和4年3月31日

３ヵ年総括
全国で大規模災害が頻発し、民間事業者の防災に関する意識が大きく向上する中で、多くの団体と災害協定締結に
向けた協議を行うことができた。一方で、公平性や平等性の担保、提案と必要性の乖離などから、協定締結に至る団
体は少数に留まるため、今後も様々な団体と協議を重ねる必要がある。



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

開催回数が目標に達しなかったものの、地域別に加え、世代別のタウンミーティングを５回
実施することで、幅広い世代の方々と対話する機会を確保でき、参加者アンケートでは約９
８％の方から「満足」との回答を頂くなど、一定の成果が得られたため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
アンケートの参加者満足度が高い水準で推移しており、市民と行政が互いの役割を認識しながら意見交換
を重ねることで、協働のまちづくりを着実に進めることができた。

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

タウンミーティングを目標通り８回実施できた。また、参加者アンケートでは、約９５％の方か
ら「満足」との評価を頂いているため。

活
動
指
標

目標 タウンミーティングの開催回数 ８回 成
果
指
標

目標 市民と市長が直接対話する機会の創出

実績 タウンミーティングの開催回数 ７回 実績 市民と市長が直接対話する機会の創出

実績 タウンミーティングの開催回数 ８回 実績 市民と市長が直接対話する機会の創出

活
動
指
標

目標 タウンミーティングの開催回数 ８回 成
果
指
標

目標

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

新型コロナウイルスの影響で目標の実施回数には届かなかったものの、感染状況等を見極
めながら感染防止対策を十分にとった上で開催できた。また、参加者アンケートでは約９
２％の方から「満足」との評価を頂いているため。

市民と市長が直接対話する機会の創出

目指す姿 市民と行政がそれぞれの役割について考えることで、協働のまちづくりや市民主体のまちづくりを進める。

取組内容
地域の課題や魅力を共有するためにタウンミーティングを開催し、市民と市長が直接対話する機会を創出す
る。また、市政情報を分かりやすく紹介する「広報タイム」も活用し、市民との対話の充実を図る。

活
動
指
標

目標 タウンミーティングの開催回数 ８回 成
果
指
標

目標 市民と市長が直接対話する機会の創出

実績 タウンミーティングの開催回数 ２回 実績 市民と市長が直接対話する機会の創出

部局名 市民部 所属名 タウンミーティング課

現状・課題
市民との協働のまちづくりを推進するため、市長と直接対話する「タウンミーティング」を平成２３年１月から市内
４１地区等で開催しているが、引き続き、市民と市長の対話を活発化する必要がある。

方策 2-4：協働のまちづくり 通番 56

重点取組 (3)広聴事業の充実
改革区分 仕事の改革

実行項目 ①タウンミーティングの充実



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ｂ 上記の成果と
なった理由

職員数は、部署間の業務負担の平準化に向けた人員配置に取り組んだ一方、インバウンド
誘致や子ども関連施策、防災対策などの重点施策の推進体制を強化したことで目標値を
達成できなかったため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

成果指標基準値 3,394人

基準年度または基準年月日 令和4年4月1日

３ヵ年総括
部署間の業務負担の平準化に向けた人員配置に取り組んでいるものの、行政課題への対応強化や重点
施策の推進体制の強化のためには増員が必要であり、増加傾向にある。今後の人口減少を踏まえると、
適正な定員管理が必要。

達成度 Ｂ 上記の成果と
なった理由

職員数は、新型コロナウイルス感染症対策やマイナンバーカード関係の業務が減少したこと
で前年度に比べ減少した一方、ねんりんピックの開催など重点施策の推進体制を強化した
ことで目標値を達成できなかったため。

活
動
指
標

目標 職員数の適正管理 成
果
指
標

目標 職員数　3,309人以下

実績 職員数の適正管理に努めた。 実績
職員数3,420人
（任期付職員を除くと3,367人）

実績 職員数の適正管理に努めた。 実績
職員数3,387人
（任期付職員を除くと3,326人）

活
動
指
標

目標 職員数の適正管理 成
果
指
標

目標

達成度 Ｂ 上記の成果と
なった理由

再任用フルタイム職員の増加、新型コロナウイルス感染症対策やマイナンバーカード関係
事務の対応強化等を目的とした任期付職員の増加により目標値を達成できなかったため。

職員数　3,309人以下

目指す姿 合併前の旧松山市の職員数（3,309人）以下を維持

取組内容
行政需要の増加に対応するため、民間活力や事務事業の見直しなどに取り組み、職員数の適正化を図ること
により、効率的な行政経営の推進を図る。

活
動
指
標

目標 職員数の適正管理 成
果
指
標

目標 職員数　3,309人以下

実績 職員数の適正管理に努めた。 実績
職員数3,394人
（任期付職員を除くと3,341人）

部局名 総務部 所属名 人事課

現状・課題
現在、総職員数について、合併前の旧松山市の職員数（3,309人）以下を維持しているが、今後も職員数の
適正管理を実施していく必要がある。

方策 3-1：組織管理体制 通番 57

重点取組 (1)執行体制の見直し
改革区分 組織の改革

実行項目 ①定員管理の適正化



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

Ｒ６年度に実施した組織改正調査の中で、前回の組織改正の事後検証を新たに行うな
ど、行政ニーズや組織の課題等を把握し、社会情勢や市民ニーズに対応できる体制が整
備されたと考えられるため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括 毎年度、社会情勢や市民ニーズに応じた体制が整備されたと考えられる。

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

社会情勢や市民ニーズに対応できる体制が整備されたと考えられるため。

活
動
指
標

目標 行政ニーズや組織の課題等の把握 成
果
指
標

目標 行政ニーズ等を踏まえた組織再編を行う。

実績
組織改正・事務移管に関する全庁調査や関係
課にヒアリングを実施し、行政ニーズや組織の課
題等を把握した。

実績
市民サービスの向上と業務効率化等に取り組む
ため、都市整備部・開発建築部の再編など、令
和7年4月に組織再編を行った。

実績
組織改正・事務移管に関する全庁調査や関係
課にヒアリングを実施し、行政ニーズや組織の課
題等を把握した。

実績
市民サービスの向上と業務効率化等に取り組む
ため、防災危機管理部の新設や福祉推進部の
再編など、令和6年4月に組織再編を行った。

活
動
指
標

目標 行政ニーズや組織の課題等の把握
成
果
指
標

目標

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

社会情勢や市民ニーズに対応できる体制が整備されたと考えられるため。

行政ニーズ等を踏まえた組織再編を行う。

目指す姿
組織再編をとおして、社会情勢の急激な変化に伴って複雑・多様化する行政ニーズに対応し、最小の経費で
最大の効果を上げる

取組内容
複雑・多様化する行政ニーズに対応し、最小の経費で最大の効果を上げることができるよう、組織再編の検討
を行う。

活
動
指
標

目標 行政ニーズや組織の課題等の把握 成
果
指
標

目標 行政ニーズ等を踏まえた組織再編を行う。

実績
組織改正・事務移管に関する全庁調査や全所
属を対象にヒアリングを実施し、行政ニーズや組
織の課題等を把握した。

実績
子育て環境の整備や少子化対策を推進するた
め、令和５年４月にこども家庭部を新設するな
ど、組織再編を行った。

部局名 総務部 所属名 人事課

現状・課題
令和３年4月に上下水道事業を統合するなど、効果・効率的な組織体制づくりをすすめてきたが、突発的な感
染症への対応や、急速に進む社会のデジタル化などの社会情勢の急激な変化に対応できるよう、引き続き最
適な組織体制を検討していく必要がある。

方策 3-1：組織管理体制 通番 58

重点取組 (1)執行体制の見直し
改革区分 組織の改革

実行項目 ②組織機構の再編



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ｂ 上記の成果と
なった理由

不適切事例や不祥事案の発生の防止に努めたが、不祥事案が発生したため、コンプライア
ンス意識を高める周知・啓発や研修等を通して再発防止を徹底する。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
ヒヤリ・ハット事案に関する対応策等の情報を庁内で周知することができた。
不適切事例や不祥事案の発生を防止することにつながっていると思われる。

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

収集したヒヤリ・ハット事案をコンプライアンス通信に掲載し、原因や対策などを周知すること
で、再発防止につなげたため。

活
動
指
標

目標
ヒヤリ・ハット事案を収集し、対応策等を共有す
る。 成

果
指
標

目標 不適切事例や不祥事案の発生を防止する。

実績
四半期ごとに所属長からヒヤリ・ハット事案を収
集し、コンプライアンス通信で事案を活用した不
祥事防止の周知啓発を行った。

実績 不適切事例や不祥事案の発生を防止した。

実績
四半期ごとに所属長からヒヤリ・ハット事案を収
集し、コンプライアンス通信で事案を活用した不
祥事防止の周知啓発を行った。

実績 不適切事例や不祥事案の発生を防止した。

活
動
指
標

目標
ヒヤリ・ハット事案を収集し、対応策等を共有す
る。 成

果
指
標

目標

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

収集したヒヤリ・ハット事案をコンプライアンス通信に掲載し、原因や対策などを周知すること
で、再発防止につなげたため。

不適切事例や不祥事案の発生を防止する。

目指す姿 ヒヤリ・ハット事案に対し、組織的に対応策を講じることを目指す。

取組内容
事案に関する対応策を含めた情報を庁内で広く共有することによって、他の所属でも不適切事例や不祥事案
の防止につなげていく。これらを繰り返していくことにより、日常的な行動を変え、不適切事例や不祥事案を防
止することにつなげていく。

活
動
指
標

目標
ヒヤリ・ハット事案を収集し、対応策等を共有す
る。 成

果
指
標

目標 不適切事例や不祥事案の発生を防止する。

実績
四半期ごとに所属長からヒヤリ・ハット事案を収
集し、コンプライアンス通信で事案を活用した不
祥事防止の周知啓発を行った。

実績 不適切事例や不祥事案の発生を防止した。

部局名 総務部 所属名 人事課

現状・課題
1件の重大な事故の背景には、29件の軽微な事故があり、更にその背景には3,000件のヒヤリ・ハット事案があ
ると言われているため、事案を共有し、不適切事例や不祥事案を未然に防ぐ必要がある。

方策 3-1：組織管理体制 通番 59

重点取組 (2)業務リスクマネジメントの徹底
改革区分 組織の改革

実行項目 ①ヒヤリ・ハット事案の共有



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

改訂したBCPの内容を踏まえ、BCP訓練を実施したため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

令和４年度中に当該計画の改訂を行い、令和５年度の目標を達成したため、目標を再設定(R5年4月)

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
BCPの改訂から訓練の実施までを行うことができた。
今後は訓練の規模を広げ、更なる実効性の向上につなげていきたい。

達成度 Ｃ 上記の成果と
なった理由

関係課との協議は進んでいるが、実施要領の策定には至らなかったため。

活
動
指
標

目標
改訂した業務継続計画（BCP）を用いた訓練の
実施 成

果
指
標

目標 訓練を実施し、実効性を確認する。

実績
改訂した業務継続計画（BCP）を用いて、関係課
と合同で訓練を実施した。

実績
訓練を通して、優先業務の確認や新たな課題を
抽出することができた。

実績
令和6年度の訓練実施に向けた関係課との検討
を行った。

実績
訓練実施時期等の協議は行っているが、実施
要領の策定には至っていない。

活
動
指
標

目標
業務継続計画（BCP）の改訂を実施
訓練実施に向けた実施要領の検討 成

果
指
標

目標

達成度 Ｓ 上記の成果と
なった理由

令和４年度は改訂に向けた協議のみの予定であったが、平成29年の策定時から大きく組
織改編がされていたこと、施設や設備の変更があったことなどから、令和5年3月に改訂を
行った。また、「非常時優先業務の概要」も修正したことで、発災時においても更に適切な
業務を行うことが可能となった。

協議内容を反映し、改訂を完了する。
訓練実施要領の策定

目指す姿 災害時に優先する業務が円滑に継続できる計画を目指す。

取組内容 実行性のある業務継続計画（BCP）とするため改訂を行う。また、組織改編にあわせ、毎年度見直しを行う。

活
動
指
標

目標 業務継続計画（BCP）改訂に向けた協議を実施 成
果
指
標

目標 各部局の役割分担を明確化する。

実績
松山市業務継続計画（BCP）の改訂に向けて人
事課と協議を実施し、令和５年３月に改訂を行っ
た。

実績
「非常時優先業務の概要」を修正し、各部局の役割
分担を明確化するとともに、社会情勢やニーズの変化
に対応した。

部局名 総合政策部防災危機管理部、総務部 所属名 防災・危機管理課危機管理課、人事課

現状・課題
　近い将来の大規模災害が想定されるなか、災害時に資源（人、物、情報等）が制約を受けた場合でも、行政
の一定の業務を的確に行えるよう業務継続計画（BCP）を随時見直し、その対策を事前に準備しておくことが
必要である。

方策 3-1：組織管理体制 通番 60

重点取組 (3)危機管理体制の強化
改革区分 組織の改革

実行項目 ①業務継続計画（BCP）の随時の見直し



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ｃ 上記の成果と
なった理由

通常時業務マニュアルの運用方法の検討に時間を要しており、同マニュアルの更新及び
非常時優先業務マニュアルの作成依頼には至らず、マニュアルを整備することができな
かったため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
業務ごとに必要なマニュアルの程度が異なる中で、全庁統一のマニュアルを運用していくことの是非を検
討していく必要があり、整備することができなかった。

達成度 Ｃ 上記の成果と
なった理由

通常時業務マニュアルの運用方法の検討に時間を要しており、同マニュアルの更新及び
非常時優先業務マニュアルの作成依頼には至らず、マニュアルを整備することができな
かったため。

活
動
指
標

目標 通常時・非常時優先業務マニュアルの更新依頼
成
果
指
標

目標
通常時・非常時優先業務マニュアルを最新の
状態に保つ

実績

・通常時マニュアルの更新及び非常時優先業
務マニュアルの作成依頼に至らなかった。
・マニュアルの作成状況について中核市照会を
実施。

実績

・通常時業務マニュアルを最新の状態に保つこ
とができなかった。
・非常時優先業務マニュアルの再整備には至ら
なかった。

実績
通常時業務マニュアルの運用方法の検討に時間を
要し、同マニュアルの更新及び非常時優先業務マ
ニュアルの作成依頼に至らなかった。

実績

・通常時業務マニュアルを最新の状態に保つことがで
きなかった。
・非常時優先業務マニュアルの再整備には至らな
かった。

活
動
指
標

目標 通常時・非常時優先業務マニュアルの更新依頼
成
果
指
標

目標

達成度 Ｂ 上記の成果と
なった理由

R４年度末の業務継続計画の改定にあわせ、非常時優先業務の対象業務を見直したた
め、非常時優先業務マニュアルの再整備は見送ることとした。
R5年度以降、通常時業務マニュアルとあわせて作成・更新手順を検討していく。

通常時・非常時優先業務マニュアルを最新の
状態に保つ

目指す姿
通常時業務マニュアルを最新の状態に保つとともに非常時優先業務マニュアルを再整備し、危機管理体制
の強化を図る。

取組内容
通常時業務マニュアルの更新手順及び非常時優先業務マニュアルの作成手順を作成し、全庁に依頼・周
知する。

活
動
指
標

目標
通常時業務マニュアル更新手順及び非常時優
先業務マニュアル作成手順の作成・依頼 成

果
指
標

目標
・通常時業務マニュアルを最新の状態に保つ
・非常時優先業務マニュアルの再整備

実績
通常時業務マニュアルは全庁統一様式で再整備で
きたが、その後の更新手順や非常時優先業務マニュ
アルの作成手順の作成には至らなかった。

実績

・通常時業務マニュアルは最新の状態に保つことがで
きた。
・非常時優先業務マニュアルの再整備には至らな
かった。

部局名 総務部 所属名 人事課

現状・課題
令和3年度から令和4年度にかけて各所属の通常時マニュアルの更新に取り組んでいる。今後は、感染症や
年々高まっている自然災害のリスクに備え、非常時の業務継続を目的としたマニュアルをより実用的なものに
しておく必要がある。

方策 3-1：組織管理体制 通番 61

重点取組 (3)危機管理体制の強化
改革区分 組織の改革

実行項目 ②業務マニュアル・フローの充実



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

基準年度または基準年月日 令和3年度

３ヵ年総括
計画に基づき標準準拠システム移行に取り組んだ結果、令和５年度はクラウド移行完了の目標に対して、
ベンダーの人材不足により1システム減となったものの、概ね目標値を達成することができた。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

成果指標基準値 移行完了：7システム

実績
再構築に合わせて、業務システム等をクラウド化
した。

実績
クラウド移行完了：1システム
クラウド移行実施中：5システム

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

適正なスケジュール管理により、目標を達成することができたため。

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

計画どおり標準準拠システム移行に取り組んだ結果、概ね当初の目標を達成できたが、ベ
ンダーの人材不足により、クラウド移行完了が1システム未達となったため。

活
動
指
標

目標
再構築や機器更新の時期に合わせて、業務シ
ステム等をクラウド化する。 成

果
指
標

目標
クラウド移行完了：1システム
クラウド移行実施中：5システム

実績
再構築に合わせて、業務システム等をクラウド化
した。

実績
クラウド移行完了：3システム
クラウド移行実施中：3システム

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

適正なスケジュール管理により、目標を達成することができたため。

活
動
指
標

目標
再構築や機器更新の時期に合わせて、業務シ
ステム等をクラウド化する。 成

果
指
標

目標
クラウド移行完了：4システム
クラウド移行実施中：2システム

実績
再構築に合わせて、業務システム等をクラウド化
した。

実績 クラウド移行完了：3システム

目指す姿 庁舎被災時でも業務が継続できるシステムを構築する。

取組内容 庁舎内に設置している基幹業務システム等を、外部のデータセンターに設置（クラウド化）する。

活
動
指
標

目標
再構築や機器更新の時期に合わせて、業務シ
ステム等をクラウド化する。 成

果
指
標

目標 クラウド移行完了：3システム

部局名 総合政策部 所属名 システム管理課

現状・課題
住民基本台帳や税務などの基幹業務システムは、庁舎内に設置されている。今後、発生が予測されている南
海トラフ巨大地震などにより、庁舎が被害を受けた際にも、業務が継続できるシステムの構築が必要である。

方策 3-1：組織管理体制 通番 62

重点取組 (3)危機管理体制の強化
改革区分 組織の改革

実行項目 ③システムのクラウド化の推進



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ｓ
上記の成果

と
なった理由

各ページの見やすさに加え、ほしい情報がすぐに分かるようなホームページの
構成に努めたことで、マイナ保険証など市民の関心の高いページへの誘致が
成功したため。

上記の記載事項を変
更した場合、その理由
等

成果指標基準値 3,300万アクセス

基準年度または基準年月日 令和2年3月31日

３ヵ年総括
掲載内容やホームページの構成を見直し、閲覧者にとって見やすくて分かりやすいホーム
ページに取り組む同時に、業務担当者の意識改革につながった

達成度 Ｓ
上記の成果

と
なった理由

各ページの見やすさに加え、検索エンジンでヒットしやすくなるよう、コンテンツ
の名称などを意識してページの作成に努めたため。

活
動
指
標

目標
閲覧者にとってさらに見やすく、 扱いやす
いホームページとすることで、閲覧数（広
報・啓発・周知機会）の増加を目指す。 成

果
指
標

目標

年間アクセス３６３０万件以上
（コロナ禍前の令和元年度アクセス件数
約３３００万アクセスに対し、３年で10%増
を目指す）

実績
広報広聴主任者会議や庁内報つばきで
各職員に分かりやすいホームページの作
成方法を共有した。

実績 年間アクセス約３７００万件

実績
広報広聴主任者会議などで各職員に分
かりやすいホームページの作成方法を共
有した。

実績 年間アクセス約３５００万件

活
動
指
標

目標
閲覧者にとってさらに見やすく、 扱いやす
いホームページとすることで、閲覧数（広
報・啓発・周知機会）の増加を目指す。

成
果
指
標

目標

達成度 Ｓ
上記の成果

と
なった理由

コロナの情報発信を高頻度に行ったこととSNS（LINE）とホームページを連動し
て広報に努めたため。

年間アクセス３５００万件以上
（コロナ禍前の令和元年度アクセス件数
約３３００万アクセスに対し、３年で10%増
を目指す）

目指す姿
掲載情報、場所、構成等を見直すことで、 閲覧者が見やすく、 扱いやすいホームページを目
指す。

取組内容
令和４年２月にリニューアルしたホームページについて、運用の中から課題を発見し、随時修正
していく。

活
動
指
標

目標
閲覧者にとってさらに見やすく、 扱いやす
いホームページとすることで、閲覧数（広
報・啓発・周知機会）の増加を目指す。

成
果
指
標

目標

年間アクセス３４００万件以上
（コロナ禍前の令和元年度アクセス件数
約３３００万アクセスに対し、３年で10%増
を目指す）

実績
3月末にホームページを見やすくするため
にホームページの作成マニュアル等を更
新し各課に通知した。

実績 年間アクセス約３７００万件

部局名 秘書広報部総合政策部 所属名 シティプロモーション推進課

現状・課題
市民などに対して広く情報提供に努め、行政の透明化を一層推進していくためには、閲覧者が
必要とする情報を分かりやすく掲載し、より早く、確実に得られるよう利用者目線での情報掲
載、ページ構成の見直し、充実が必要となっている。

方策 3-2：市政の透明化 通番 63

重点取組 (1)情報提供・共有の徹底
改革区分 組織の改革

実行項目 ①市ホームページの充実



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ｓ 上記の成果と
なった理由

効果の低いサイトの廃止や新サイトの必要性を審査したことで、大きな効果が期
待できないサイトの乱立を防ぐなど、適正なサイトの運営を促すことができたた
め。

上記の記載事項を変
更した場合、その理由
等

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
１番大きな成果は、業務担当者自身が個々のサイトの役割や求める効果を再確認したこと。
また、その効果を念頭に適切なサイト運用を心掛けてくれるようになったことだと考えている。
職員の意識改革が効果的な情報発信の底上げにつながった。

達成度 Ｓ 上記の成果と
なった理由

効果の低いサイトの廃止や新サイトの必要性を審査したことで、大きな効果が期
待できないサイトの乱立を防ぐなど、適正なサイトの運営を促すことができたた
め。

活
動
指
標

目標
既存サイトの効果検証および、新規作成
サイトの必要性の審査 成

果
指
標

目標
本市が運営する各ウェブサイトが、閲覧者
にとって分かりやすく、効率良く効果的に
情報発信ができる環境を整える。

実績

新設希望２サイトのうち、１件を認め（もう１件は
却下）、改善案件の２サイトは費用対効果や波
及効果を重視した改善案を提案するなど適正
化を行った。

実績
審査を踏まえ、今後の方針を決めたこと
で、より効果的な情報発信に向けた改善
が可能となった。

実績
令和４年度に審査した改善、廃止・縮小の計１
３件について、今後の方針を検討するよう促
し、改善：１件、見直し６件、廃止６件に導いた。

実績
審査を踏まえ、今後の方針を決めたこと
で、より効果的な情報発信に向けた改善
が可能となった。

活
動
指
標

目標
既存サイトの効果検証および、新規作成
サイトの必要性の審査 成

果
指
標

目標

達成度 Ｓ 上記の成果と
なった理由

効果の低いサイトの廃止や新サイトの必要性を審査したことで、大きな効果が期
待できないサイトの乱立を防げたことや、R5年度以降に向けてサイトの改善や
統廃合を行うための計画を立てることができたため。

本市が運営する各ウェブサイトが、閲覧者
にとって分かりやすく、効率良く効果的に
情報発信ができる環境を整える。

目指す姿
各担当課が「ウェブサイト制作・運用ガイドライン」に沿って、適正なサイト運用を行うことで、効果
的な情報発信につなげる。

取組内容
「ウェブサイト制作・運用ガイドライン」を策定し、サイト新設時の要件や、効果検証用の指標の設
定方法等を定めるなど、外部ウェブサイトの審査、確認等の体制を整え、適正なサイト運用を促
す。

活
動
指
標

目標
既存サイトの効果検証および、新規作成
サイトの必要性の審査 成

果
指
標

目標
本市が運営する各ウェブサイトが、閲覧者
にとって分かりやすく、効率良く効果的に
情報発信ができる環境を整える。

実績

新サイト作成の必要性審査（結果として作成せ
ず）、及び３４の既存サイトの効果検証を行い、
適正：２１件、改善：４件、廃止・縮小：９件に分
類した。

実績
効果検証にて改善点などが分類できたこ
とで、より効果的な情報発信に向けた改
善が可能となった。

部局名 秘書広報部、総合政策部、総務部 所属名 シティプロモーション推進課、システム管理課、人事課

現状・課題

現在、本市には公式ホームページのほかに複数の外部ウェブサイトがあり、観光情報や各種イ
ベント情報の発信等に活用している。一方で、各ウェブサイトが類似の内容を発信していたり、閲
覧数が少なく費用対効果の低いサイトがあったりするなど、効果的な情報発信に課題を有してい
る。

方策 3-2：市政の透明化 通番 64

重点取組 (1)情報提供・共有の徹底
改革区分 組織の改革

実行項目 ②外部ウェブサイトの適正管理



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

市民にとって分かりやすいシートになるよう項目の精査及び担当課によるチェックを繰り返
し、予定通り事務事業シートを公表することができたため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
市民にとって分かりやすいシートになるよう項目の集約を行ったほか、事業評価に繋げるため、作成対象の
すべての事務事業に指標を設定するよう改めるなどの改善を行いながら、３ヵ年継続して事務事業シート
を公表することができた。

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

市民にとっての分かりやすいシートになるよう項目の集約を行ったほか、事業評価につなげ
るため、作成対象の全ての事務事業に指標を設定するよう改めるなど抜本的に見直し、予
定通り事務事業シートを公表することができたため。

活
動
指
標

目標 事務事業シートの作成、公表 成
果
指
標

目標 積極的な情報公開を進め、説明責任を果たす。

実績
シートの項目を精査し、担当課による作成及び
チェックを経て9月30日に公表した。

実績
説明責任を果たすことにつながったと考えられ
る。

実績
項目の集約やすべての事務事業に指標を設定
するよう改めるなど様式を抜本的に見直し、9月
29日に公表した。

実績
説明責任を果たすことにつながったと考えられ
る。

活
動
指
標

目標 事務事業シートの作成、公表 成
果
指
標

目標

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

市民にとっての分かりやすさという視点で、項目の精査及び担当課によるチェックを繰り返
し、予定通り事務事業シートを公表することができたため。

積極的な情報公開を進め、説明責任を果たす。

目指す姿 事務事業シートの公表により、行政としての説明責任を果たす。

取組内容 事務事業シートを公表するとともに、記載内容の充実を図る。

活
動
指
標

目標 事務事業シートの作成、公表 成
果
指
標

目標 積極的な情報公開を進め、説明責任を果たす。

実績
シートの項目を精査し、担当課による作成及び
チェックを経て9月30日に公表した。

実績
説明責任を果たすことにつながったと考えられ
る。

部局名 総務部 所属名 人事課

現状・課題
限られた経営資源を有効に活用し、市民ニーズに対応した事業を実施することは行政としての使命であり、そ
の成果等についても毎年報告すべきであるとの考えから、事務事業の目的、取組内容、予算、成果等の事業
の内容を記載した「事務事業シート」を市ホームページで公表している。

方策 3-2：市政の透明化 通番 65

重点取組 (2)説明責任の徹底
改革区分 組織の改革

実行項目 ①事務事業シートの公表



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ｂ 上記の成果と
なった理由

目標管理に基づく評価制度の運用を行い、組織力等の向上に繋げることはできたが、新た
な活用方法の取りまとめを行うことができなかったため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
目標管理に基づく評価制度の運用を行い、組織力等の向上に繋げることはできたが、新たな活用方法の
取りまとめを行うことができなかったため、引き続き、人事評価のフィードバックの手法について検討する必
要がある。

達成度 Ｂ 上記の成果と
なった理由

目標管理に基づく評価制度の運用を行い、組織力等の向上に繋げることはできたが、新た
な活用方法の取りまとめを行うことができなかったため。

活
動
指
標

目標 人事評価の新たな活用法の検討・構築 成
果
指
標

目標
職員一人一人の意識、モチベーションと組織力
の向上

実績
目標管理による人事評価制度を適正に運用し
たほか、会計年度任用職員の業績評価を開始
した。

実績
各職員の意識・組織力向上に繋げることができ
た。

実績
目標管理による人事評価制度を適正に運用し
たほか、労務職の評価制度を開始した。

実績
各職員の意識・組織力向上に繋げることができ
た。

活
動
指
標

目標 人事評価の新たな活用法の検討・構築 成
果
指
標

目標

達成度 Ｂ 上記の成果と
なった理由

目標管理に基づく評価制度の運用を行い、組織力等の向上に繋げることはできたが、新た
な活用方法の取りまとめを行うことができなかったため。

職員一人一人の意識、モチベーションと組織力
の向上

目指す姿 人事評価を職員の意識改革につなげ、組織力の向上を図る。

取組内容 人事評価の結果を、個々の職員に応じた人材育成に反映できるよう、人事評価の新たな活用法を検討する。

活
動
指
標

目標 人事評価の新たな活用法の検討・構築 成
果
指
標

目標
職員一人一人の意識、モチベーションと組織力
の向上

実績
目標管理による人事評価制度を適正に運用し
たほか、R5年度の運用開始に向け、労務職の
評価制度を改めた。

実績
各職員の意識・組織力向上に繋げることができ
た。

部局名 総務部 所属名 人事課

現状・課題
人事評価の結果は、任用や給与制度等に反映し職員のモチベーションの向上につなげているが、人材育成の
面でも活用し、更なる意識改革を促す必要がある。

方策 3-3：総合的な人事制度 通番 66

重点取組 (1)新人事評価制度の構築
改革区分 組織の改革

実行項目 ①人事評価の人材育成への活用



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

目標としていた研修を実施したほか、新任部長・副部長研修や新規採用職員の配属先所
属長に対して説明会を行い、適正な人事評価について再周知した。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
目標としていた研修を実施したほか、新任部長・副部長研修や新規採用職員の配属先所属長に対して説
明会を行い、適正な人事評価について再周知することで、職員一人ひとりのモチベーションを高めるための
指導能力の向上に努めた。

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

目標としていた研修を実施したほか、新任部長・副部長研修や新規採用職員の配属先所
属長に対して説明会を行い、適正な人事評価について再周知した。

活
動
指
標

目標
人事・労務管理研修、評価者・被評価者研修の
実施 成

果
指
標

目標 評価者による公平、公正な評価

実績
人事・労務管理研修　1回実施
評価者・被評価者研修　1回実施

実績 研修の実施等で、公平・公正な評価に繋げた。

実績
人事・労務管理研修　1回実施
評価者・被評価者研修　1回実施

実績 研修の実施等で、公平・公正な評価に繋げた。

活
動
指
標

目標
人事・労務管理研修、評価者・被評価者研修の
実施 成

果
指
標

目標

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

目標としていた研修を実施したほか、これらの内容が研修メニューに組み込まれたインター
ネット動画研修を導入し、自発的に学習できる機会を整備した。

評価者による公平、公正な評価

目指す姿 組織全体のモチベーションが高まり、市民サービスの向上につながる。

取組内容 研修等を通じ、管理職の評価、指導能力の向上を図る。

活
動
指
標

目標
人事・労務管理研修、評価者・被評価者研修の
実施 成

果
指
標

目標 評価者による公平、公正な評価

実績
人事・労務管理研修、評価者・被評価者研修を
各１回、実施した。

実績 研修の実施等で、公平・公正な評価に繋げた。

部局名 総務部 所属名 人事課

現状・課題
評価者となる管理職の公平、公正な判断能力とともに、職員一人ひとりのモチベーションを高めるための指導
能力の向上が求められている。

方策 3-3：総合的な人事制度 通番 67

重点取組 (1)新人事評価制度の構築
改革区分 組織の改革

実行項目 ②管理職の評価能力、指導能力の向上



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ｂ 上記の成果と
なった理由

管理職を目指す女性職員の割合が目標値に届かず、キャリアデザイン研修の内容の見直
しは実施したが、人事課主催の研修は１回だけだったため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

成果指標基準値 ①17名、②54％

基準年度または基準年月日 令和3年度

３ヵ年総括
継続して、キャリアデザイン研修を実施し、研修の受講者数は年々増加したが、管理職を目指す女性職員
の割合は増減があり、目標には及ばなかった。

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

管理職を目指す女性職員の割合は目標以上を達成したが、キャリアデザイン研修の受講
希望者が目標値に届かなかった事や、人事課主催の研修は１回だけだったため。

活
動
指
標

目標
研修内容の見直し
研修の実施　2回 成

果
指
標

目標
①研修の受講者数　40名
②管理職を目指す女性職員の割合　80％

実績
・他業種の女性管理職に講話をいただく等、研修を通じて、
働く女性の事例に触れる機会を設定。
・キャリアデザイン研修を1回実施。

実績
①研修の受講者数　24名
②管理職を目指す女性職員の割合　72.3％

実績
・他業種の女性管理職に講話をいただく等、研修を通じて、
働く女性の事例に触れる機会を設定。
・キャリアデザイン研修を1回実施。

実績
①研修の受講者数　23名
②管理職を目指す女性職員の割合　77.1％

活
動
指
標

目標
研修内容の見直し
研修の実施　2回 成

果
指
標

目標

達成度 Ｂ 上記の成果と
なった理由

管理職を目指す女性職員の割合は目標以上を達成したが、キャリアデザイン研修の受講
希望者が目標値に届かなかったため。

①研修の受講者数　35名
②管理職を目指す女性職員の割合　70％

目指す姿 管理職を目指す女性職員を育成し、管理職に占める女性職員の割合を現在よりも高めていく。

取組内容
女性のキャリアアップにつながる研修を実施するとともに、多くの女性職員が研修を受講できるよう、研修内容
や募集方法を見直す。

活
動
指
標

目標
研修内容の見直し
研修の実施　2回 成

果
指
標

目標
①研修の受講者数　30名
②管理職を目指す女性職員の割合　60％

実績

・管理職を目指す女性職員のロールモデルとして、他自治体
の女性管理職を招聘した研修を１回実施。
・キャリアデザインが研修メニューに組み込まれたインター
ネット動画研修を導入。

実績
①研修の受講者数　20名
②管理職を目指す女性職員の割合　66.9％

部局名 総務部 所属名 人事課

現状・課題
管理職を目指す女性職員を育成するため、女性向けの研修を実施しており、引き続き研修を通してキャリア
アップを支援し、女性管理職の登用につなげる必要がある。

方策 3-3：総合的な人事制度 通番 68

重点取組 (2)女性職員の育成と登用
改革区分 組織の改革

実行項目 ①女性職員のキャリアアップ支援



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

女性管理職の割合が目標値に届き、全ての職員が多様な分野を経験できるよう、能力と
適正に基づく職員配置を行うことができたため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

「計画的な女性職員の配置」という目標が曖昧だったため、より具体的に記載（R5年4月）

成果指標基準値 11.4%

基準年度または基準年月日 令和4年4月1日

３ヵ年総括
人事異動での計画的な職員配置に取り組んだ結果、女性管理職の割合は年々増加しており、女性職員
が様々な部署で管理職を担う体制づくりができた。

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

女性管理職の割合は目標値には及ばなかったが、全ての職員が多様な分野を経験できる
よう、能力と適正に基づく職員配置を行うことができたため。

活
動
指
標

目標
女性職員の職域拡大に努め、政策立案や内部管理
などの部門に積極的に女性職員を配置する。
計画的な女性職員の配置

成
果
指
標

目標
女性職員の活躍の推進に関する行動計画の目
標値：女性管理職の割合　12％以上

実績
全ての職員が多様な分野を経験できるよう、能
力と適正に基づく職員配置を行った。

実績
女性管理職の割合　12％
（消防局を含んだ数値は10.6％）

実績
全ての職員が多様な分野を経験できるよう、能
力と適正に基づく職員配置を行った。

実績
女性管理職の割合　11.2％
（消防局を含んだ数値は9.9％）

活
動
指
標

目標
女性職員の職域拡大に努め、政策立案や内部管理
などの部門に積極的に女性職員を配置する。
計画的な女性職員の配置

成
果
指
標

目標

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

女性管理職の割合は目標値には及ばなかったが、全ての職員が多様な分野を経験できる
よう、能力と適正に基づく職員配置を行うことができたため。

女性職員の活躍の推進に関する行動計画の目
標値：女性管理職の割合　12％以上

目指す姿 女性職員が様々な部署で管理職を担う体制を確立する。

取組内容 女性職員が多様な行政分野を経験できるよう、人事異動での計画的な職員配置を行う。

活
動
指
標

目標 計画的な女性職員の配置 成
果
指
標

目標
女性職員の活躍の推進に関する行動計画の目
標値：女性管理職の割合　12％以上

実績
全ての職員が多様な分野を経験できるよう、能
力と適正に基づく職員配置を行った。

実績 女性管理職の割合　10.3％

部局名 総務部 所属名 人事課

現状・課題
人事異動に関して組織としての必要性、職員の能力、適性、希望等を総合的に勘案し、市民サービス向上に
向けた体制づくりに取り組んでおり、引き続き女性職員の計画的な配置を行う必要がある。

方策 3-3：総合的な人事制度 通番 69

重点取組 (2)女性職員の育成と登用
改革区分 組織の改革

実行項目 ②女性職員の意識的、計画的な配置



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

育成書の記録に基づき、各所属と人事課が連携して継続的な若手職員の育成に取り組め
ているため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括 育成書の記録に基づき、各所属と人事課が連携して継続的な若手職員の育成に取り組めている。

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

育成書の記録に基づき、各所属と人事課が連携して継続的な若手職員の育成に取り組め
ているため。

活
動
指
標

目標 ジョブ・ローテーションの実施 成
果
指
標

目標 適性の把握による効果的な人材育成

実績 ジョブ・ローテーションの実施 実績
計画的に若手職員を育成するため、適正な人
事異動を行った。

実績 ジョブ・ローテーションの実施 実績
計画的に若手職員を育成するため、適正な人
事異動を行った。

活
動
指
標

目標 ジョブ・ローテーションの実施 成
果
指
標

目標

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

ジョブ・ローテーション実施要領に基づく人材育成が図られているため。

適性の把握による効果的な人材育成

目指す姿 職員資質の充実と組織全体の機能強化を図る。

取組内容 ジョブ・ローテーションによる計画的な若手職員の育成を行う。

活
動
指
標

目標 ジョブ・ローテーションの実施 成
果
指
標

目標 適性の把握による効果的な人材育成

実績 ジョブ・ローテーションの実施 実績
計画的に若手職員を育成するため、適正な人
事異動を行った。

部局名 総務部 所属名 人事課

現状・課題
ジョブ・ローテーションにより、事務職員に１０年間で概ね３部署に配置し、多様な業務経験による育成と適性の
把握に努めている。

方策 3-3：総合的な人事制度 通番 70

重点取組 (3)多様な能力、職員配置の最適化
改革区分 組織の改革

実行項目 ①ジョブ・ローテーションによる計画的な若手職員の育成



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度
上記の成果と
なった理由

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

多様な経験や高度な専門性を有する人材の確保など、新時代にふさわしい公務員人事管理を実現する
ため、国が有識者会議を設置し、令和６年秋に最終提言がなされる見込みとなった。この提言が、複線
型人事制度の検討に影響する可能性があるため、市独自の検討を一旦休止することとした。

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括

R7年4月の人事異動では、行政運営の安定化のため前年度の体制を維持するとともに、スペシャリストを
養成するため実質的な異動の規模を抑えた。
また、国の有識者会議では、「複線型人事制度や庁内公募を活用した人員配置により、職員の希望を踏
まえたキャリアの実現を図る等、職員のキャリア形成を支援することが必要である」と提言されていることを
踏まえ、組織の新陳代謝と安定化を複合的に検討していく。

達成度
上記の成果と
なった理由

活
動
指
標

目標 令和5年度の成果を踏まえ設定 成
果
指
標

目標 令和5年度の成果を踏まえ設定

実績 実績

実績 実績

活
動
指
標

目標 複線型人事制度導入の検討 成
果
指
標

目標

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

特定分野への従事や専門性の高い職員の配置に関する職員・所属の意向を把握し、複
線型人事制度に準じた職員配置を行うことができたため。

方向性の決定

目指す姿 ゼネラリストとスペシャリストの共存により、高度化・多様化する行政需要に対応できる組織をつくる。

取組内容 高度な専門的能力を持つ職員へのヒアリング等を行い、複線型人事制度導入の検討を行う。

活
動
指
標

目標 職員・所属の意向調査
成
果
指
標

目標 職員・所属の意向の把握

実績
自己申告書及び所属長へのヒアリングで、特定
の分野・業務への従事や専門性の高い職員の
配置など、職員や所属の意向調査を行った。

実績
自己申告書や所属長へのヒアリングで、特定の
分野・業務への従事や専門性の高い職員の配
置など職員や所属の意向を把握した。

部局名 総務部 所属名 人事課

現状・課題
多様な職務経験等により、オールマイティに活躍できる人材を育成しているが、高度化する行政需要に少数
精鋭の職員で的確かつ迅速に対応するためには、組織内に高度な専門的知識を有した職員が必要である。

3-3：総合的な人事制度 通番 71

重点取組 (3)多様な能力、職員配置の最適化
改革区分 組織の改革

実行項目 ②複線型人事管理の検討



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

適正な試験の実施により、組織力の向上につなげることができた。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括 ３ヵ年通じて一定の受験率を確保でき、組織力の確保・向上につながった。

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

適正な試験の実施により、組織力の向上につなげることができた。

活
動
指
標

目標 試験の適正な実施・事後検証 成
果
指
標

目標 職員のモチベーションの維持・向上

実績
課長級をR6年１月、主査級をR5年１１月、R6年
2月に実施し、次年度に向けて検証を行った。

実績
職員のモチベーションの維持・向上により組織力
の向上につなげた。

実績
課長級をR6年１月、主査級をR5年１１月、R6年
2月に実施し、次年度に向けて検証を行った。

実績
職員のモチベーションの維持・向上により組織力
の向上につなげた。

活
動
指
標

目標 試験の適正な実施・事後検証 成
果
指
標

目標

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

適正な試験の実施により、組織力の向上につなげることができた。

職員のモチベーションの維持・向上

目指す姿
知識・能力に優れ、やる気のある職員を広く見極め、優秀でやる気のある人材を登用することで、組織に活力
が生まれる。

取組内容 課長級昇任試験、主査昇任試験を適切に実施する。

活
動
指
標

目標 試験の適正な実施・事後検証 成
果
指
標

目標 職員のモチベーションの維持・向上

実績
課長級をR5年１月、主査級をR4年１１月、R５年
2月に実施し、次年度に向けて検証を行った。

実績
職員のモチベーションの維持・向上により組織力
の向上につなげた。

部局名 総務部 所属名 人事課

現状・課題
意欲と能力のある職員の勤労意欲を低下させないために開始した昇任試験制度であるが、長年試験に合格
できず昇任できない職員のモチベーションの低下が懸念されることから、随時、昇任試験制度の見直しを行っ
ている。

方策 3-3：総合的な人事制度 通番 72

重点取組 (3)多様な能力、職員配置の最適化
改革区分 組織の改革

実行項目 ③昇任試験制度の見直しの検討



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

人事面談等に基づき、長期在課の解消に繋がる人事異動を実施するとともに、各分野の
スペシャリストを養成する必要性から、所属長から要望のあった職員は極力残留させるな
ど、きめ細かな職員配置に努め、組織力の向上につなげたため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
人事面談等で各所属の状況を把握し、可能な限り長期在課の解消に繋がる人事異動を実施するととも
に、所属長から要望のあった職員は極力残留させるなど、きめ細かな職員配置に努め、組織力の向上に
つなげた。

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

人事面談等に基づくきめ細かな職員配置に努め、組織力の向上につなげたため。

活
動
指
標

目標 長期在課の解消に向けた人事異動の実施 成
果
指
標

目標 組織力の向上

実績
人事面談等で各所属の状況を把握し、可能な
限り長期在課の解消に繋がる人事異動を実施し
た。

実績
令和７年４月の人事異動では、在籍５年以上の
職員のうち３３．８％の異動を行うなど、特定の職
員に依存しない組織の構築につなげた。

実績
人事面談等で各所属の状況を把握し、可能な
限り長期在課の解消に繋がる人事異動を実施し
た。

実績
令和６年４月の人事異動では、在籍５年以上の
職員のうち４０．８％の異動を行うなど、特定の職
員に依存しない組織の構築につなげた。

活
動
指
標

目標 長期在課の解消に向けた人事異動の実施 成
果
指
標

目標

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

人事面談等に基づくきめ細かな職員配置に努め、組織力の向上につなげたため。

組織力の向上

目指す姿 特定職員に依存しない強い職場、組織を構築する。

取組内容
人事面談の一層の充実や所属長との情報共有により、効果的な人事異動を行うとともに、柔軟な課内配置転
換等を促す。

活
動
指
標

目標 長期在課の解消に向けた人事異動の実施 成
果
指
標

目標 組織力の向上

実績
人事面談等で各所属の状況を把握し、可能な
限り長期在課の解消に繋がる人事異動を実施し
た。

実績
令和５年４月の人事異動では、在籍５年以上の
職員のうち４０．９％の異動を行うなど、特定の職
員に依存しない組織の構築につなげた。

部局名 総務部 所属名 人事課

現状・課題
特定職員に依存しない強い職場、組織を構築するとともに、不祥事を未然に防止するため、職員配置の最適
化を図る必要がある。

方策 3-3：総合的な人事制度 通番 73

重点取組 (3)多様な能力、職員配置の最適化
改革区分 組織の改革

実行項目 ④職員配置の最適化



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ｂ 上記の成果と
なった理由

採用試験を実施した37職種のうち、事務職上級、保育士、保健師をはじめとする14職種
で8割以上の採用予定人数を確保できたため。
一方で、全国的にも厳しい状況である技術職上級（土木等）、獣医師等の23職種で8割
を確保できなかったことに加え、このうち機械、農業、獣医師、事務職（障がい者）、実務
経験者（3職種：電気、心理判定員、獣医師）の7職種は採用が0であったため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

令和4年度は成果指標を達成していることや、官民問わず技術職を中心に人材確保が難しくなっている
状況を踏まえ、成果指標を見直した。（令和5年4月）

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
ここ数年は、売り手市場が続く中、採用予定人数の確保ができていない職種が複数ある。今度も採用試
験の制度改正や周知の取組をとおして、採用予定人数の確保を進めていく。

達成度 Ｂ 上記の成果と
なった理由

採用試験を実施した34職種のうち、事務職上級、保育士、保健師をはじめとする17職種
で8割以上の採用予定人数を確保できたため。
一方で、全国的にも厳しい状況である技術職上級（土木等）、獣医師、薬剤師等の17職
種で8割を確保できなかったことに加え、このうち化学、獣医師、薬剤師、学芸員（考古）、
電気（実務経験者）の5職種は採用が0であったため。

活
動
指
標

目標
採用試験制度の見直しの検討
業務説明会の開催による魅力の周知

成
果
指
標

目標

全職種について、採用予定人数の8割以上を
採用できること。
（※採用予定人数は、辞退者数を見込んだものになってい
る。）

実績

第二新卒等、転職市場が活発であることを考慮
し、令和6年度実施の事務職（実務経験者）の
対象年齢を引き下げ、27歳となる方から受験で
きるように制度を変更した。また、令和7年1月
から土木技師の通年採用とオファー型採用を
新たに実施した。
また、これまで3月から業務説明会等を実施し
ていたものを、前倒しして座談会等を行うなど、
情報発信を強化した。

実績
試験実施37職種のうち、14職種で採用予定人
数の8割以上を採用した。

実績

令和5年度の見直しの結果、令和6年度実施の
事務職の採用試験については、年齢要件を見
直し、幅広い年齢の方が、社会人経験等にみ
あった試験区分を受験できるようになった。ま
た、業務説明会等をオンラインと対面で実施し
た。

実績
試験実施34職種のうち、17職種で採用予定人
数の8割以上を採用した。

活
動
指
標

目標
採用試験制度の見直しの検討
業務説明会の開催による魅力の周知

成
果
指
標

目標

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

一部職種に関しては、採用予定人数を確保することができなかったが、大半の職種につ
いては、採用予定人数を確保することができたため。また、業務説明会、業務相談会とも
に高い満足度が得られており、採用試験の受験を検討している方のニーズに一定応えら
れていると考えられるため。

全職種について、採用予定人数の8割以上を
採用できること。
（※採用予定人数は、辞退者数を見込んだものになってい
る。）

目指す姿 多様な試験制度の検討など、制度の見直しを行い、採用予定人数の確保を目指す。

取組内容 人物重視の採用試験制度や受験しやすい環境整備のための見直しを行う。

活
動
指
標

目標
採用試験制度の見直しの検討
業務説明会の開催による魅力の周知

成
果
指
標

目標
採用予定人数の確保、多様な人材の確保
業務説明会参加者の満足度８０％

実績

受験者のニーズを踏まえ、合格発表までの期
間を短縮し、合格発表の時期を早めることで、
民間との併願をしやすくした。また、技術職につ
いては、第1次試験を全国のテストセンターで受
験できるようにした。オンラインの業務説明会に
加え、対面での業務相談会を実施した。

実績

採用予定人数の確保、多様な人材の確保につ
ながった。
業務説明会参加者の満足度100％、業務相談
会参加者の満足度100%

部局名 総務部 所属名 人事課

現状・課題
近年、好景気の影響で民間企業が採用人数を増やしていることや少子化による若年人口の減少から、全国
的に公務員を志望する者が減少傾向にあることから採用予定人数の確保が必要である。

方策 3-3：総合的な人事制度 通番 74

重点取組 (3)多様な能力、職員配置の最適化
改革区分 組織の改革

実行項目 ⑤採用試験制度の見直しの検討



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ｓ 上記の成果と
なった理由

法定雇用率を超える障がい者を採用するとともに、個々の障がい特性を考慮した配置を
行った。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等 障害者の雇用の促進等に関する法律施行令が改正されたため、法定雇用率を修正（令和6年4月以降）

成果指標基準値 雇用率　2.78%（市長部局）

基準年度または基準年月日 令和3年6月1日

３ヵ年総括
計画的に採用試験を実施したことで、法定雇用率を上回る障がい者を採用するとともに、個々の障がい
特性を考慮した配置を行うことができた。

達成度 Ｓ 上記の成果と
なった理由

法定雇用率を超える障がい者を採用するとともに、個々の障がい特性を考慮した配置を
行った。

活
動
指
標

目標 計画的な採用試験の実施

成
果
指
標

目標 法定雇用率の達成

実績 当初の予定どおり採用試験を実施した。 実績

令和6年6月1日時点の市長部局、教育委員
会、公営企業局のいずれも法定雇用率を満たし
た（市長部局：3.11%、教育委員会：3.07%、公
営企業局：4.05%）。

実績 当初の予定どおり採用試験を実施した。 実績

令和5年6月1日時点の市長部局、教育委員
会、公営企業局のいずれも法定雇用率を満たし
た（市長部局：3.04%、教育委員会：2.85%、公
営企業局：3.78%）。

活
動
指
標

目標 計画的な採用試験の実施

成
果
指
標

目標

達成度 Ｓ 上記の成果と
なった理由

法定雇用率を超える障がい者を採用するとともに、個々の障がい特性を考慮した配置を
行った。

法定雇用率の達成

目指す姿
令和6年3月まで法定雇用率（2.60％）の達成
令和6年4月以降：法定雇用率（2.80％）の達成

取組内容 法定雇用率の達成に向け、計画的に採用試験を実施し、障がい者の特性に応じた適正な配置を行う。

活
動
指
標

目標 計画的な採用試験の実施

成
果
指
標

目標 法定雇用率の達成

実績 当初の予定どおり採用試験を実施した。 実績

令和4年6月1日時点の市長部局、教育委員
会、公営企業局のいずれも法定雇用率を満たし
た（市長部局：2.82%、教育委員会：3.62%、公
営企業局：3.48%）。

部局名 総務部 所属名 人事課

現状・課題
「障害者の雇用の促進等に関する法律」により、事業主には「障害者雇用率」を満たす障がい者の雇用が義
務付けられている。

方策 3-3：総合的な人事制度 通番 75

重点取組 (3)多様な能力、職員配置の最適化
改革区分 組織の改革

実行項目 ⑥障がいのある職員の適正な採用及び配置



【令和４年度】

【令和５年度】

【令和６年度】

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

令和６年度の労務職採用試験の結果、作業員７名、給食調理員７名が合格となり、目標と
していた毎年１０名程度の採用を達成し、将来的な業務体制の維持につながったため。

上記の記載事項を変更し
た場合、その理由等

採用方針決定に伴い、目標を再設定（R5年４月）

成果指標基準値 ー

基準年度または基準年月日 ー

３ヵ年総括
技能労務職採用計画を策定するとともに、令和5年度から同計画に基づき毎年10名程度の労務職を採
用し、将来的な業務体制の維持につなげることができた。引き続き、労務職の適正な採用と配置により、市
民生活の維持向上を図る。

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

令和５年度の労務職採用試験の結果、作業員８名、給食調理員３名が合格となり、目標と
していた毎年１０名程度の採用を達成し、将来的な業務体制の維持につながったため。

活
動
指
標

目標
技能労務職採用試験の実施
令和4年度の成果に基づき設定 成

果
指
標

目標
採用予定者数の確保
令和4年度の成果に基づき設定

実績
前年度に引き続き、技能労務職採用計画のとお
り、労務職採用試験を実施した。

実績
作業員７名、給食調理員７名の計１４名が令和
７年度採用予定となった。

実績
技能労務職採用計画のとおり、労務職採用試
験を再開した。

実績
作業員８名、給食調理員３名の計１１名が令和
６年度採用予定となった。

活
動
指
標

目標
技能労務職採用試験の実施
令和4年度の成果に基づき設定 成

果
指
標

目標

達成度 Ａ 上記の成果と
なった理由

技能労務職採用計画で、将来的な業務体制を維持するため、今後、給食調理員を約３０
名、作業員を約１７０名の合計約２００名を確保することを目標とし、令和５年度から労務職
採用試験を再開し、作業員、給食調理員を合わせて毎年１０名程度採用することとしたた
め。

採用予定者数の確保
令和4年度の成果に基づき設定

目指す姿 労務職の適正な採用と配置により、市民サービスの維持向上を図る。

取組内容 民間委託の推進と併せて、労務職の適正な採用、配置、勤務条件等について検討を行う。

活
動
指
標

目標 労務職の採用・配置・勤務条件等の検討 成
果
指
標

目標 方針の決定

実績
技能労務職採用計画を策定し、将来的な業務
体制を維持するため、労務職の採用・配置につ
いて検討した。

実績
令和５年度から労務職採用試験を再開すること
とした。

部局名 総務部 所属名 人事課

現状・課題
近年多発する自然災害等で労務職による対応が効果的に機能する中、労務職の高齢化が進んでおり、今後
の業務の継続性に懸念がある。

方策 3-3：総合的な人事制度 通番 76

重点取組 (3)多様な能力、職員配置の最適化
改革区分 組織の改革

実行項目 ⑦労務職の適正な採用及び配置



 

 

 

 

 

〒790-8571 松山市二番町四丁目 7番地 2  

松山市 総務部 人事課 人材育成・行政経営担当 

TEL:089-948-6250  FAX:089-934-9205 


